
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010200020101 事務事業名 障がい者福祉総務管理事務事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

### 政策名 5 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 3 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 5 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 17 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

消耗品等購入件数 件 2 3 9 4 4

各種印刷物作成回数 回 1 1 0 2 2

バス借上げ料支払回数 回 15 15 14 13 13

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

課内の各種業務

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

円滑に実施される

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 3,414 3,713 3,392 3,747 3,747

千円 3,414 3,713 3,392 3,747 3,747

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 3,414 3,713 3,392 3,747 3,747

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

【消耗品等購入事務】
　グループの事務の執行に必要な受給者証、予備用カットシールなどの消耗品等を購入する。
【各種印刷物作成事務】
　各種申請様式や重度心身障害者医療費助成受給資格者証を印刷する。
【バス借上料支払事務】
　障がい者団体が行う研修やスポーツ大会への参加のためのバス借上げについて、賃借料を支払う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

霧島市経営健全化推進計画（第２次／改定版）
（平成26 年12 月策定）において、持続可能な
健全財政を確立するため歳出削減に関する取
組を全庁的に推進する必要があるとされ、その
中で、需用費や役務費については常にコストを
意識し、不要不急な物品の購入や電気・電話・
水道の浪費等を厳に慎むこことで節減に努め、
また、ランニングコスト縮減に資する機器の導入
等を検討し、維持管理費の縮減に努めることとさ
れている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　【消耗品等購入事務】
　・９件　需用費・消耗品費　　246千円
　【各種印刷物作成事務】
　・0件　需用費・印刷製本費　　0円
　【バス借上料支払事務】
　・14件　使用料及び賃借料　　875千円

　【消耗品等購入事務】
　・消耗品等購入により、福祉サービス関連の事務が円滑に行われた。
　【各種印刷物作成事務】
　・重度心身障害者医療費受給資格者証の印刷は、在庫で対応できた
ため、費用削減のため実施しなかった。
　【バス借上料支払事務】
　・各種障がい者団体の実施する研修会等へのバス代を支給すること
　　により、団体の活動の活性化が図られた。



0103010200020101 障がい者福祉総務管理事務事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
職員の関与は支払事務等、最低限の事務であり、削減できない。

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

障がい者福祉総務管理事務事業については、効果的・効率的に実施してきていることから、新たに取り組むべき課題はない。

事務の執行に必要な予算の確保と効率的な執行に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

障がい者福祉に関する基礎的な事務を行う事業であり、削減でき
ない。
また、各種障がい者団体の研修時バス代の支払については、資
金的に脆弱な団体の活動の活性化を目指したものであり、削減が
活動の低下に直結するおそれがあり、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010200020101 障がい者福祉総務管理事務事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 2,212 2,172 2,172

8 0 0

9 15 204 204

10 0 0

11 246 320 320

246 250 250

0 0

0 0

0 70 70

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 43 48 48

43 48 48

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 876 1,000 1,000

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 3 3

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

3,392 3,747 3,747

0 0

0 0

0 0

0 0

3,392 3,747 3,747

計 3,392 3,747 3,747

当初予算 3,713 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 79 0

予算合計 3,634 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010300020101 事務事業名 老人福祉総務管理事務事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉グループ

### 基本事業名 02 地域住民による支えあい 内線番号 2131

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 17 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

公用車燃料費 千円 30 30 21 30 30

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

　課内の各種業務

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

　円滑に実施される

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

支えあい活動を行う

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,566 1,236 1,824 1,196 1,415

千円 1,566 1,236 1,824 1,196 1,415

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,566 1,236 1,824 1,196 1,415

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　課内で所管する各事務事業を円滑に実施することができた。

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

【事務用消耗費品費】
・高齢者福祉業務を行う際の事務用品代やコピー代
【公用車管理費】
・高齢者福祉業務に使用する公用車に係る燃料費、車検・修繕費、保険料。
【郵送料等】
・高齢者福祉業務を行う際の郵送料、切手代など。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　霧島市経営健全化推進計画（第２次／改定版
）（平成26 年12 月策定）において、持続可能な
健全財政を確立するため歳出削減に関する取
組を全庁的に推進する必要があるとされ、その
中で、需用費や役務費については常にコストを
意識し、不要不急な物品の購入や電気・電話・
水道の浪費等を厳に慎むこことで節減に努め、
また、ランニングコスト縮減に資する機器の導入
等を検討し、維持管理費の縮減に努めることとさ
れている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

【事務用消耗費品費】　５５９千円
【公用車管理費】　　　　８２５千円
【郵送料等】　　　　　　　３６０千円
【償還金】　　　　　　　　　 ８０千円



0103010300020101 老人福祉総務管理事務事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・コスト縮小 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

　引き続き、コストを意識しながら経費節減に努め、事務改善等を検討し事業費の縮減に努めたい。

　引き続き、課等で所管する各事務事業を円滑に実施するため、高齢者福祉総務管理事務を行っていく。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　常にコストを意識して経費節減に努め、事務改善等を検討し事
業費の縮減に努めたい。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　消耗品の購入や公用車の管理、通知書等の送付事務など、必
要最小限の事務であり、人件費の削減の余地はほとんどない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010300020101 老人福祉総務管理事務事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 63 63

9 0 15 15

10 0 0

11 1,237 690 890

559 600 600

21 30 30

0 0

0 0

0 0

657 60 260

0 0

0 0

0 0

12 507 419 430

360 381 390

0 0

0 0

147 38 40

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 80 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 9 17

28 0 0

1,824 1,196 1,415

0 0

0 0

0 0

0 0

1,824 1,196 1,415

計 1,824 1,196 1,415

当初予算 1,236 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 712 0

予算合計 1,948 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030201 事務事業名 在宅福祉アドバイザー事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉Ｇ

### 基本事業名 02 地域住民による支えあい 内線番号 2131

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 10 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

研修会・交流会の開催数 回 23 10 32 20 20

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

在宅福祉アドバイザー 人 295 340 294 340 340

市内に居住する独居高齢者 市内に居住する独居高齢者数（同上） 人 10,410 10,800 10,656 10,800 10,800

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

研修に参加したアドバイザー数 人 337 500 325 500 500

安心して自宅で生活できる ％ 28 30 19 30 30

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

支え合い活動を行う 社会参加を行っている高齢者の割合 ％ 未把握 80 未把握 83 85

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 548 750 599 750 750

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 548 750 599 750 750

千円 1,096 1,500 1,198 1,500 1,500

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,096 1,500 1,198 1,500 1,500

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

霧島市在宅福祉アドバイザー活動促進事業実施要綱・鹿児島県高齢者等くらし安
心ネットワーク事業補助金交付要綱

霧島市第7期高齢者福祉計画・第6期介護保険事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　高齢者等に対し声かけや安否確認などを行う、近隣保健福祉ネットワークづくりを促進するため、在宅福祉アドバイザーを設置し、民生委員や地
区自治公民館、自治会等と連携して、地域保健福祉システムの円滑な形成及び効果的な推進を図る。社会福祉協議会に委託しており、内容は次
のとおり。
①アドバイザーの設置
②アドバイザーの研修及び指導
③アドバイザー及び介護者交流会の開催　　　　　
　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 在宅福祉アドバイザー数（3月31日現在）

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
活動の質を高める　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　

イ
独居高齢者の訪問対象世帯数/独居高齢者
世帯数（事業実績報告による）

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　一人暮らしの高齢者や障害者など援護を必要
とする人々に対し、声かけや安否確認などの見
守り活動の必要性があるため。平成１０年から旧
隼人町において開始された。　一人暮らしの高
齢者の増加により、訪問対象世帯数が増えてき
ている。
　アドバイザーの担い手が不足している。　アド
バイザーの推薦をいただいている公民館長から
は、「本事業の必要性は理解するが、活動をし
てくださる方を探すのに苦慮している」との意見
が寄せられている。　平成２３年６月議会におい
て、アドバイザー制度、民生委員との連携につ
いての一般質問がなされた。
　平成２３年９月議会において、アドバイザーの
活動状況についての一般質問がなされた。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

見守り活動の重要性についての認識を深めるとともに地域の実情を認識
してもらうため、６地区で要援護者マップづくり研修を行った。
アドバイザーに対しては、継続して研修事業を実施し、知識等の向上を
図った。

マップづくりに取り組んだ地域は、現状の問題の把握（地域での共有）が
でき、意識の向上に繋がった。支援のための具体的な行動を起こした地
域も出てきた。



0103010305030201 在宅福祉アドバイザー事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 民生委員活動支援事業

☐

☐

■

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
身近な地域に支援者がいることは、高齢者が日々の生活を送るに
あたって大きな安心感を与えるものである。その役目を担うアドバ
イザーの質を高め、活動の充実を図ることは、地域の福祉向上に
繋がる。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

地域単位で要援護者を援護するネットワークづくりを一体的に進
めることを目的とした事業であり、公共関与は妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
身近な居住地域でいろいろな相談等ができる体制づくりのため、
アドバイザー数を増やすようにしたい。（現状は引き受けてくださる
方を捜すのに苦慮している。）
また、研修会を充実させることにより、質の向上も図りたい。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
地域の支援体制はまだ途上段階であり、事業廃止は独居高齢者
等の地域孤立化の懸念もされるなど、地域福祉の低下が危惧され
る。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 民生委員とアドバイザー、双方の事業活動を連携させることにより
成果向上が期待できる。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

アドバイザーの活動は、ボランティアにより成り立っている。事業費
の削減には研修会経費を縮小するほかない。改善は必要である
が、質の低下を招かないよう配慮が必要である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

業務委託や補助金に係る事務を本所一括で行っているので、削
減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

自治公民館長から推薦された方々が、在宅福祉アドバイザーとし
て当該地区に居住する方のために行う活動である。本事業は地域
の福祉向上のための自主的な活動を支援するものである。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

身近な居住地域でいろいろな相談等ができる体制づくりのため、アドバイザー数を増やすようにしたいが、現状は引き受けてくださ
る方を捜すのに苦慮している。後継者の育成が課題である。民生委員との連携を前提とした研修会が必要。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

高齢者等に対し声かけや安否確認などを行い、民生委員や地区自治公民館、自治会等と連携して、地域保健福祉システムの円
滑な形成及び効果的な推進を図るため、在宅福祉アドバイザーは必要とされており、事業を継続しつつ、後継者の育成に努める
。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030201 在宅福祉アドバイザー事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 1,198 1,500 1,500

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,198 1,500 1,500

0 0

599 750 750

0 0

0 0

599 750 750

計 1,198 1,500 1,500

当初予算 1,500 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 302 県支出金 在宅福祉アドバイザー整備事業費 599

▲ 302 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,198 0

0

0

0

0

合　計 599

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030202 事務事業名 高齢者元気度アップ地域包括ケア推進モデル事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉グループ

### 基本事業名 02 地域住民による支えあい 内線番号 2133

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ 26 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 霧島市高齢者元気度アップ地域包括ケア推進モデル事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

ポイント還元額 円 4,000 3,600,000 206,000 4,200,000 4,200,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

人 31,138 32,381 31,481 33,182 33,982

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

ボランティアグループで活動する高齢者の数 人 18 180 33 210 210

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

支えあい活動を行う 該当する成果指標はない ※※※ ※※※ ※※※ ※※※ ※※※ ※※※

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 1,350 4,350 956 4,950 4,950

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,350 4,350 956 4,950 4,950

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,350 4,350 956 4,950 4,950

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

65歳以上の高齢者を含む任意の団体が行う互助活動に対し、ポイントを付与して地域の互助活動を活性化し、高齢者を地域全体で支える地域包
括ケアの推進を図る。

５名以上の構成員を有し，その半数以上を高齢者で占めるグループが、登録申請を行い、登録承認後に、高齢者を支援する活動を1時間以上行っ
た場合１ポイントを付与し、1ポイント＝1,000円に交換できる。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 65歳の方 65歳以上の人口

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
高齢者がボランティア活動を通じて、
自身のいきがいを感じる

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成２６年１０月に、高齢者がボランティア活動
を通じて地域社会に貢献ができるとともに、自分
自身の生きがい作りにつながることから、高齢者
を地域全体で支える地域包括ケアの推進に資
するという目的で、この制度が創設された。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成27年度は、３グループ増え、市内で７グループがボランティア登録を
行い、述べ1,260人、206回の活動を市内で行った。

ボランティア登録グループが活動を行うことにより、地域の互助活動の活
性化が図られ、自身の生きがいつくりや地域への貢献、介護予防などに
つながった。



0103010305030202
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④
ボランティア活動活性化の機運が衰えるおそれがある。

■

☐

⑤ ボランティア活動事業

☐

☐

■

⑥

■

☐

⑦
本庁で事務処理を一括して行っており、必要最小限である。

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

より多くの人に参加してもらうため、まずは広く事業を知ってもらうよう、広報等に取り組み、登録団体数の増加を目指す。

現在登録している団体の活動を広く市民に周知を図り、事業がより広がるような取り組みを検討していく。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

高齢者元気度アップ地域包括ケア推
進モデル事業

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
地域の互助活動を活性化し、高齢者を地域全体で支えるというこ
の事業目的は、「支えあい活動を行う」という意図に合致する。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

高齢者のボランティア活動などへの社会参加を促進し、いきがい
づくりや介護予防へつなげる取組であることから妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
今後も65歳以上の方は増加傾向であり、制度の周知が図られれ
ば、登録者数や活動回数の増が見込める。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 一般的な無償のボランティアやＮＰＯの活動の一つとして普及する
よう、つなげていく必要がある。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

活動時間に応じてポイントが付与される仕組みであるため、削減で
きない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

ボランティアグループとして登録すれば、誰でも同じ内容の助成を
受けることができる。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030202
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 528 528 528

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 181 181 181

181 181 181

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 41 41 41

41 41 41

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 206 4,200 4,200

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

956 4,950 4,950

0 0

956 4,950 4,950

0 0

0 0

0 0 0

計 956 4,950 4,950

当初予算 4,350 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 3,000 県支出金 高齢者元気度アップ地域包括ケア推進モデル事業費 956

▲ 3,000 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,350 0

0

0

0

0

合　計 956

事務事業
コード

事　務
事業名

高齢者元気度アップ地域包括ケア推進モデル事
業

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030220 事務事業名
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 02 地域住民による支えあい 内線番号 2133

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 21 年度～）

項 1 介護予防事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 1 一次予防事業 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

ポイント還元額 円 603,900 620,000 714,600 740,000 760,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

人 31,138 32,381 31,481 33,182 33,982

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

ボランティア活動実績 活動回数 回 6,039 6,200 8,336 8,500 8,700

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

支えあい活動を行う 人 478 500 519 530 535

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 412 500 500

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 727 1,400 1,400

千円 0 0 1,139 1,900 1,900

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 1,139 1,900 1,900

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

高齢者元気度アップ・ポイント事業(介護保険ボランティア・ポイント制度)【介護特会】

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市在住の65歳以上の方(介護保険の第1号被保険者)がボランティア活動を通して、自身の生きがいづくりや介護予防を図り、いきいきとした地
域社会づくりを推進する。
霧島市に在住の６５歳以上の方で参加を希望される方は、ボランティア登録をし、研修受講後、活動に参加する。
受入機関でのボランティア活動１時間につき、ボランティア手帳に１００ポイント（１日２００ポイントまで）が付与されます。
ポイントを５００ポイント以上ためると、年間で最大６，６００円（６，６００ポイント）の介護保険料負担軽減の資金に交換できます。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 65歳の方 65歳以上の人口

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護保険ボランティアとして登録した高齢者
の数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成24年度から県補助金（地域支援事業交付
金、介護予防・生きがいづくり事業補助金）の対
象となった。
受入機関等の拡充やポイント交換についての要
望が各種寄せられている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

新規の登録者が36名増え、平成２７年度末のボランティア登録者５１９人
、受入施設１８０施設。転換交付金（ポイント交換）の受領者は１６５人、延
べ720,500時間（ポイント）だった。
また、研修会には、２２２人が参加した。

ボランティア登録者が活動をおこなうことにより、自身の生きがいつくりや、
地域への貢献、介護予防につながった。
また、研修会に参加することにより、ボランティアとしての知識やスキルの
向上につながった。



05030220
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④
ボランティア活動の衰退につながるおそれがある。

■

☐

⑤ ボランティア活動事業

☐

☐

■

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

事業内容のさらなる周知を図り、ボランティア登録者数と受け入れ施設、協賛企業の増加に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

高齢者元気度アップ・ポイント事業(介
護保険ボランティア・ポイント制度)【介

護特会】

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
ボランティア活動を行うことで、自分の住む地域に貢献し、お互い
に支えあう活動を行うことができる。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

高齢者の健康づくりやボランティア等の社会参加を促進し、健康
維持や介護予防への取組を図る事業であることから妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
今後65歳以上の人が増える事が予想され、制度登録者数や活動
回数の増が見込まれる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 一般的な無償のボランティアやＮＰＯの活動の一つとして普及する
よう、つなげていく必要がある。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

活動時間に応じてポイントが付与される仕組みであるため、削減で
きない。
ボランティアに参加するきっかけづくりであり、削減すると発展の芽
を摘んでしまうおそれがある。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

受付業務等は各総合支所等で行っているが、その他の事務は本
庁で集中管理を行い、必要最小限の事務処理であるため、これ以
上の削減は困難である。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

ボランティアとして登録すれば、市内全域で同じ内容のサービスを
受けることが出来る。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

ボランティア登録者のさらなるスキルアップと活動の活性化により、ボランティア自身の生きがいづくりや介護予防を推進していくと
ともに、地域への貢献につなげる。また、今後無償でのボランティアにつなげていくよう働きかけも必要である。

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030220
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 224 600 600

37 100 100

0 0

0 0

187 500 500

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0

13 200 200 200

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 715 1,100 1,100

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,139 1,900 1,900

0

412 500 500

0

0

727 1,400 1,400

計 1,139 1,900 1,900

当初予算 1,950 区分 名称 金額

補正予算 0 県支出金 地域支援事業交付金 92

0 県支出金 介護予防・生きがいづくり事業補助金 320

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,950 0

0

0

0

0

合　計 412

事務事業
コード

事　務
事業名

高齢者元気度アップ・ポイント事業(介護保険ボラ
ンティア・ポイント制度)【介護特会】

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030222 事務事業名 認知症高齢者見守りネットワーク事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 02 地域住民による支えあい 内線番号 2131

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 25 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 5 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者保健福祉計画、第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

認知症の人を支援する取り組みを行った地域 箇所 2 3 2 4 4

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 人口 人 126,773 129,360 126,962 129,679 130,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

箇所 2 3 2 4 4

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

地域での支援取り組みへ参加する 徘徊模擬訓練等への参加者の増加 人 500 1,000 630 1,000 1,000

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 549 660 660

千円 0 0 549 660 660

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 549 660 660

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

本事業は、霧島市地域密着型サービス事業者連合会へ事業委託している。認知症の人が住み慣れた場所で安心して住み続けられるように、地域
の関係機関や地域住民が理解しあい、力を合わせて、認知症の人を支援する仕組みをつくる。地域の取り組みとして、認知症の方を支援するため
の徘徊模擬訓練等を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
地域ぐるみで認知症について理解す
る

認知症の人を支援する取り組みを行った地
域

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

認知症の人が住み慣れた場所で安心して住み
続けられるように、地域の関係機関や地域住民
が理解しあい、力を合わせて、認知症の人を支
援する仕組みづくりの事業を霧島市地域密着型
サービス事業者連合会へ委託している。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・霧島地区において、初めて認知症徘徊模擬訓練を行った。
・横川町安良地区において、３年目となる認知症徘徊模擬訓練を行った
。

認知症の人が住み慣れた場所で安心して住み続けられるように、地域の
関係機関や地域住民が理解しあい、力を合わせて、認知症の人を支援し
ようとする意識が高まった。



05030222
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧
市内全域を対象としている。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

この取組を、１か所でも多く市内に広めていきたい。新たな取り組み地域の選定について検討を行う。

認知症の高齢者への支援について、徘徊模擬訓練等を通して、取り組み地域の住民への普及・浸透を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

認知症高齢者見守りネットワーク事業
【介護特会】

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
認知症の人が住み慣れた場所で安心して住み続けられるように、
地域の関係機関や地域住民が理解しあい、力を合わせて、認知
症の人を支援する仕組みをつくる。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市が事業支援を行うことで、認知症の人が住み慣れた場所で安心
して住み続けられるよう、認知症の人を支援する仕組みつくりの必
要性が啓発できる。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
本事業を実施しているモデル地区は現在２地域であり、取り組み
地域がさらに増えれば、市民の認知症の人への理解が深まり、支
援の輪が広がる。。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
現在、取り組んでいる地域がまだ自立していないため影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

取り組み地域が将来的に自立していけば削減可能だが、現在のと
ころ普及段階のため自立の可能性が低い。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

補助金の支出事務のみであるため、事務処理は最小限であり削
減は難しい。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030222
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 300 500 500

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 249 160 160

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

549 660 660

0

0

0

0

549 660 660

計 549 660 660

当初予算 550 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 550 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

認知症高齢者見守りネットワーク事業【介護特会
】

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010405030401 事務事業名 老人憩の家運営事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉Ｇ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2131

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 47 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 04 社会福祉施設費 根拠法令・条例等 霧島市老人憩いの家の設置及び管理に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

のべ利用者数（広間、相談室） 人 1,845 2,000 1,888 2,100 2,100

のべ利用者数（健康器具） 人 4,192 4,500 4,880 4,900 4,900

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

６５歳以上の市民 高齢者人口 人 31,138 32,381 31,886 32,643 33,382

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

のべ施設利用者数 人 6,037 6,500 6,768 6,800 6,800

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,390 1,508 1,737 1,585 1,849

千円 1,390 1,508 1,737 1,585 1,849

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,390 1,508 1,737 1,585 1,849

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

（１）高齢者に対して健康の増進・教養の向上及びレクリエーションの場を提供して福祉の向上を図る。　
（２）高齢者等の生活身上等に関する相談に応ずること
　手順は、利用申請書に必要事項記載し社会福祉協議会及び福祉課に提出
　使用時間　午前８時３０分～午後５時
　休日　土曜・日曜日　国民の祝日　　12月29日～12月31日　1月2日～3日
　利用料は、無料

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
高齢者の教養の向上、健康の増進を
図る

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサー
ビス、福祉サービスの利用者数

在宅介護・福祉サービスを利用している高齢
者/在宅介護・福祉サービスを必要としている
高齢者

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

地域高齢者の孤独感の解消や、健康づくり等を
目的に老人憩いの家を設置。
利用者より、高齢者が集うことにより孤独感の解
消や、健康づくり・福祉事業推進の拠点の一つ
として施設は必要であるとの意見が寄せられて
いる。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成２７年度は広間・相談室の利用者が1,888人、健康器具利用者が
4,880人の利用があった。
霧島市社会福祉協議会を指定管理者としており、高齢者に対する福祉
増進をはじめとした各種福祉サービス事業が展開されている。
安全で気軽に休憩・憩いの場となるような施設運営を目指す。

高齢者に対して健康の増進・教養の向上及びレクリエーションの場などを
提供し、高齢者が外出や交流の機会をもつことが、介護サービスを必要
とする高齢者等の抑制につながっている。



0103010405030401 老人憩の家運営事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧
高齢者が利用できる場所であり、利用料金も徴収していない。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

引き続き高齢者の利用者数を増やし、高齢者福祉の向上に努め、要介護者の抑制につなげたい。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
高齢者に対して、健康の増進、教養向上や交流の場を提供し、福
祉の向上を図ることは、「元気な高齢者」を維持することであり、介
護サービスを必要とする高齢者を抑制するという意図に合致する。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

老人憩いの家の特性・社会的役割を考慮すると、利用料金を無料
としていることもあり、民間に委ねることは困難である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
年々利用者数は増加しているが、内容の検討を行い、さらに成果
向上を図りたい。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
継続して利用している人が、定期的な活動の動機を失ってしまい
、高齢者福祉の衰退につながってしまう。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

市社会福祉協議会を指定管理者として運営を委託しており、委託
料も必要最小限であると考える。
また、修繕費等も、施設の老朽化による必要不可欠なものだけを
予算計上している。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業費は市社会福祉協議会への委託料が主であり、事務量は最
小限であるため、人件費の削減は困難と考える。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

指定管理者である霧島市社会福祉協議会により、適切な運営が行われている。
経年劣化に伴う、外壁の爆裂や床板の傷み等の散見され施設改善の必要性を検討したい。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010405030401 老人憩の家運営事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 332 180 439

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

332 180 439

0 0

0 0

0 0

12 7 8 13

0 0

0 0

0 0

7 8 13

13 1,398 1,397 1,397

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,737 1,585 1,849

0 0

0 0

0 0

0 0

1,737 1,585 1,849

計 1,737 1,585 1,849

当初予算 1,508 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 232 0

予算合計 1,740 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030401 事務事業名 シルバー人材センター運営支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2131

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H17 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

受託件数 件 8,927 10,100 8,892 10,100 10,100

受注件数 件 5,682 7,000 5,705 7,000 7,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

高齢者 人 31,125 31,609 31,886 32,643 33,382

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

生きがいを持って働くことができる シルバー人材センターの会員数 人 930 980 1,001 1,060 1,060

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

社会参加を行う 社会参加を行っている高齢者の割合 ％ 未把握 80 未把握 82.5 85

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 22,386 22,383 20,443 21,777 21,777

千円 22,386 22,383 20,443 21,777 21,777

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 22,386 22,383 20,443 21,777 21,777

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市シルバー人材センターに対し補助金を交付することにより、霧島市シルバー人材センターが行う高齢者の雇用促進の活動を支援している。
（市の活動）
霧島市シルバー人材センターに補助金を支出するための手続きを行う。
（霧島市シルバー人材センターの活動）
霧島市シルバー人材センターとは、高齢者の臨時的、短期的な就業の機会を確保し、生きがいの充実・社会参加の促進を図ることを目的として設
立した団体。市内の高齢者を会員として運営されている団体である。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 65歳以上の高齢者数

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　旧国分市が平成元年4月1日に設立し、その後
、旧各町が順次設立していった。
　法人化されていた国分、溝辺、隼人は以前か
ら国庫補助、その他は各町が単独補助をしてい
た。合併に伴い、国庫補助分と単独補助分をそ
れぞれ積算して交付している。旧１市６町のシル
バー人材センターが合併して現在の形になる。
平成１８年４月からの霧島市シルバー人材セン
ター会員数をみると、毎年減少の傾向が見られ
る。受注件数についても、景気変動の影響をう
けている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・就業機会提供及び就業機会確保
　事業受託件数合計：8,892件、　就業人員のべ日人員：79,537人
・給食配付事業と介護予防事業（有償での配食サービス、健康体操・食
事づくりなどの講習会の実施等）
・ふるさとよかとこ案内人養成事業（霧島シルバー観光ガイド養成研修テ
キストの作成、養成研修会の実施等）
・霧島市立医師会医療センター内に「ひまわり食堂」を開店。
・指定管理者として城山公園の管理を開始。

高齢者の就業の機会を確保し、高齢者のいきがいの充実や社会参加の
促進が図られた。



0103010305030401 シルバー人材センター運営支援事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
シルバー人材センターの健全な運営を行うことは、高齢者の社会
参加促進に結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

高齢者へ雇用に関する情報を提供することは、高齢者の社会参加促進に
結びつき、また高齢者の生きがい作りの布石にもなる。さらに、高齢者のネッ
トワークの構築にも繋がる可能性もあり、高齢者の経済的な支援、地域のネ
ットワーク構築、高齢者の自立、介護予防など、地域福祉の推進に繋がる事
業であることから公共関与は妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
市の高齢者数に対する登録会員数の割合は３％程度であり、この
割合を一つの成果としてとらえると、まだ向上の余地がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
登録者の動機は、約８割が社会参加や健康維持であり、シルバー
人材センターは、高齢者の社会参加促進や自立した生活の助長
に役立つ組織であることから、補助金を廃止・休止した場合、シル
バー人材センターの活動が後退する可能性があり、適当ではない
。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

平成２５年度より段階的に減額を行っている。今後も事業目的を踏
まえつつ、検討は続ける。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

実際の基本的な事務としては、本庁の担当者が補助金関係の事
務作業を行うのみであり、これ以上削減する余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

受益者は、個人の意思により、シルバー人材センターの会員とし
て登録されたものであり公平である。また、受益者の利益は、各個
人の業務従事実績に基づくものであり、公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

長年培われた知識や経験、技術を持った高齢者の社会参加を促進することは、生きがいづくり対策として大変重要であり、高齢者
の介護予防にも寄与するものと考えられることから、引き続き霧島市シルバー人材センターの活動を支援する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

高齢者の就業機会を確保し、社会参加を促進することが高齢者福祉に繫がるものと考えられるため、引き続きシルバー人材センタ
ーへ補助金を交付し、その運営を支援する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030401 シルバー人材センター運営支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 20,443 21,777 21,777

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

20,443 21,777 21,777

0 0

0 0

0 0

0 0

20,443 21,777 21,777

計 20,443 21,777 21,777

当初予算 22,383 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 712 0

予算合計 21,671 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010405030402 事務事業名 老人福祉作業所維持管理事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2131

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 53 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 04 社会福祉施設費 根拠法令・条例等 霧島市国分老人集会所の設置及び管理に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

集会所の利用者数 人 未把握 - 未把握 - -

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 ６５歳以上の人口 人 31,138 32,381 31,886 32,643 33,382

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

利用者数の増加 施設利用者 人 未把握 - 未把握 - -

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

社会参加を行う 社会参加を行っている高齢者の割合 ％ 未把握 80 未把握 82.5 85

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 88 942 857 82 2,082

千円 88 942 857 82 2,082

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 88 942 857 82 2,082

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

（１）高齢者に対して健康の増進・教養の向上及びレクリエーション、集会等の場を提供して福祉の向上を図る。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　使用時間　午前８時～午後１０時
　休日　土曜・日曜日　国民の祝日　　12月29日～1月4日
利用料は、無料

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

高齢者の健康増進、教養の向上及びレクリエー
ション・集会等の場所の提供をし、福祉の向上を
図るために実施。
現在、国分南地区集会所、国分北地区集会所
の２つがある。それぞれ敷根公民館、東襲山公
民館としても利用されている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成３２年度までそれぞれの自治公民館を指定管理者に指定しており（
国分南地区集会所は敷根公民館、国分北集会所は東襲山公民館）、よ
り地域住民のニーズにあった運営が行われている。

それぞれの集会所で、地区自治公民館を指定管理者とすることにより、
地域住民のニーズにあった運営が行われた。
また、開館・閉館時間の調整等もそれぞれで行われ、本事業の目的であ
る「高齢者福祉の向上」が図られている。



0103010405030402 老人福祉作業所維持管理事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

引き続き地域の高齢者の活発な利用を促し、高齢者福祉の向上に努め、さらに高齢者の社会参加につなげる。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
高齢者に対して、健康の増進、教養の向上及びレクリエーション、
集会等の場を提供して地域福祉の向上を図ることは、同時に自治
会活動への参加につながるため、社会参加の推進という意図に合
致している。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

事業目的である、高齢者の福祉の向上、社会活動への参加の推
進については、市の関与は妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
それぞれの自治公民館を指定管理者として指定し、地域住民の
ニーズに合った運営が行われている。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
９ヵ所の地区の高齢者等がそれぞれ利用していることから、廃止・
休止した場合、地域福祉の拠点が大きく減少する。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

それぞれの自治公民館を指定管理者として指定し、運営を委託し
ているが、事業経費は必要不可欠なものだけを予算化しており、
削減は困難である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

それぞれの自治公民館を指定管理者として指定し、運営を委託し
ているため、事務量は最小限であり、これ以上の削減は困難であ
る。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

高齢者に対して、健康の増進、教養の向上及びレクリエーション、
集会等の場を提供しているが、利用料金は徴収していないし、利
用制限も特にしていない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

指定管理者であるそれぞれの自治公民館により、適切な運営が行われている。
集会施設としての維持補修については、点検を行い必要性を検討する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010405030402 老人福祉作業所維持管理事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 749 4 4

0 0

0 0

0 0

0 0

4 4 4

745 0

0 0

0 0

0 0

12 20 23 23

0 0

0 0

2 4 4

18 19 19

13 88 55 2,055

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

857 82 2,082

0 0

0 0

0 0

0 0

857 82 2,082

計 857 82 2,082

当初予算 942 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 71 0

予算合計 871 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030402 事務事業名 すこやか支えあい事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2132

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 21 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 霧島市補助金等交付規則ほか

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

合同金婚式参加者数 組 130 120 123 120 120

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

金婚式を迎える夫婦 金婚式を迎える夫婦 組 181 170 139 170 170

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

金婚式への参加率 ％ 72 71 88 71 71

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,700 6,065 5,800 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 700 700 600 600 600

千円 700 700 600 600 600

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 700 700 600 600 600

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　霧島市すこやか支えあいプラン2015（第7期霧島市高齢者福祉計画及び第6期介護保険事業計画）に沿って、高齢者が住み慣れた地域で尊厳を
もって健やかに安心して暮らし続けられるための先導的事業を行うもので、市社会福祉協議会に補助金を交付して実施している。
【地域社会活動参加促進事業（合同金婚式）】：金婚式を迎える夫婦を招待し、結婚５０年を祝福するとともに記念品を贈呈して永年の労をねぎらい
、長寿を祝福することで市民福祉の向上を図る。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
夫婦の絆を強め、長寿への更なる意欲
を高める

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　合同金婚式は、昭和45年頃、老人クラブが自
主事業として会費制で開始し、昭和４８年頃、市
の自主事業へと変更し、社協に委託する形で実
施していたが、消費税の関係で補助金交付に
変更した。現在では、医学の進歩と共に高齢者
が増加し、夫婦揃って金婚式を迎える方々も増
加している。
　金婚式を仲良く迎える夫婦を公の機関で祝福
することは、一人で全てを行い生活してきた高
齢者に対する差別であり、お祝いは家族ですれ
ば良いとの意見が市民から寄せられているが、
概ね好意的な意見を受けている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　金婚式を迎える夫婦を招き、今後のますます健康で、長寿であるよう記
念品を贈り、結婚５０年を祝福した。
139組が該当し、123組が出席した。

　'結婚５０年目の節目を迎えた多くの人が一堂に集うことで、連帯感が生
まれ、健康でここまでこれたことへの感謝とお互いの絆がなお一層深めら
れた。



0103010305030402 すこやか支えあい事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
地域社会活動参加促進事業は、機会の提供と、長寿意識の向上
、社会全体への高齢者福祉意識の啓発に繋がっており、基本事
業の意図に整合している。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

高齢者が住み慣れた地域で、安心してすこやかに暮らし続けられ
る地域づくりに資するものであり、公共関与の必要がある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
参加者の声を聞きながら、満足してもらえるよう、内容の改善や充
実について指導を行っていく。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
長寿意識の向上や、住民や地域における高齢者に対する意識啓
発など大きな影響が考えられる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

霧島市社会福祉協議会に補助金を交付して実施していることから
、予算が削減された場合、事業内容も後退する可能性が大であり
、参加者の満足度が下がるおそれがある。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

補助金申請及び実績報告等の事務処理のみであり、必要最小限
の事務である。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

メニュー事業であり、柔軟に内容を見直しできることから、公平性な
どをその都度検討しており、適正に運営されている。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

現在では、医学の進歩と共に高齢者が増加し、夫婦揃って金婚式を迎える方々も多数見られるようになった。時代の変化とともに
金婚式の内容について検討を行いながら、引き続き事業を行う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

金婚式を迎える夫婦を招待し、結婚５０年を祝福するとともに記念品を贈呈して永年の労をねぎらい、長寿を祝福するこの事業は
、内容の検討を行いながら、引き続き行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030402 すこやか支えあい事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 600 600 600

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

600 600 600

0 0

0 0

0 0

0 0

600 600 600

計 600 600 600

当初予算 700 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 700 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030404 事務事業名 緊急通報装置整備事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2133

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 12 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 霧島市緊急通報装置整備事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

緊急通報装置新規設置台数 台 70 80 28 40 50

緊急通報装置設置台数 台 296 330 266 310 320

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

設置申請者数 人 73 90 34 45 55

独居高齢者数 人 10,410 10,710 10,656 10,869 11,086

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

緊急時の連絡手段を確保する 緊急通報設置支援事業に対する苦情件数 件 0 0 0 0 0

緊急時の連絡手段を確保する 緊急通報装置設置台数 台 296 330 266 310 320

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 2,437 2,968 2,968

千円 0 0 1,055 1,155 1,155

千円 0 0 3,492 4,123 4,123

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 3,492 4,123 4,123

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　独居高齢者世帯等で緊急時に適切な対応が困難と認められる世帯に緊急通報装置を設置し、安全と福祉の増進を図ることを目的とする。平成21
年度から24時間365日対応可能で緊急通報のほか生活サポートなどを受けることができる、コールセンター方式を導入している。
利用希望者は申請書を提出し、地域ケア会議での適否審査により適切であると認められた場合に設置となる。機器の設置手数料と通話料について
は利用者負担は発生しないが、月々の利用者負担金は本人の所得に応じて３段階に設定している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
緊急時連絡に不安のある独居高齢者
世帯等

イ
緊急時連絡に不安のある独居高齢者
世帯等

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成12年度に旧福山町が開始し、近隣市町も
順次開始した。合併前は旧市町で給付方式や
レンタル方式といった方法で実施していたが、
合併後はレンタル方式に統一した。平成21年度
より、24時間対応可能で様々なサービスを受け
ることができる、コールセンター方式を導入して
いる。　平成１６年度で国県補助が打ち切られた
ため、給付方式で継続していくことが困難になり
、現在のようなレンタル方式へ変更した。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成2７年度は、28台の新規設置を含む、266台の緊急通報装置を設置
した。

24時間365日対応可能で緊急通報のほか生活サポートなどを受けること
ができるため、独居高齢者等の安心と福祉の増進を図ることができた。



0103010305030404 緊急通報装置整備事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

広報紙や民生委員定例会等において本装置の周知を図り、引き続き普及啓発に取り組む。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
一人暮らしに不安を抱えている高齢者の緊急時に対応した連絡
手段の整備を図ることは、自宅で自立した生活を続けられる一助と
なることから、介護・福祉サービスが受けられるという結果と結びつ
いている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

独居高齢者世帯等における緊急時に対応した連絡手段の整備を
図ることにより在宅生活維持が可能になることは、介護保険給付費
の抑制にも繋がることから妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
平成２７年度においては、前年度に比べると申請者数も減少して
おり、また新規設置者数よりも撤去者数が上回ったことから設置数
も減少しているが、独居高齢者数は年々増加傾向にあり、今後も
利用ニーズは安定してあるものと見込まれる。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
独居高齢者が増加し、孤独死・孤立死等が社会問題となっている
状況において、事業を廃止・休止することは、高齢者の緊急連絡
の手段を奪うことになる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

委託内容等を精査しプローポーザル方式により委託していること
から事業の削減はできない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

申請受付・審査は各総合支所において行っているが、その後の処
理はすべて本庁において行っており、これ以上の削減は困難であ
る。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

地域ケア会議において公正な審査が行われている。受益者負担
についても、所得に応じた負担としている。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

独居高齢者世帯等で緊急時に適切な対応が困難と認められる世帯に緊急通報装置を設置し、安全と福祉の増進を図るため、引
き続き事業の普及啓発に取り組む。 

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030404 緊急通報装置整備事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 3,492 4,123 4,123

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

3,492 4,123 4,123

0 0

0 0

0 0

2,437 2,968 2,968

1,055 1,155 1,155

計 3,492 4,123 4,123

当初予算 4,313 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 620 その他 雑入（利用者負担金） 2,437

▲ 620 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 3,693 0

0

0

0

0

合　計 2,437

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030405 事務事業名 高齢者介護予防プラン作成事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2133

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 15 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 老人福祉法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

介護予防プラン作成件数 件 15 50 17 50 50

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

人 31,138 32,381 31,481 33,182 33,982

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

件 15 25 17 40 40

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 介護予防サービスの利用者数 人 4,713 5,800 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 200 100 34 100 100

千円 200 100 34 100 100

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 200 100 34 100 100

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　地域包括支援センター及び在宅介護支援センター（地域型）が、要介護状態となる可能性のある高齢者を把握し、当該高齢者が介護予防事業に
参加する意思を示した場合に、平成２３年度までは、一次予防事業（元気まなび高齢者通所介護予防事業等）対象者について介護予防プランを作
成していたが、平成24年度からは元気高齢者に対し広く一次予防事業への参加を促進するため、プラン作成なしで事業参加できるように変更した。
そのため、現在は二次予防高齢者の通所介護予防事業参加に対する介護予防プラン作成以外の、配食サービス、ホームヘルプ、入所、緊急通報
システムの導入やその他相談等で作成し、プランの定期的な評価と修正を行った時に委託料としてプラン作成料を支払っている。単価契約：2,000
円/件）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 市内在住の65歳以上の高齢者 65歳以上の高齢者数

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
在宅生活を続けていく上で有効な福
祉サービスを利用できるようになる

プランを作成した方のうち在宅福祉サービス
を利用するようになった件数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成１５年度国の制度改正により開始した。従
来は在宅介護支援センター運営事業の中で実
施していたが、運営費の基準単価削減に伴い
成果払い方式となり、本制度が導入された。　平
成１７年度で国の補助制度が廃止になった。１８
年度以降は、一次予防高齢者を市単独で、二
次予防高齢者を介護保険法で実施している。市
民や議会などからの意見等は特になし。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

配食サービス１４件及び生活支援型ホームヘルプサービス３件の計１７件
のサービス提供に伴うプラン作成を行った。

配食サービス活用事業や生活支援型ホームヘルプサービス事業の導入
の際に作成し、プランの定期的な評価と修正を行うことで、高齢者の在宅
生活の支援の一助となった。



0103010305030405 高齢者介護予防プラン作成事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

平成２８年度における事業方向性の検討結果に沿う形で実施する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
介護予防プランを作成することにより、虚弱な高齢者が在宅生活
を続けていく上で有効な福祉サービスを利用できるようになり、そ
れぞれの対象者に最も適した介護・福祉サービスを受けることがで
きる。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

公平・公正な立場で介護予防プランを作成し、高齢者福祉サービ
スにつなげるものであり、市の関与は妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
高齢化の進展とともに、配食やホームヘルプサービスなどを希望
する高齢者が増加し、プラン作成実績が増えると思われる。また、
Ｈ２９年度から実施される新しい総合支援事業に向けて、プラン作
成の必要性が増加する可能性がある。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
高齢者福祉のサービスを受けるために欠かせない事業であり、廃
止・休止はできない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

プラン作成の運用を見直すことで事業費の削減を既に行っている
。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業に係る人件費は、契約及び委託料支払等の事務処理のため
最低限必要なものであり、削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内の全ての日常生活圏域（10圏域）に地域包括支援センターの
サブセンター（在宅介護支援センター（地域型））を設置するなど、
利用機会の公平性に配慮している。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

現在の年間の作成数は配食・ホームヘルプサービスを希望される方にとどまっているが、平成２９年４月からの「介護予防・日常生
活支援総合事業」の実施に向けて、介護認定を受けた方(要支援１・２)を対象とする通所・訪問介護サービスと一次・二次予防高
齢者を対象とするサービスの整理を実施することに伴い、本事業のあり方を検討し、今後の方向性を決定する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030405 高齢者介護予防プラン作成事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 34 100 100

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

34 100 100

0 0

0 0

0 0

0 0

34 100 100

計 34 100 100

当初予算 100 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 100 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030406 事務事業名 高齢者実態把握事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2133

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 15 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 老人福祉法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

実態把握件数 件 964 1,100 828 1,000 1,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市内在住の６５歳以上の高齢者 ６５歳以上の高齢者数 人 31,138 32,381 31,481 33,182 33,982

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

件 15 25 17 40 40

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 介護予防サービスの利用者数 人 4,713 5,800 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 2,970 2,970 2,236 2,700 2,700

千円 2,970 2,970 2,236 2,700 2,700

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 2,970 2,970 2,236 2,700 2,700

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　地域包括支援センター又は在宅介護支援センター（地域型）が、基本チェックリストの結果や本人・家族・地域住民・医師等からの通報・相談に基
づき、高齢者の自宅を訪問するなどの方法で聞き取り調査等の実態把握をした場合に委託料を支払う。（単価契約：2,700円/件）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
在宅生活を続けていく上で有効な福
祉サービスを利用できるようになる

実態把握を行った方のうちプランを作成した
件数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成１５年度国の制度改正により開始した。従
来は在宅介護支援センター運営事業の中で実
施していたが、運営費の基準単価削減に伴い
成果払い方式となり、本制度が導入された。　平
成１７年度で国の補助制度が廃止になった。１８
年度以降は、一次予防高齢者（介護認定を受
けていない元気高齢者）を対象とする実態把握
を市単独事業として、また二次予防高齢者（介
護認定を受けていないが、今後受ける可能性が
高いと見込まれる高齢者）を対象とする実態把
握を介護保険法で実施している。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成2７年度は、一次予防高齢者について８２８件の実態把握を実施した
。

高齢者単独世帯や日中独居高齢者、高齢者世帯等の実態を把握し、必
要とされるサービスを提案し申請を促すことにより、一次予防高齢者の在
宅生活を支える一助となった。



0103010305030406 高齢者実態把握事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

平成２８年度における事業方向性の検討結果に沿う形で実施する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
高齢者本人や家族から生活実態を把握して、課題分析を行うこと
で、在宅生活の継続に有効な福祉サービスや介護サービスを利
用できるようになることから、基本事業の意図に沿っている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

高齢者の実態を把握し、高齢者福祉サービスにつなげるためのも
のであり、市の関与は妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
包括支援センター等の専門職（保健師・社会福祉士・ケアマネー
ジャー等）が従事する業務であり、現在の従事者数ではこれ以上
の実績は難しいが、在宅看護師などの掘り起こしなど、従事者の
確保ができれば実績は向上すると思われる。また、Ｈ２９年度から
実施される新しい総合支援事業の方向性によっては、本事業によ
る実態把握の必要性が増加する可能性がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
高齢者福祉の根幹にかかわる事業であり、廃止・休止はできない
。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

従事者の専門性が高い業務であることなど、現行の事業費は適正
である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業に係る人件費は、契約及び委託料支払等の事務処理のため
最低限必要なものであり、削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内の全ての日常生活圏域（10圏域）に地域包括支援センターの
サブセンター（在宅介護支援センター（地域型））を設置するなど、
利用機会の公平性に配慮している。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成２９年４月からの「介護予防・日常生活支援総合事業」の実施に向けて、介護認定を受けた方(要支援１・２)を対象とする通所・
訪問介護サービスと一次・二次予防高齢者のサービスの整理を実施することに伴い、本事業のあり方を検討し、今後の方向性を
決定する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030406 高齢者実態把握事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 2,236 2,700 2,700

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

2,236 2,700 2,700

0 0

0 0

0 0

0 0

2,236 2,700 2,700

計 2,236 2,700 2,700

当初予算 2,970 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 236 0

▲ 236 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 80 0

予算合計 2,654 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030407 事務事業名 高齢者福祉手当支給事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 介護保険Ｇ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2135

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 霧島市高齢者福祉手当支給条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第６期高齢者福祉計画・第５期介護保険計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

受給者数 人 81 90 65 80 80

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

申請者数 人 102 100 84 100 100

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

支給率（支給者数／申請者数） ％ 79 80 77 80 80

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,900 6,065 5,900 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 2,340 2,300 1,812 2,100 2,300

千円 2,340 2,300 1,812 2,100 2,300

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 2,340 2,300 1,812 2,100 2,300

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　長期間にわたり在宅において常時寝たきりや重度の認知症の高齢者を介護している方の労をねぎらい、介護する意識を高めるために福祉手当を
支給する。申請書を提出し、その内容を審査のうえ、手当支給の可否を決定する。決定した場合は、申請した月から月額3,000円を支給。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
長期間在宅において常時寝たきりや
重度の認知症の高齢者を介護してい
る方

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護者の慰労と介護意識の高揚を図
る

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　在宅において、常時寝たきりや重度の認知症
の高齢者を長期間介護している方の労をねぎら
い、扶養意識を高めることを目的としており、平
成2年国分市で開始され、合併の翌年度の平成
18年度より統一し開始された。
　デイサービスやショートステイなど、それぞれの
ニーズに合った介護や福祉サービスを利用しな
がら、在宅介護を継続している申請者が増加し
ている。
　受給者より「介護をしている者にとって励みに
なる」との意見をいただいた。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

年２回上期と下期に支給しており、合計151件の申請に対し、128件の支
給を行った。

支給対象者は，要介護3以上，重度の認知症は要介護2以上を介護して
いる方に対する唯一の手当てであり，在宅生活継続の一助となった。



0103010305030407 高齢者福祉手当支給事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④
手当がなくなることで、介護意欲の低下につながる可能性がある。

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

制度を継続するとともに、対象者への周知を徹底し、支給対象者の申請漏れを防ぐ。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
在宅において介護をしている方の労をねぎらうとともに、寝たきり高
齢者等の福祉の推進並びに親族の扶養意識を高めることで、在
宅で介護・福祉サービスを受けられる。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

在宅福祉を推進し、介護意欲の向上につながる事業であることか
ら、市の関与は妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
事業の趣旨普及により、新たな支給対象者の掘り起こしにつなが
ることが見込まれるため、ある程度成果向上の余地がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

月額3,000円の支給であり、申請の月から支給している。これ以上
の削減は、介護意欲を低下させ、在宅介護が進まなくなる可能性
があるため削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

業務は、年2回の支給に際し、申請者に対する介護状況の確認作
業及びその結果による支払業務である。最低限の業務であり時間
削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

支給対象者は、要介護３以上、重度の認知症は要介護２以上を介
護している方と限定されている。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成27年度同様制度の継続と対象者への周知拡大を図る。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030407 高齢者福祉手当支給事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7

8

9

10

11 0 0 0

12 0 0 0

0

13

14

15

16

17 公有財産購入費

18 0

19

20 1,812 2,100 2,300

21

22

23

24

25

26

27

28

1,812 2,100 2,300

0

0

0

0

1,812 2,100 2,300

計 1,812 2,100 2,300

当初予算 2,300 区分 名称 金額

補正予算 0

流用・充用

予算合計 2,300

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030408 事務事業名 社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 介護保険グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2136

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 12 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 市社会福祉法人等介護保険利用者負担額の軽減制度実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

負担減免実施件数 件 1 5 0 1 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

負担減免申請件数 件 1 5 0 1 1

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

利用額を軽減する 負担減免金額 千円 27 344 0 117 117

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 人 5,891 5,900 6,065 5,900 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 40 256 0 86 86

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 15 88 0 31 31

千円 55 344 0 117 117

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 55 344 0 117 117

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

申請なし 実績なし

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　低所得で生計が困難である者に対して、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その役割を踏まえて利用者負担を軽減した額の一
部を市が助成する制度である。
　助成を受けようとする法人等が、市長に申請を行い、市長は内容を審査し可否を決定する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
介護保険サービスを利用している低所
得者

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

介護保険制度開始である平成１２年度に、低所
得世帯の負担を軽減するため開始された。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果



0103010305030408
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

国・県からの通達どおり、社会福祉法人等に対して利用者負担金額の軽減制度の周知を行い、市への申請件数の増加を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

社会福祉法人等による利用者負担額
軽減制度事業

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
介護保険サービスを利用している低所得者の利用額を減免し、利
用者がサービスを利用しやすくするというこの事業は、市民が介護
・福祉サービスが受けられるという意図に合致する。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

介護保険サービスの利用者が低所得である場合、利用料の減免
を行うよう社会福祉法人等を指導する旨、国・県から通達が出され
ており、これにしたがって減免を行った法人等へ市が助成を行うこ
とは妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
国・県の通達に従って、社会福祉法人等への指導を強く行えば、
減免件数が増える可能性はある。
しかし、法人等が減免した額と市が助成する額は同額ではないた
め、現実的には難しい。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
市からの助成を廃止・休止した場合、利用者への減免はさらにハ
ードルが高くなるおそれがある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

現状でも、市からの助成額が低いため、減免の申請件数が少ない
ところであり、これ以上の削減は困難である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

法人等からの申請を受け付けて、助成金を交付する事務であるが
、申請件数も少なく事務量は最小限であり、人件費をこれ以上削
減できない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

介護保険サービスを利用する低所得者への利用料減免を行う、
社会福祉法人等すべてから申請を受け付けるため、公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

引き続き、社会福祉法人等に対して利用者負担金額の軽減制度の周知を行い、低所得者の利用者の経済的負担、精神的負担
などの軽減を図る。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030408
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 6 6

0 0

0 0

0 6 6

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 111 111

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

0 117 117

0 0

0 86 86

0 0

0 0

0 31 31

計 0 117 117

当初予算 344 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 344 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度
事業

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030409 事務事業名 生活支援ハウス運営事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2132

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 17 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 霧島市生活支援ハウス運営事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画、第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

入所者数 人 11 12 11 13 12

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

申請者数 人 3 4 1 5 5

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

生活支援ハウスでの生活に不満がある人数 人 0 0 0 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 816 612 321 576 612

千円 6,451 6,655 6,945 6,691 6,655

千円 7,267 7,267 7,266 7,267 7,267

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 7,267 7,267 7,266 7,267 7,267

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　在宅で独立した生活が不安な虚弱高齢者等（養護老人ホーム等の対象となる者を除く）を市内の指定通所介護事業所等に隣接して整備した居
住施設に入所させ、住居や介護支援、交流機能を提供することにより、安心して健康で明るい生活が送れるように支援する。入所希望者は、申請書
の提出をし、生活状況等を調査のうえ入所判定委員会において利用の可否を決定する。入所者負担金は所得に応じて決定する。　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
独立して生活することに不安がある概
ね６０歳以上の独居者等

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
生活支援ハウスに入居し、健康で明る
い生活を送る事ができる

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　高齢者に対して、介護保険、居住及び交流機
能を総合的に提供することで、高齢者が安心し
て健康で明るい生活を送れるよう支援するため
に、医療法人春成会が整備した生活支援ハウス
において平成１７年度に開始された。　要支援
等で比較的自立した生活が営めるものの、車椅
子利用など養護老人ホームやその他の施設へ
の入所がむずかしく、その上居宅での生活が困
難な低収入の高齢者等の入所希望が増えてい
る。　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成27年度はのべ11人の入所があった。 住居や介護支援、交流機能を提供することにより、安心して健康で明るい
生活が送れるよう支援することができた。



0103010305030409 生活支援ハウス運営事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧
所得に応じて入所者負担金を徴収している。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

生活相談員の資質向上を図り、現在よりもさらに入所者が安心して生活できるよう改善していく。

生活相談員等、施設の職員の能力向上を図り、入所者が安心して生活できるよう改善していく。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
介護サービスを受けながら、安心して健康で明るい生活を送る事
ができる。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

所得に応じて入所負担金が決定されるため、低所得者に配慮した
福祉の制度であり、市が関与していくことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
それぞれ入所者に必要な介護サービスを利用しながら生活してい
る。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
現在の入所者の中で、車椅子利用等のため他の施設へ入所困難
な方がほとんどである。そのため事業の廃止・休止となった場合、
受け入れ先がないことが懸念される。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

委託事業であり、必要な介護サービスを行う生活支援員の雇用等
が必要であるため、事業費の削減は難しい。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

入所（申請）者に対しての実態調査、入所判定及び費用決定等に
必要な最低限なものである為、削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030409 生活支援ハウス運営事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 7,266 7,267 7,267

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

7,266 7,267 7,267

0 0

0 0

0 0

321 576 612

6,945 6,691 6,655

計 7,266 7,267 7,267

当初予算 7,267 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 社会福祉費負担金（入所者負担金） 321

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 7,267 0

0

0

0

0

合　計 321

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030410 事務事業名 生活支援型ホームヘルプサービス事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉Ｇ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2132

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 12 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 霧島市生活支援型ホームヘルプサービス事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者保健福祉計画、第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

年間派遣回数 回 830 1,100 966 1,100 1,100

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

ホームヘルパー派遣決定者数 人 39 50 33 50 50

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

自立した生活の確保が図られる ホームヘルパーに対する苦情件数 件 0 0 0 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 107 96 102 104 104

千円 964 868 941 937 937

千円 1,071 964 1,043 1,041 1,041

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,071 964 1,043 1,041 1,041

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　要介護状態区分認定の基準には該当しないものの、心身虚弱な状態にある一人暮らし高齢者等の自宅にホームヘルパーを派遣して、買い物等
の軽易な生活援助サービスを提供することにより、自立した生活の継続をサポートする。
　利用希望者は、申請書を提出し、地域ケア会議で適否の審査を受けた後、その結果を基に決定し、その結果が通知される。
　利用決定が通知された場合に派遣開始となる。1時間当たりの利用者負担額は108円である。
　事業は、（社）霧島市シルバー人材センターや社会福祉法人等に委託して実施している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
ホームヘルパー派遣が必要な独居高
齢者等の方

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成１２年度の介護保険制度開始に伴い、介
護認定を受けていない方々の在宅生活をサポ
ートする為に開始された。　平成１７年度から国
県補助が無くなり、市単独補助事業として継続
実施している。　委託先から、委託料が安価で
あることや、行なわなければならないサービスが
あまりにも広範囲であるとの意見が寄せられてい
る。　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成27年度の利用者数は33人で966回の派遣を行った。 心身虚弱な状態にある一人暮らし高齢者等の自宅にホームヘルパーを
派遣して、買い物等の軽易な生活援助サービスを提供することにより、自
立した生活の継続をサポートすることができた。



0103010305030410
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

生活支援型ホームヘルプサービス事
業

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？ ホームヘルパーを派遣することにより、心身虚弱な状態にある一
人暮らし高齢者等の自宅で自立した生活の確保が図られるため、
意図に合致している。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？ 日常生活において困っている一人暮らし高齢者等の支援を行い、

その在宅生活の維持が図られることは、介護保険給付費の抑制に
も繋がることから妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 現在までのところ、苦情は寄せられたことはないが、引き続き苦情
が無いよう委託先に指導を行う。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？ 在宅生活を送ることが困難になり、施設入所せざるを得なくなる状
況が想定される。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 委託先からは単価が安いとの苦情が寄せられるほど、最低限の事

業費で運営を行なっている。
 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

受付・審査は各総合支所において行っているが、その後の処理は
全て本所の担当者が対応している。最低限度の契約・支払業務の
みであるため、これ以上の削減は困難である。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？ 地域ケア会議において公正な審査が行なわれている。受益者負

担についても、事業費の１割相当を徴収しているので妥当である。
 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

委託先から委託料に関する改善要望があるため、委託内容を検討しながら、引き続き一人暮らし高齢者等の在宅生活の支援を行
う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

委託内容の検討を行いつつ、引き続き、一人暮らし高齢者等の自立した在宅生活の継続をサポートするため、ホームヘルパーの
派遣を行い、もって要介護状態へ移行することを防止する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030410 生活支援型ホームヘルプサービス事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 1,043 1,041 1,041

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,043 1,041 1,041

0 0

0 0

0 0

102 104 104

941 937 937

計 1,043 1,041 1,041

当初予算 964 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 雑入（利用者負担金） 102

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 80 0

予算合計 1,044 0

0

0

0

0

合　計 102

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030411 事務事業名 日常生活用具給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 介護保険Ｇ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2135

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 9 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 霧島市高齢者日常生活用具給付等事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

日常生活用具給付者数 人 4 5 3 5 5

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

要援護高齢者・一人暮らしの高齢者 要援護高齢者及び一人暮らし高齢者数 人 16,831 16,800 17,394 16,800 16,800

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,900 6,065 5,900 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 178 213 81 213 213

千円 178 213 81 213 213

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 178 213 81 213 213

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　一人暮らしの心身虚弱な高齢者等に対し、電磁調理器等の日常生活用具を給付することにより、日常生活を安全・快適にすごしてもらうことを目
的としている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　給付希望者の申請後、生活実態等の調査を実施行い、地域ケア会議で給付が必要であるとの意見が付された者に対して給付する。　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
日常生活の自立性や安全性、利便性
等が向上する

給付によって自立した生活を送れていると答
えた割合

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

要援護高齢者及び一人暮らしの高齢者に対し、
電磁調理器等の日常生活用具を給付すること
により日常生活を安全・快適に過ごしてもらうこと
を目的として平成９年から開始された。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

一人暮らしの心身虚弱な高齢者等に対し、電磁調理器等の日常生活用
具の給付を行った。
　　3件　81,000円

今後も、ケア会議等で判定を行う際、自立した生活を支援できるよう日常
生活用具給付事業だけでなく生活支援型ホームヘルプサービス事業な
どの他サービスの適用についても併用できないか検討をしていく。



0103010305030411 日常生活用具給付事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥
必要最低限の規格の用具を給付している。

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
在宅で日常生活を安全・快適に過ごしてもらい、自立した生活を
維持しながら、適切な介護・福祉サービスを提供できる。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

安心・安全に在宅生活を維持するためには、日常生活用具等の
給付を市が行うことが妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
日常生活用具のみで自立した生活を送れる訳ではないため、他
事業との連携によってのみ成果向上を期待できる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
自立した生活を継続する事に不安が生じ、施設への入所等が必
要となったり、また火災を起こしたりする危険性が増えてくる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
生活支援型ホームヘルプサービス事
業

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
利用者の生きがい対策や日常生活支援に繋がる。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

調査や審査は総合支所等でも行っているが、その他の事務は本
庁での集中管理を行っており、効率的な事務作業がなされている
といえるため、これ以上の削減は難しい。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内全域で同じサービスが受けられ、所得に応じて費用負担金を
徴収している。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成27年度同様に事業を継続し、一人暮らしの心身虚弱な高齢者等が安全・快適な生活ができるよう支援を図る。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

サービスの申請があった場合には、申請者にとって有利な他のサービスも視野に入れ、実態調査を行うことにより申請者が安心し
て自宅で生活を続けられるよう支援を行っていく。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030411 日常生活用具給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 81 213 213

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

81 213 213

0 0

0 0

0 0

0 0

81 213 213

計 81 213 213

当初予算 213 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 213 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030412 事務事業名 老人クラブ連合会運営支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉Ｇ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2131

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 17 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 霧島市補助金等交付規則・霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

単位老人クラブ数 クラブ数 157 168 150 153 156

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

老人クラブ連合会会員数 人 7,224 8,200 6,933 7,023 7,113

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

老人クラブの活動を活性化させる 老人クラブ連合会会員数／６５歳以上人口 ％ 23 25 22 22 22

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

社会参加を行う 社会参加を行っている高齢者の割合 ％ 未把握 80 未把握 82.5 85

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 10,780 11,039 8,214 10,449 10,449

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 5,391 5,520 7,033 5,225 5,225

千円 16,171 16,559 15,247 15,674 15,674

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 16,171 16,559 15,247 15,674 15,674

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市老人クラブ連合会に補助金を交付し、霧島市老人クラブ連合会が行う高齢者の生きがい作り、社会参加を促進する活動を支援している。
（市の活動）
霧島市老人クラブ連合会に補助金を支出するための手続き（交付決定、実績報告、補助金交付等）を行う。
（霧島市老人クラブ連合会の活動）
霧島市老人クラブ連合会とは、高齢者福祉の推進を目的として設立された団体。市内の高齢者を会員として運営されている団体である。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
霧島市老人クラブ連合会、各単位老
人クラブ会員

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　新規会員の入会が少ない一方、会員の高齢
化に伴う退会もあり、単位老人クラブ数及び会
員数は減少傾向にある。役員を引き受ける方が
不在で、活動が停止しているクラブもある。補助
事業について簡略化や自由度の向上を求める
声もある。　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

単位老人クラブに対し、市連合会と協働してクラブの運営や補助対象事
業等について助言を行った。
クラブ員の健康増進や親睦を深めるとともに、美化作業やボランティアな
ど幅広く社会に貢献する活動にも取り組んでいただいた。

元気で意欲のある高齢者が、地域の中で知識や経験、技術を生かしなが
ら、仕事や地域活動などの場面で活躍することは、要介護者の増加を抑
制するだけでなく、地域包括ケアの担い手の一部としても期待できる。



0103010305030412 老人クラブ連合会運営支援事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

老人クラブ数や会員数が減少傾向にあることから、老人クラブのイメージアップや活動ＰＲを支援し、会員の加入促進を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
老人クラブ連合会の活動の活性化を図ることは、高齢者の生きが
い作り、社会参加の促進につながる。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

老人クラブ連合会の活動の活性化を図ることは、高齢者の生きが
い作り、社会参加を促進するものであり、地域社会の活性化や高
齢者福祉の推進に繋がるものであり、公共関与は妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
団塊世代を対象とした広報の支援・助言等を実施し、会員数の増
加を図ることにより、成果の向上が見込まれる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
現段階で補助金の交付を廃止した場合、老人クラブ連合会の事
業運営に大きな影響を与えることは明白であり、老人クラブ活動の
低下が招き、高齢者福祉の後退につながるおそれがある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

県老人クラブ連合会では、2014年度から5年かけ、会員を5万人増
やす運動を打ち出している。これを達成するには、霧島市では年
500人程の会員増を図っていく必要がある。補助の削減は単位老
人クラブ数の減少に繋がることから、現状においては高齢者福祉
の低下への影響が大きく慎重を期す必要がある。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

主な事務は本庁担当者の補助金に係る交付事務であり、実際の
クラブ活動等については事務局が調整を行っているため、事業に
かかる人件費の削減余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

受益者は老人クラブ会員であり、このクラブには６０歳以上の市民
であれば誰でも参加でき、参加は個人の自由意志によるものであ
るため、受益機会は公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

高齢者の生きがいや健康づくりなど高齢者福祉の増進を図り、地域包括ケアの担い手の一つとして期待することから、老人クラブ
の活動に対して、引き続き補助金を交付し支援を行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030412 老人クラブ連合会運営支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 15,247 15,674 15,674

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

15,247 15,674 15,674

0 0

8,214 10,449 10,449

0 0

0 0

7,033 5,225 5,225

計 15,247 15,674 15,674

当初予算 16,559 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 1,131 県支出金 老人クラブ育成事業費 8,214

▲ 1,131 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 15,428 0

0

0

0

0

合　計 8,214

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030413 事務事業名 老人福祉施設入所等事務
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2132

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 38 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 老人福祉法、養護老人ホームの設置及び管理に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

入所者（措置人数） 人 120 124 122 128 130

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

申請者数 人 18 20 26 25 25

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

施設の生活に対する苦情件数 件 0 0 0 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 5,187 5,442 32,099 20,915 30,000

千円 35,389 39,699 4,473 118,981 110,000

千円 40,576 45,141 36,572 139,896 140,000

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 40,576 45,141 36,572 139,896 140,000

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

環境上の理由及び経済的理由により在宅生活困難な高齢者を養護老人ホームに入所することにより、身心の健康の保持と生活の安定のため保護
する役割を担う施設である。
　入所希望者は、入所申請書を提出し、実態調査、入所判定委員会において、その入所について判定し入所決定を行う。
　入所者負担金及び扶養義務者負担金は所得に応じて決定される。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
独立して生活する事に不安がある概ね
６５歳以上の高齢者のうち、入所を希
望する者

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
入所者に生きがいをもって楽しく生活
してもらう

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

昭和３８年、老人福祉法の施行に伴い開始。霧
島市内には「国分舞鶴園」「日当山春光園」「横
川長安寮」の３つの養護老人ホームがある。
高齢者虐待など家族との同居不可などによる入
所希望者も増加してきており、介護における専
門性も問われてきている。
平成２８年４月に市営の養護老人ホームの一つ
が民営化した。他の２ヵ所についても検討中。
霧島市外の養護老人ホーム及び市内の民間の
施設に対しては措置費を支払う。市内２カ所の
市営施設に関しては措置費の支払いなし。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成２７年度は122人の入所があった。
現在市内３カ所の養護老人ホーム入所者数は国分舞鶴園が45人（41人
）日当山春光園が30人（18人）横川長安寮が30人（18人）となっている。（
括弧内は霧島市民の入所者）

緊急性のある、個別の問題を抱えた対象者を養護老人ホームへ入所さ
せ、安定した生活が送れるよう支援することができた。



0103010305030413 老人福祉施設入所等事務
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧
所得に応じて入所者負担金を徴収している。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
養護老人ホームへ入所する事により、本人の健康保持と安定した
生活が出来ている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

所得に応じて入所負担金が決定されているため、低所得者に配
慮した福祉の制度であり、市が関与しているのは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
入所者それぞれに必要な対応をとりながら、安定した生活を提供
している。
虐待等で入所になった事例や、入所後身元引受人がいなくなった
事例等については、施設職員と連携を図りながら、適切な対処を
していく必要がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
現在の入所者の中で、高齢者虐待・経済的理由で入所している
人が多い。事業が廃止・休止となった場合、妥当な受け入れ先が
ないことが懸念される。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

所得に応じて入所負担金を決定しており、また、市外の養護老人
ホーム入所者に対しての措置費の支払いのみとなっていることか
ら、削減の余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

入所（申請）者に対しての実態調査、入所判定及び費用決定等に
必要最低限なものである為、削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

個別の事例（主に虐待・経済的理由での入所）については、入所時と状況が変化してきている例もあることから、一定期間での入
所者の実態把握は継続していくべきである。
入所申込み時点で、対象者の調査の際、本人、家族等の希望を聞きとり、何が適切な選択なのかを見極めていく必要がある。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

緊急性のある、個別の問題を抱えた対象者を養護老人ホームへ入所させ、安定した生活が送れるよう、支援できる体制づくりを行
っていく。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030413 老人福祉施設入所等事務
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 36,572 139,896 140,000

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

36,572 139,896 140,000

0 0

0 0

0 0

32,099 20,915 30,000

4,473 118,981 110,000

計 36,572 139,896 140,000

当初予算 45,141 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 社会福祉費負担金（入所者負担金） 32,099

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 2,140 0

予算合計 43,001 0

0

0

0

0

合　計 32,099

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030414 事務事業名 長寿祝金支給事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2133

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 32 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 霧島市長寿祝金支給条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

長寿祝金支給対象者 人 982 961 1,018 1,125 1,065

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

長寿祝金を受けることが出来る対象者数 人 982 961 1,018 1,125 1,065

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

長寿へ意欲を向上させる ％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

社会参加を行う 社会参加を行っている高齢者の割合 ％ 未把握 80 未把握 83 85

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 25,011 27,093 20,563

千円 0 0 25,011 27,093 20,563

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 25,011 27,093 20,563

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

＜長寿祝金＞
・毎年9月15日現在において、本市に引き続き1年以上住所を有し、かつ、年度中に満88歳（1万円）、満95歳（3万円）及び100歳以上（10万円）の基
準年齢に到達する方に長寿祝金を支給する。該当者に通知後、公民館で職員が支給。100歳以上の希望者は市長が訪問して支給する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
満88、95、100歳以上の方（23年度は、
満80歳含む）

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア 受給率（受給人数/対象者数）

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

【長寿祝金関係】
・高齢者の長寿を祝福し、敬老の意を表するた
めに昭和32年から旧国分市で開始された。
・祝金の節目支給の縮小は、「福祉の後退につ
ながる」と不満の声があった。
【制度改正】
・平成23年度より、長寿祝金の80歳の支給を廃
止し、温泉券をバス利用にも使えるように制度改
正を行った。（配布枚数・使用制限見直し）
・平成29年度からは、101歳以上への支給を廃
止予定。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

（長寿祝金）
支給対象　支給人数　一人当たり支給額　　　支給額合計
８８歳　　　　　７０２人　　　　　１０千円　　　　７，０２０，０００円
９５歳　　　　　１９６人　　　　　３０千円　　　　５，８８０，０００円
１００歳以上　１２０人　　　　１００千円　　　１２，０００，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　（支給総額）　　　２４，９００，０００円
　また、長寿に対する敬意を表するため、満１００歳到達の方に祝状を贈
呈した。

長寿祝金については、８８歳、９５歳、１００歳以上の年齢の方の長寿を祝
福し、敬老の意を表することで、対象者の長寿・健康への意欲向上が図
られた。



0103010305030414 長寿祝金支給事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
満88、95、100歳以上の方が長寿へ意欲を向上させることは社会
参加を行うことに間接的に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

敬老意識を高めることや高齢者が健康で活動的であるために必
要な事業であり、市の関与は妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
対象者が決まっていることから、成果向上の余地はない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
敬老意識や健康保持、社会参加への意欲の低下につながると考
えられる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

長寿祝金については、平成29年度から１０１歳以上への支給を廃
止する。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

長寿祝金の自治会配布は、本庁及び総合支所で行っているが、
現金であり委託には馴染まない。また、支払事務については本庁
一括で行っており、効率化を図っている。請求時の書類審査など
職員で行う必要があり削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

受益者負担については、祝金であることから本人負担を求めるも
のではない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成29年度から101歳以上への長寿祝金の支給を廃止することが決定していることから、それに向けての周知を図る。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

支給対象を88歳、95歳、100歳とする。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030414 長寿祝金支給事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 24,900 26,950 20,420

9 0 0

10 0 0

11 59 91 91

42 70 70

0 0

0 0

17 21 21

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 52 52 52

52 52 52

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

25,011 27,093 20,563

0 0

0 0

0 0

0 0

25,011 27,093 20,563

計 25,011 27,093 20,563

当初予算 26,143 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 1,100 0

▲ 1,100 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 25,043 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030418 事務事業名 市民後見推進事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉Ｇ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2131

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 25 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 老人福祉法、高齢者虐待防止法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民後見人名簿登録者 人 0 5 0 5 10

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市内在住で市民後見人を目指す人 講習受講者参加数（基礎講座） 人 25 25 26 25 25

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

市民後見人候補者の養成 講習受講者参加数（上級コース） 人 12 12 13 12 15

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 2,632 0 0 0 0

千円 0 0 1,500 1,500 1,500

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 1,500 1,500 1,500

千円 2,632 0 3,000 3,000 3,000

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 2,632 0 3,000 3,000 3,000

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

市民後見人を確保する体制を整備・促進するため，成年後見の利用支援事業，市民後見人の養成，成年後見需要調査、市民後見人バンクの構築
・運営、親族後見人のバックアップ，次年度以降の市民後見実施機関設置のための調査・構築など、成年後見に付帯する事務・事業を推進し、判
断能力の減少した高齢者の財産を守り、安心した生活ができるよう支援する。
また、成年後見制度の実施機関の設置等のため、昨年度より本事業を霧島市社会福祉協議会へ委託している。平成２８年度以降に同協議会内へ
の「成年後見センター」の設置する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

市民から、成年後見制度利用に関する一般的
な相談に的確に対応し、法定後見開始の申し
立ての手続等に関する具体的アドバイス・支援
をしてもらえる窓口の充実・強化について要望さ
れたことがある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

（１）市民後見制度の普及・啓発と研修会の企画・運営
　　「成年後見制度啓発フォーラム」を開催した。参加者１８０人
　　「市民後見人養成講座基礎コース」を開催。参加者２６人
（２）市民後見人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築
　　「市民後見人養成講座上級コース」を開催。
　　成年後見センターを設置する自治体等への実務研修を実施
　　モデル自治体研修会（東京）へ参加。
（３）市民後見人の適正な活動のための支援
　　「成年後見支援専門家ネットワーク会議」を開催し、「成年後見センタ
ー」設置、成年後見バックアップ体制の構築のための協議を行った。

養成講座やフォーラムへの参加により、市民後見人を目指す人の制度理
解を深めることができた。また、養成講座の上級コースの終了者が平成２
７年度で１３名であった。市民後見人となるには、名簿搭載、家庭裁判所
への推薦が必要だが、それには組織的なバックアップ体制の構築が不可
欠で平成２８年度以降にその実施機関として「成年後見センター」を設置
する。また、「成年後見支援専門家ネットワーク会議」で、地域の弁護士
や、福祉関係事業所代表者等で構成される委員に成年後見制度実施機
関の必要性を説明し、センター設置について理解を求めた。



0103010305030418 市民後見推進事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

「成年後見センター」の運営を軌道に乗せ、家庭裁判所への名簿提出・推薦、センターの法人後見業務実施を目指す。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市民後見人が養成され、市民後見人の活動を安定的に実施する
組織体制が整うことで、市民後見人のよる認知症高齢者等への後
見業務が行われるようになり、地域での日常生活・家族の支援が
強化される。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

老人福祉法第３２条の２で「民法に規定する後見等の業務を適正
に行うことのできる人材の育成及び活動を図るため、研修の実施、
後見等の業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦
その他必要な措置を講ずるよう努めること」が市町村の努力義務と
なっている。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
市民後見人候補者は、養成講座（上級コース）を修了し、認定試
験で合格しなければならない。財産管理・身上保護が適正に行わ
れる体制を整備することが、高齢者の安心・自立した生活の確保
につながる。また、成年後見に関する相談数は高齢化に伴い増加
傾向にあるので、霧島市社会福祉協議会等の関連機関と連携し、
「成年後見センター」の開設等成年後見制度に関する体制を整備
してゆく。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
成年後見制度の推進については、市町村の努力義務となっており
、また、事業中止は市民後見人の育成を止めることとなる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

今後、「成年後見センター」の開設等成年後見制度に関する体制
を整備するために、委員会の開催数や事業従事者の研修機会等
は増加するので、その費用の削減は考えられない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業実施について、成年後見制度についての専門機関である「霧
島市社会福祉協議会」へ委託している。
職員の業務は事業の予算執行・計画が主であるため、削減は難し
い。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市民後見人の養成講座の受講希望は、広く市民に募るため公平
性は確保されている。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

運営推進委員会等の開催の中で、市民後見人名簿への登載のための準備検討を行い、成年後見制度に関する体制整備を図る
とともに、年度中に霧島市社会福祉協議会の「成年後見センター」設置を目標とする。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030418 市民後見推進事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 3,000 3,000 3,000

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

3,000 3,000 3,000

0 0

1,500 1,500 1,500

0 0

0 0

1,500 1,500 1,500

計 3,000 3,000 3,000

当初予算 0 区分 名称 金額

補正予算 3,000 県支出金 地域医療介護総合確保基金事業 1,500

3,000 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 3,000 0

0

0

0

0

合　計 1,500

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第2号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010305030419 事務事業名 いきいきチケット支給事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2133

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 49 年頃～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 老人福祉費 根拠法令・条例等 霧島市いきいきチケットの交付に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

交付者数（温泉・バス利用券） 人 16,053 16,500 16,667 17,000 17,500

交付者数（はりきゅう受診券） 人 13,649 14,000 11,492 14,300 14,600

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

交付対象者数 人 27,850 28,200 27,790 28,600 28,600

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

％ 66 67 72 69 71

％ 28 29 35 30 32

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

社会参加を行う 社会参加を行っている高齢者の割合 ％ 未把握 80 未把握 82.5 85

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 74,696 70,478 75,500

千円 0 0 74,696 70,478 75,500

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 74,696 70,478 75,500

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

＜いきいきチケット＞
市内に住所を有する方で、70歳以上の方、又は身体障害者手帳、療育手帳、もしくは精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方を対象とし
て、はり・きゅう・あん摩マッサージの施術、温泉の利用並びに乗合自動車への乗車ができるチケットを交付し、高齢者等の健康保持と福祉の増進を
図る。
　助成額参考　　はり・きゅう、あん摩マッサージ受診券：500円×1０枚
　　　　　　　　　　　温泉・バス利用券：一般高齢者１００円×４０枚　障がい者５０円×８０枚　　　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
70歳以上の高齢者、身体障害者手帳
等の交付を受けている方

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
高齢者等の健康保持と福祉の増進が
図られる

利用率（利用枚数/配布枚数）温泉・バス利用券　23
年度から1回あたりの使用枚数の制限なし

イ
高齢者等の健康保持と福祉の増進が
図られる

利用率（利用枚数/配布枚数）はり、きゅう受診券　23
年度から1回あたりの使用枚数の制限なし

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

・昭和49年頃から旧市町が開始し、高齢者数の
増加に伴い、予算も増加してきた。旧市町の多
くは、対象年齢を65歳以上としていたが、現在
は対象年齢を70歳以上に引き上げている。
・温泉券について、使用枚数の制限や温泉のな
い地域からの交通費負担について改善の要望
があったため、H23年度より、バス利用の追加、
配布枚数・使用制限を見直す制度改正を行っ
た。
・Ｈ26年の外部評価で、はりきゅう券の利用率・
交付率が低いことから、多様な利用の可能性を
検討するよう指摘があった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

（いきいきチケット）はり・きゅう・あん摩マッサージ受診券
　交付枚数114,920枚　利用枚数40,412枚　支払額20,206,000円
（いきいきチケット）温泉・バス利用券
　交付枚数812,720枚　利用枚数588,441枚　支払額44,133,050円

（生活支援型いきいきチケット）温泉・バス利用券
　交付枚数115,330枚　利用枚数74,500枚　支払額5,587,500円

いきいきチケットについては、はり・きゅう受診券、温泉・バス利用券を支
給したことにより、生きがいづくりの一環としての各人の健康の維持管理・
増進が図られた。



0103010305030419 いきいきチケット支給事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④
健康保持、社会参加への意欲の低下につながると考えられる。

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
70歳以上の高齢者や身体障害者手帳等の交付を受けている方の
健康保持と福祉の増進が図られ、社会参加を行うことに結びつい
ている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

高齢者が健康で活動的であるために必要な事業であり、市の関与
は妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
現在のいきいきチケットの交付率は5割程度であり、制度の周知を
行うことで、新たな利用者への交付が見込まれ利用率は向上する
ものと思われる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

いきいきチケットについては、利用料の一部を助成しており、助成
額を減額すると交付率、利用率の低下が懸念される。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

配布に関して金券等であるため委託には馴染まない。
事務処理等については本庁一括で行っており、効率化を図ってい
るが、利用件数の増加や登録事業者数の増加等から事務量が増
大していることから効率化を検討する必要がある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

７０歳以上の高齢者や身障手帳を保持しているすべての方を対象
としているので公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

利用者数、登録事業所数が増加していることから必然と事務量が増加しているため、事務をより効率化できないか改善を検討する
。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

現在４月下旬に各公民館を回り配布をし、５月から市役所窓口で交付しているが、例年４月に入ると市役所窓口に来て受取ろうと
する人が多いため、他市町村を参考に配布方法を検討する必要がある。
また、はりきゅう券を使用しない方から、代わりに温泉バス券が欲しいとの要望が毎年ある。
見直しの検討結果に基づき配布方法等の改善を図るとともに広報等による周知を徹底し、改善を図りたい。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010305030419 いきいきチケット支給事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 990 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 2,063 1,478 1,500

0 0

0 0

0 0

2,063 1,478 1,500

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 1,716 0 0

1,716 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 69,927 69,000 74,000

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

74,696 70,478 75,500

0 0

0 0

0 0

0 0

74,696 70,478 75,500

計 74,696 70,478 75,500

当初予算 75,650 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 2,140 0

予算合計 77,790 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030420 事務事業名 家庭内事故等対応体制整備事業（介護特会）
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2133

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 23 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 5 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

緊急通報装置新規設置台数 台 70 80 28 40 50

緊急通報装置設置台数（累計） 台 296 330 266 310 320

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

一人暮らしに不安を抱えている高齢者 設置申請者数 人 73 90 34 45 55

一人暮らしに不安を抱えている高齢者 独居高齢者数 人 10,410 10,710 10,656 10,869 11,086

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

連絡手段が確保される 件 3,710 4,000 2,238 2,596 3,011

連絡手段が確保される 件 3,387 3,600 3,198 3,710 4,304

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 4,334 5,092 5,092

千円 0 0 4,334 5,092 5,092

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 4,334 5,092 5,092

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　独居高齢者世帯等で緊急時に適切な対応が困難と認められる世帯に緊急通報装置を設置し、独居高齢者等が安心した生活を送ることができるこ
とを目的としている。緊急通報装置とは装置の緊急ボタン・相談ボタンを押すと24時間365日センターにつながり（コールセンター方式）、緊急時の対
応や生活サポート（暮らしの相談や健康・生活相談）などを受けることができる装置である。
利用希望者は申請書を提出し、地域ケア会議（高齢者の介護予防や福祉サービスでの適否審査）により適切であると認められた場合に設置となる
。機器の設置手数料と通話料については利用者負担は発生しないが、月々の利用者負担金は本人の所得に応じて３段階に設定している。　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者からの通報件数（緊急通報・相談通報
）

イ
コールセンターからの発信（安否確認・救急
車要請）

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成12年度に旧福山町が開始し、近隣市町も
順次開始した。合併前は旧市町で給付方式や
レンタル方式といった方法で実施していたが、
合併後はレンタル方式に統一した。平成21年度
より、24時間対応可能で様々なサービスを受け
ることができる、コールセンター方式を導入して
いる。　
平成22年度まではすべて一般会計で事業運営
していたが、平成23年度からコールセンター分
の経費を介護保険特別会計で支払っている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・利用者からの通報（内訳：緊急通報…1,717件、相談通報…521件）　　
　　　　　　・コールセンターからの発信（内訳：毎月１回の安否確認…
3,171件、救急車要請…２７件）

24時間365日対応可能で緊急通報のほか生活サポートなどの相談を受
けることができるため、左記の実績により独居高齢者等が安心して暮らす
ことができ、不安を払拭することができた。



05030420
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

広報紙や民生委員定例会等において本装置の周知を図り、引き続き普及啓発に取り組む。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

家庭内事故等対応体制整備事業（介
護特会）

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
一人暮らしに不安を抱えている高齢者の緊急時に対応した連絡
手段の整備を図ることは、自宅で自立した生活を続けられる一助と
なることから、介護・福祉サービスが受けられるという結果と結びつ
いている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

独居高齢者世帯等における緊急時に対応した連絡手段の整備を
図ることにより在宅生活維持が可能になることは、介護保険給付費
の抑制にも繋がることから妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
平成２７年度においては、前年度に比べると申請者数も減少して
おり、また新規設置者数よりも撤去者数が上回ったことから設置数
も減少しているが、独居高齢者数は年々増加傾向にあり、今後も
利用ニーズは安定してあるものと見込まれる。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
独居高齢者が増加し、孤独死・孤立死等が社会問題となっている
状況において、事業を廃止・休止することは、高齢者の緊急連絡
の手段を奪うことになる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

委託内容等を精査しプローポーザル方式により委託していること
から事業の削減はできない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

申請受付・審査は各総合支所において行っているが、その後の処
理はすべて本庁において行っており、これ以上の削減は困難であ
る。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

地域ケア会議において公正な審査が行われている。受益者負担
についても、所得に応じた負担としている。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

独居高齢者世帯等で緊急時に適切な対応が困難と認められる世帯に緊急通報装置を設置し、安全と福祉の増進を図るため、引
き続き事業の普及啓発に取り組む。 

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030420 家庭内事故等対応体制整備事業（介護特会）
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 4,334 5,092 5,092

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

4,334 5,092 5,092

0

0

0

0

4,334 5,092 5,092

計 4,334 5,092 5,092

当初予算 5,755 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 5,755 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030421 事務事業名 介護給付費等費用適正化事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 介護保険グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2136

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 19 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 5 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

介護・予防サービス利用者数 人 4,945 5,050 5,038 5,150 5,250

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

介護・予防サービス利用者 介護・予防サービス受給者数 人 4,945 5,050 5,038 5,150 5,250

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

給付実績送付件数 件 4,945 5,000 5,038 5,150 5,250

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 人 5,891 5,900 6,065 5,900 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 290 476 476

千円 0 0 290 476 476

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 290 476 476

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

（目的）介護（予防）給付について真に必要な介護サービス以外の不要なサービスが提供されていないかの検証、介護保険制度の趣旨の徹底や良
質な事業展開のために必要な情報の提供、適切なサービスを提供できる環境の整備を図るとともに、介護給付等に要する費用の適正化のための
事業を実施する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
サービス利用者に介護給付費を確認
してもらう

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

個々の介護・予防サービスの年間給付費の総
額を知ることができた。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

介護保険サービス利用者に、利用内容や自己負担額等が明記された介
護給付通知書を年に1回送付した。

給付実績通知書送付件数：5,038件

介護・予防サービス利用者に対し、年間の給付費の総額を通知すること
により、それぞれの利用者が各自の給付費総額、自己負担額を確認する
ことができた。



05030421
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

医療情報との突合・縦覧点検・ケアプランの点検の充実を行い、より一層の給付適正化を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

介護給付費等費用適正化事業【介護
特会】

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
介護保険サービスの保険給付分が適正に支払われることにより、
要介護高齢者等が適切な介護サービスを受けられることにつなが
る。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

介護保険給付費を適正に管理し、利用者へ通知を行うことは保険
者である市の責務である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
給付データを基に通知書を作成し、利用者に直接郵送しているの
で、改善余地はないものと思われるが、医療情報との突合、縦覧
点検、ケアプランの点検等を進めることで、給付適正化としての成
果の向上が見込める。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
自身がどのくらい保険を利用しているかわからなければ、過剰な
給付を受ける高齢者が増え、保険料や公費の負担増につながる
おそれがある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

平成24年度から通知方法を見直し事業費の削減に努めたところ
であり、これ以上の削減は困難である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

現在は年に1回の通知発送であり、削減できない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

給付適正化の対象者は介護・予防サービスを現に受給しているも
の全てが対象であり公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

今後、高齢者人口の増加に伴い、介護保険を利用する要介護・要支援認定者の増加が予想され、給付費の増大にもつながるの
で、利用者に介護費用を通知し、周知を図る。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030421 介護給付費等費用適正化事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 290 476 476

290 476 476

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

290 476 476

0

0

0

0

290 476 476

計 290 476 476

当初予算 420 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 420 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030423 事務事業名 成年後見人制度利用支援事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2131

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 19 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 5 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市成年後見制度利用支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市長申立てを行い後見が開始された件数 件 0 5 1 8 10

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市長申立て件数 件 0 5 1 8 10

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

市長申立てを行い後見人をつける 後見開始件数 件 0 5 0 8 10

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 7 1,433 1,433

千円 0 0 7 1,433 1,433

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 7 1,433 1,433

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　地域包括支援センターや関係機関などから「本人に判断能力がないため後見人をつけたいが申立てを行うものがいない」という相談を受け、市が
本人や親族等の調査を行う。配偶者若しくは四親等内の親族がいない又は申立てを行う見込みがない、かつ医師の診断書により後見人が必要で
あると判断したら、市が後見開始の申立てを裁判所に行う。申立てに係る収入印紙代、登記印紙代、郵便切手代、診断書料及び鑑定料等に関する
支援や成年後見人、保佐人又は補助人の業務に対する報酬等に関する支援をする。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
判断能力が不十分または欠く者で四
親等内の親族がいない後見人が必要
な人

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

市において、本人への援助をどこまで行政の役
割と位置づけるべきか、成年後見制度をどこま
で活用すべきかの判断が問題となる。今後も増
加する認知症高齢者等の権利擁護の必要性を
重視し、市民への周知や啓発を行う必要がある
。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

昨年は市長申立を１件行ったが、成年後見人の申立については、ほかに
も関係機関から相談等がある。申し立ての必要性を適切に判断し、成年
後見制度の利用につなげたい。

１件ではあるが、身寄りのない認知症高齢者を成年後見制度の利用につ
なげ、本人の権利擁護が図られた。



05030423
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③
申立て等の基準を国が定めているため向上の余地はない。

☐

☐

■

④
市長以外は申立てができないため廃止することはできない。

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥
申立て費用や鑑定料等は国が定めているため削減はできない。

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

成年後見人制度利用支援事業【介護
特会】

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市が申立てを行い後見人をつけることにより、被後見人の財産等
を守り安心した生活を送ることができる。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

四親等以内の親族がいない、または連絡がとれない、かつ医師が
本人の判断能力はないと判断した場合は市長以外に後見の申立
てをすることができない。市長が申立てをしないと後見人をつける
ことができず、判断能力がない人の財産等を守ることができない。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

平成２７年度で１件市長申立を行った。身寄りのない認知症高齢
者等の増加に従い、申立件数も増える傾向にあるので事務量も増
加傾向にある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

申立て費用や鑑定料等は国が定めた一率の金額であるため公平
である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

引き続き、成年後見の相談を受け、配偶者若しくは四親等内の親族がいない場合等で後見人が必要であると判断したら、市が後
見開始の申立てを行う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

今後も、申立てを行う能力に欠けるが代理する親族がいない、又は医師の診断書により後見人が必要であると判断した場合、市
が後見開始の申立てを裁判所に行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030423 成年後見人制度利用支援事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 3 21 21

3 21 21

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 4 644 644

4 44 44

0 0

0 600 600

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 768 768

20 0 0

21 0 0

22 0 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

7 1,433 1,433

0

0

0

0

7 1,433 1,433

計 7 1,433 1,433

当初予算 996 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 996 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030424 事務事業名 住宅改修支援事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 介護保険グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2136

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 19 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 5 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

住宅改修費申請に係る理由書作成申請件数 件 45 60 88 60 60

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

住宅改修を希望する方 人 45 60 88 60 60

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

より安全に快適な生活ができる 理由書作成住宅改修工事件数 件 45 60 88 60 60

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 人 5,891 5,900 6,065 5,900 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 176 150 150

千円 0 0 176 150 150

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 176 150 150

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

住宅改修を希望する要介護認定者等に対し、介護保険制度の活用に関する助言を行う居宅介護支援事業者等が支援することは、介護認定者等
が住み慣れた居宅での生活を維持し、高齢者の保健福祉の向上を図る。

介護サービスにおける住宅改修を行う際には、「住宅改修が必要な理由書」等が必要となっている。居宅介護支援の提供を受けていない要介護認
定者等が住宅改修を行う場合に、「住宅改修が必要な理由書」を作成する介護支援専門員に対し、１件あたり2,000円の理由書作成手数料を支払う
。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
ケアマネジャーのいない在宅の要介護・要支
援者数

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

介護保険住宅改修費の申請書に添付する理由書作成件数　88件 利用者が安心して在宅での自立した日常生活を行うための支援を行うこ
とができた。



05030424 住宅改修支援事業【介護特会】
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
住宅改修を希望する要介護認定者等に対し、介護保険制度の活
用に関する助言を行う介護支援専門員等が支援することは、高齢
者等が安心して在宅で日常生活をおくることができることにつなが
るため、意図に合致する。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

1割負担で住宅改修工事を行うことができ、住み慣れた自宅で生
活することにより、給付費の抑制につながる。
また、不要な居宅介護支援を抑制できる。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
制度の認知度が低いと思われるので、今後、周知を図ることで成
果が向上するものと思われる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
事業がなくなることで、ケアマネージャーと契約していない者は住
宅改修を行うための窓口がなくなってしまう。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

１件当たり2,000円の作成料の支払いのみであり、削減の余地はほ
とんどないと思われる。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業に関わる人件費は、作成手数料支払業務等、事務処理のた
め最低限必要なものである。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

要介護・要支援認定を受けているものすべてが対象者であり、公
平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

要介護・要支援認定者数が増加傾向にあること、またそれに伴い介護サービスにおける住宅改修も増加傾向にあることから、ます
ます改修内容や申請手続きの円滑化が求められ、必要性が高い事業であると考えられる。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

引き続き、居宅介護支援の提供を受けていない住宅改修を希望する要介護認定者等に対する支援を行い、住み慣れた居宅での
生活が継続できるよう助成を行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030424 住宅改修支援事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 176 150 150

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

176 150 150

0

0

0

0

176 150 150

計 176 150 150

当初予算 140 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 36 0

予算合計 176 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030425 事務事業名 安心な住まい（シルバーハウジング）【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2132

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 17 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 5 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

入所者 人 20 23 21 23 23

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

申請世帯数 世帯 2 3 1 4 3

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

人 0 0 0 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 52 62 62

千円 0 0 2,293 2,283 2,283

千円 0 0 2,345 2,345 2,345

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 2,345 2,345 2,345

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　住宅困窮度が高く家族による援助が困難な高齢者の単身・夫婦世帯等で自炊が可能な程度の健康状態ではあるが身体機能の低下等により、独
立して生活するには不安がある方に、生活援助員による安否確認や生活相談等を行う事で、安心して生活ができるよう見守り高齢者等の安心を確
保する。
場所は霧島市牧園町高千穂小谷住宅内で社会福祉法人に事業を委託している。（市営住宅１４戸）
入所希望者は、申請書を提出し実態調査後適切で認められた場合入所となる。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
独立して生活することに不安がある６０
歳以上の単身者または夫婦のみの高
齢世帯

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
シルバーハウジングに入居し、健康で
明るい生活を送る事ができる

シルバーハウジングでの生活に不満がある
人数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

医療法人桃蹊会に委託し合併後の平成１７年
度に開始された。　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成2７年度は2１人の入所があり、年間9,045件（月平均754件）生活援
助員が住宅訪問をしている。

生活援助員が住宅訪問により安否確認を行い、また生活相談等を行う事
で安心して生活ができ高齢者等の安心を確保する事ができた。



05030425
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③
それぞれ入所者に応じたサービスを提供しながら生活している。

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧
所得に応じて入所者負担金を徴収している。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

生活援助員の資質向上を図り、入所者がより暮らしやすい環境づくりを図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

安心な住まい（シルバーハウジング）【
介護特会】

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
高齢者の単身・夫婦世帯等で自炊が可能な程度の健康状態では
あるが身体機能の低下等により、孤立して生活するには不安があ
る方々が、シルバーハウジングに入居することで、安否確認や生
活相談等を受けながら安心して暮らせることは、意図に合致する。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

所得に応じて入所負担金が決定されるため、低所得者に配慮した
福祉の制度であり、市が関与していくことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
現在の入所者の中で、生活環境・経済上の理由から他の施設へ
入所困難な方がほとんどである。そのため事業の廃止・休止となっ
た場合、受け入れ先がないことが懸念される。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

業務に必要な基礎的知識や技術を要する生活援助員の雇用が
必要である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

入所（申請）者に対しての実態調査、入所判定及び費用決定等に
必要な最低限なものである為、削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

単独生活には不安のある高齢者等が安心して生活ができるよう、生活援助員による見守り体制のある住環境の整備・維持を図り、
引き続き入所者が安心して暮らせるよう取り組む。

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030425 安心な住まい（シルバーハウジング）【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 2,345 2,345 2,345

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

2,345 2,345 2,345

0

0

0

52 62 62

2,293 2,283 2,283

計 2,345 2,345 2,345

当初予算 2,647 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 利用者負担金 52

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 2,647 0

0

0

0

0

合　計 52

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030426 事務事業名 地域包括ケアライフサポートワーカー養成研修事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 介護保険グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2132

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 24 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 5 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

ライフサポートワーカー養成研修受講生 人 27 20 30 20 20

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

地域密着型サービス事業所等 ライフサポートワーカー受講者数 人 27 20 30 20 20

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

まちかど介護相談所の開設 まちかど介護相談所数 箇所 40 50 73 85 95

ライフサポートワーカーの育成 ライフサポートワーカー登録者累計数 人 65 80 85 105 125

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 件 5,891 5,600 6,065 5,900 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 10,755 13,148 13,148

千円 0 0 10,755 13,148 13,148

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 10,755 13,148 13,148

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　高齢者が住み慣れた地域で住み続けられるよう、市及び介護保険事業者並びに福祉専門職が地域の人材や仕組みと連携した地域づくりが必要
となっている。これらの関係者等が認知及び地域包括ケアに関する専門的研修を修了した地域包括ケア・ライフサポートワーカーの普及推進を図り
ながら、地域包括ケアシステム（地域の包括的な支援・サービス提供体制）の構築に資する取り組み、認知症等施策への協力・助言、また、誰でも気
軽に立ち寄れる介護及び福祉相談所となる「まちかど介護相談所」を開設することで、市民福祉の向上を図る。さらに、新しい介護予防事業に向け
た生活基盤体制として生活コーディネーターの検証・検討も併せて実施していく。
　なお、事業は市が適当と認める団体等に委託することができる。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成25年度から一般会計より介護保険特別会
計に移行した

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

霧島市地域密着型サービス事業者連合会に事務を委託し、ライフサポ
ートワーカーの養成等を実施した。主な事業の内容は次のとおり。
・地域包括ケア･ライフサポートワーカー第4期生30名の養成ができた。ま
た、昨年度からケアマネジャーや通所介護事業所等の職員も受講しても
らい、それぞれの資質の向上や地域包括ケア推進への理解、意識の向
上が図れた。
・地域拠点についての検証や研究
・ライフサポートワークの実践普及
・認知症ケアパスの検討
・認知症アサポートリーダーの養成

ライフサポートワーカー第4期生の養成及び第1～3期生のスキルアップを
行い、高齢者が住み慣れた地域で暮らせる支援や地域づくりに向けた意
識の向上やそれぞれの質の向上を図ることができた。
また、まちかど介護相談所や地域のひろば推進事業をより多くの事業所
で開催することができ、介護や認知症など介護・高齢福祉の周知、また、
事業所と地域が密接な関係を保つことができ、地域を含んだ包括的なケ
ア体制づくりに貢献できた。



05030426
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 地域包括支援センター

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

地域包括ケアライフサポートワーカー
養成研修事業【介護特会】

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
介護しやすい地域づくりのためにはライフサポートワーカーの存在
が大きく、また、介護、認知症等について理解を深めてもらうため
も必要になる。そのためには、より多くのライフサポートワーカーを
養成し、また、育成していく必要があり、それぞれが同じ理解のもと
地域包括ケアを理解する必要があるため意図に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

地域包括ケアシステムを構築することは市の責務であり、地域に
根付いた環境等を作るため、介護事業所職員を対象にした人材
を養成する必要がある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
地域密着型サービス事業者の全事業所、多くの介護職員が受講
し、ライフサポートワーカーを取得することで、地域に根付き開かれ
た事業所として展開することができるようになる。また、繰り返し、研
修（スキルアップ）を受講することで質の向上を図ることができる。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
ライフサポートワーカーはスキルアップや若手の育成が必要であり
、包括ケアの推進や地域づくりのために必要である。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 類似機能をもつ組織であるが、対象地域が広範囲になるため、よ
り身近な生活圏内域を見守れるライフサポートワーカーとの違いが
ある。また、包括センターは市社会福祉協議会の組織であり、ライ
フサポートワーカーは民間介護施設のため統合はできないが、両
者の連携は不可欠である。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

ライフサポートワーカーを養成・育成し、地域包括ケア等を推進す
るための経費であることから、削減は高齢者福祉の後退・遅滞とな
るおそれがある。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

行政で養成講座等の実施をするのではなく、地域密着型サービス
事業者連合会へ業務を委託していることから、年度初めの契約等
や支払業務等の最小限の事務のみであり、これ以上の削減は難
しい。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市に指導監督のある地域密着型サービス事業者のすべて加盟し
ている連合会への委託業務であり、また、その職員への養成・育
成事業なので、公平・公正であるといえる。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

ライフサポートワーカーは、これまで、1期生～4期生まで養成したきたが、職種や立場の違いがあり（管理者や介護職員などの違
い）、活動への参加割合や意識の違いが見受けられる。個々のレベルを均等しつつ、スキルアップも図りながら、それぞれが地域
包括ケアシステム構築のために必要なことを理解し実践できるようにする必要がある。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

職種に違いはあるが、ライフサポートワーカーのそれぞれのネットワーク化、連携の強化を図り、かつ、スキルアップにより、地域包
括ケアシステム構築に向けて取組む。

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030426
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 10,755 13,148 13,148

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

10,755 13,148 13,148

0

0

0

0

10,755 13,148 13,148

計 10,755 13,148 13,148

当初予算 18,909 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 18,909 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

地域包括ケアライフサポートワーカー養成研修
事業【介護特会】

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030427 事務事業名 地域のひろば推進事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2132

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 25 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 5 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

地域のひろば推進事業受託事業所 箇所 22 26 26 30 35

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

地域密着型サービス事業者 地域密着型サービス事業者数 箇所 55 56 56 85 85

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

地域交流の拠点となる 地域のひろば推進事業実施事業数 箇所 22 26 26 30 35

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 件 5,891 5,600 6,065 5,900 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 12,353 19,800 19,800

千円 0 0 12,353 19,800 19,800

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 12,353 19,800 19,800

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

霧島市第7期高齢者福祉計画・第6期介護保険事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　介護保険事業所のうち、市に指定指導監査の権限のある、地域密着型サービス事業所等において、地域に事業所等を開放し、高齢者を中心と
する様々な交流やコミュニティを生み出していく地域福祉の拠点として活動できるよう支援し、地域のネットワークの構築、地域の交流の場や集える
場となるようにそれぞれの事業所でプログラムを企画立案し、介護や認知症などの知識の向上や閉じこもり防止などの介護予防を図り、また、地域
に密着したセーフティネット（全体に対し、安全や安心を提供する仕組み）を構築し、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくこ
とができるようにする。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

地域交流の場として、年々事業実施施設が増
加しており、参加者も増加傾向にある。地区によ
っては、事業の企画にも加わる事業所もあり、地
域福祉の機運が高まりつつある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　事業実施事業所が年々、増加傾向にあり、平成27年度は26の事業所
でそれぞれ、地域の実情に合わせ、地域の高齢者を中心に介護予防の
取組、介護保険・認知症・高齢者福祉に関する意識の向上や郷土料理・
映画鑑賞・ものつくり・いきいき体操、脳や手足の体操、活用など趣向を
凝らした企画で介護予防等に資する事業を展開している。

　年々、事業が定着しつつあり、委託事業所の増加に伴い、参加者も増
加傾向となっている。
　また、実施年数が長い事業所ほど、地域との団結感があり、地域の自主
性が出てきているようである。さらにこの事業を楽しみにされており、この
事業ため外出の機会が増え、介護、認知症への理解や閉じこもり防止な
どの介護予防や地域との交流などの世代間の繋がりができ、地域づくり
に貢献できた。



05030427 地域のひろば推進事業【介護特会】
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 元気アップ・元気まなび通所介護事業

☐

■

☐

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

事業を実施していない、事業所へのアプローチ及び理解を得られるような活動を行い、事業の拡充を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
地域密着型サービス事業者においては、介護の支援だけでなく、
介護しやすい地域や関係づくりも必要不可欠である。地域に根付
き、地域の安心安全で身近に立ち寄れる事業所があることは、基
本事業の意図に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

高齢者が住み慣れた地域で継続的に暮らし続けるための一つの
ツールとして、地域の拠点や地域づくりを行うことは重要なことであ
り、この事業はその目的を果たすことができる一つの手段であると
思われることから妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
地域密着型サービス事業所等のすべてが取り組むことができれば
、より多くの方や地域で地域づくりやネットワークの構築などが可
能となり、介護が必要になっても、地域で支えあいや助け合いの
地域づくりを推進することができる。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
これまで、施設や地域の関係が良好な状況、また、利用者の活動
意欲も上向きになっており、地域も盛り上がっている中での事業の
休止・廃止は、介護施設と地域の関わり、繋がりが断たれ、包括的
なケアの推進が後退することになる。また、行き場をなくし、要介護
状態への進行する恐れがある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 元気アップ・元気まなび事業は多少類似した事業であるが、この
事業は要介護状態にならないための介護予防対策であり、対象
や目的が大きく異なる。さらに、事業主体が通所介護事業所等で
あるため、本事業との統合・連携は難しい。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

地域のひろば推進事業における、最低限度の講師謝金・材料費・
消耗品費・会場使用料等を計上しており、委託料の削減は難しい
部分もあるが、実施年数が長い事業所においては、ある程度の必
要品等は確保できていると予想できる。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

現在、地域密着型サービス事業所等への委託業務の事務のみで
あるため、これ以上の削減は難しい。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

地域の方であれば、だれでも参加できるので、公平で公正である
。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

実施事業所が限られており、多くの市民が参加できていない状況であることは否めない。そのよう中、実施事業所の周知を行い、
より多くの方が気軽に参加できる体制づくりに努めるとともに、現状では参加者が固定化している感があるため、新規の開拓を図る
よう、事業所とも協力し、広報PRに努める必要がある。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030427 地域のひろば推進事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 12,353 19,800 19,800

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

12,353 19,800 19,800

0

0

0

0

12,353 19,800 19,800

計 12,353 19,800 19,800

当初予算 19,800 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 19,800 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030428 事務事業名 認知症施策総合推進事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2131

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 23 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 4 包括的継続的ケアマネジメント事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者保健福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

相談件数 件 293 300 373 300 300

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 人 31,138 32,381 31,481 33,182 33,982

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

認知症サポーター養成数 人 2,561 1,300 1,842 1,300 1,300

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 5,600 5,600 5,600

千円 0 0 5,600 5,600 5,600

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 5,600 5,600 5,600

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し、地域における認知症ケア体制及び医療との連携体制を強化し、認知症の早期
発見等の医療と、介護の切れ目のない総合的な支援体制の確立を図る。具体的には、認知症地域支援推進員が認知症の人やその家族が、適切
な医療、介護サービスが受けられるように、地域へ出向き医療機関の情報や相談先についての広報を行っている。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 65歳以上の人口

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
認知症の方に対する理解を深め、支
援する。

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成21年、22年度は認知症連携強化事業とし
て、23年度からは本事業を委託している。平成２
５年度で国の補助制度が廃止になった。２６年
度以降は、介護保険法改正に伴い地域支援事
業費の包括的支援事業・任意事業費の任意事
業費で実施している。　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

霧島市地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を１人配置して
いる。平成2７年度相談件数は３７３件。また、嘱託医による相談も行って
いる。
1．認知症の人やその家族が、適切な医療、介護サービスが受けられるよ
うに、地域支援推進員が地域へ出向き、医療機関の情報や相談先につ
いての広報を行った。
2．民生委員を対象にした嘱託医による認知症講座を開催し、地域にお
ける理解を深めた。
3．地域包括ケアを意識した認知症施策を地域密着型サービス事業者連
合会と協働で展開した。

地域における認知症ケア体制及び医療との連携へと結びついていること
から、認知症の早期発見等につながった。



05030428 認知症施策総合推進事業【介護特会】
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧
６５歳以上のすべての高齢者を対象としている。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
認知症施策総合推進事業は、地域における認知症ケア体制及び
医療との連携体制を強化し、認知症の早期発見等の医療と、介護
の切れ目のない総合的な支援体制の確立が図られることから基本
事業の意図に整合している。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

認知症の方が住み慣れた地域で、安心して暮らし続けられる支援
体制づくりに資するものであり、公共関与の必要がある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
相談内容を検証してデータベース化し、地域における認知症ケア
及び医療との連携等に活用すれば、相談例の情報量が増加する
にしたがって、すみやかに的確な対応が可能となる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
認知症地域支援推進員が認知症の人やその家族が、適切な医療
、介護サービスが受けられるように、地域へ出向き医療機関の情
報や相談先についての広報を行っている取り組みに影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

認知症地域支援推進員の配置については、介護保険法により配
置が義務付けられる(平成３０年４月までに)こともあり、今後の認知
症・地域包括ケアに必要不可欠なため、削減は困難と考える。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

地域包括支援センターへの委託事業であるため、事務量は契約・
請求関係のみの最小限であり、人件費の削減の余地はほとんどな
い。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・家族介護者の交流機会や意見交換の出来る機会を企画する。
・医療従事者・介護保険サービス事業者を対象とした事例検討を交えた研修会を開催する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

・相談内容を検証して事業内容に反映できるようにする。
・「地域ケア会議」において、認知症の人のケース検討を多職種で行い本人の「ライフ」を支援していく。

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030428 認知症施策総合推進事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 5,600 5,600 5,600

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

5,600 5,600 5,600

0

0

0

0

5,600 5,600 5,600

計 5,600 5,600 5,600

当初予算 5,600 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 5,600 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030430 事務事業名 介護予防事業所サービス向上事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ
### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2133

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 03 地域支援事業 ■ H 23 年度～）

項 02 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者保健福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市内のサービス提供事業所の職員で研修会参加者数 人 169 90 0 100 120

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市内のサービス提供事業所 市内のサービス提供事業所数 箇所 320 347 348 348 348

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

研修を受ける 研修会参加者数 人 169 90 0 100 120

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,600 6,065 5,700 5,800

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 1,000 1,000

千円 0 0 0 1,000 1,000

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 1,000 1,000

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成２７年度の実績はなし。

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

長寿福祉G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

サービスを提供する事業所に対し、事業趣旨等の講習、研修等を実施することにより、利用者に適切なサービスを提供できる介護事業所従事者の
質の向上を図ることを目的とする。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

サービスを提供する事業所に対し、利用者のサ
ービスのニーズが多様化している。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

これまで介護予防事業所等を対象に、提供サービスの質の向上を図るこ
とを目標とした研修会等を実施してきたが、平成２７年度において平成２９
年４月からの「介護予防・日常生活支援総合事業」の実施に向けて、本事
業の方向性について、地域包括支援センターと連携しながら検討を行う
考えの基、事業実施を見送った。しかしながら、結果として具体的な結論
を導くには至らなかった。



05030430
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 国県等が実施する各種研修会

☐

☐

■

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

平成２８年度における事業方向性の検討結果に沿う形で実施する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

介護予防事業所サービス向上事業【
介護特会】

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市内のサービス提供事業所に対し、事業趣旨等の講習、研修等
を実施することにより、介護事業所従事者の質の向上を図ることで
、利用者に適切なサービス提供へとつながるため、意図に結びつ
いている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市内のサービス提供事業所に対し、研修会等への参加を通じた
課題解決能力の向上や情報・課題共有の場を提供することは、広
く利用者サービスの向上につながるため妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
サービス提供事業所のニーズの積極的な把握による一定の成果
向上の余地はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
現状においては、市内のサービス提供事業所が自ら連携し、課題
解決能力の向上や情報・課題共有の場を設け、サービスの向上を
図っていくための環境づくりを市が支援することは妥当である。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 本事業の実施にあたっては、国県等が実施する研修会のテーマ
や対象を一定に把握した上で、連携や差別化に取り組んでいる。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

市内のサービス提供事業所による自主的な研修会開催等による
一定の削減は、現状においては見込まれない。また、国の施策の
方向性等を鑑みると、市内のサービス提供事業所の課題解決能
力の向上や情報・課題共有の促進に取り組む必要性は今後増す
と予想される。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

資格と専門的知識を持った講師による研修の実施を委託するため
に必要な業務を最低限の人件費で行っており、削減の余地はな
い。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内のサービス提供事業所を広く対象とする事業であり、公平・公
正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成２７年度においては、本事業の方向性に関する具体的な検討を進めることができなかったため、平成２８年度においては、平
成２９年４月からの「介護予防・日常生活支援総合事業」の実施を視野に入れた上で、市独自の課題認識に基づく研修の実施に
ついて検討・実施する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030430 介護予防事業所サービス向上事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 1,000 1,000

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

0 1,000 1,000

0

0

0

0

0 1,000 1,000

計 0 1,000 1,000

当初予算 1,900 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,900 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030431 事務事業名 介護相談員養成派遣事業【介護特会】
担当部 保険福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 介護保険グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2133

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 19 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 5 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

介護相談員派遣回数 回 106 120 148 130 140

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

介護相談員受入施設 介護保険対象施設 箇所 142 145 146 146 146

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

介護相談員受入施設の増加 介護相談員受入施設数 件 55 60 42 65 70

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 件 5,891 5,600 6,065 5,900 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

特になし 千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 702 1,383 1,383

千円 0 0 702 1,383 1,383

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 702 1,383 1,383

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　市内の介護保険法に規定する介護サービス事業所のうち、通所介護・老人福祉施設・老人保健施設・グループホーム・小規模多機能ホーム・認
知デイ等の事業所を訪問し、サービスを利用する者等の話を聞き、相談に応じる等の活動をおこなう者（介護相談員）の登録を行い、申出のあった
事業所等に介護相談員を派遣するものである。利用者の疑問や不満、不安の解消を図るとともに、派遣を受けた事業所における介護サービスの質
的な向上を図ることを目的とする。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

介護相談員派遣希望施設　箇所に対し、介護相談員１３名が２人一組で
４２施設を訪問し、利用者からの苦情・要望や相談員がその場で気付い
たことなどは事業所にその場で伝えるなどして、施設や職員の業務の改
善、質の向上に努めた。

対象施設をすべて訪問ができており、第三者から見た施設の状況や利
用者の悩み、問題点などの相談を受けることができた。大半が利用者との
話相手になることだけであったが、何気ない会話の中から虐待・拘束・事
故等を未然に防げることにつながることもある。また、施設内外の管理状
況、安全面、衛生面等も確認することができ、改善できることはその都度
伝え、早急な対応又は検討してもらうことができた。



05030431 介護相談員養成派遣事業【介護特会】
保険福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 苦情相談窓口事業、外部評価制度など

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

介護相談員の増員と質の向上を図り、派遣施設数を増やすことで、介護サービスの更なる向上につなげる。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
この事業は、介護保険施設の質の向上を図り、虐待や事故防止
等に役立っており、また、施設・利用者・保険者・ケアマネジャーな
ど連携も図れることからサービス利用者が安心安全に介護サービ
スの提供を受けることができ、基本事業の意図に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

入所者、利用者及びその家族等が安全に安心して利用できるた
めに、第三者が施設等を訪れて利用者等と直接会話することで、
施設や職員では分からない問題・解決すべき点が見えてくることも
あり、事業所側のサービスの質の向上につながることから、事業実
施は妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
介護相談員の派遣を受けいれたことのない事業所また、最近受入
していない事業所等あるので、すべての事業所が受け入れを可能
にできれば、更なるサービスの量・質の向上につながる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
講習を受けた介護相談員による現地調査を行い、、第三者の立場
でサービス利用者から直接声を聞くことは、サービス事業所に直
接話すことができない方の声が聞こえてくることから、施設の改善・
質の向上につながっており、廃止・休止は妥当ではない。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 市や国保連合会の苦情相談や外部評価制度・運営推進会議等
による施設についても評価・協議、県市による介護施設の実地指
導があるが、この事業とは趣旨が違い、直接出向いて、利用者の
相談にのることもないため、統合はできない。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

事業費は介護相談員への報償費・旅費がほとんどであるため、削
減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

年間約５０施設の派遣依頼があり、介護相談員１３名を割り振る業
務や相談内容の取りまとめ等を主な業務であることから、これ以上
の削減は困難である。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

毎年度、全事業所に案内通知しており、希望のある施設のみに派
遣するため公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

介護相談制度の更なる周知を行い、受入施設を増やすことにより介護サービスの向上を図る。また、介護相談員の養成研修を行
い、相談体制の強化をはかる。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030431 介護相談員養成派遣事業【介護特会】
担当部 保険福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 634 1,220 1,220

9 14 69 69

10 0 0

11 54 94 94

54 94 94

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

702 1,383 1,383

0

0

0

0

702 1,383 1,383

計 702 1,383 1,383

当初予算 1,269 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,269 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

05030432 事務事業名 家族介護慰労事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 介護保険グループ

### 基本事業名 04 高齢者の自立支援サービス 内線番号 2135

会計 介護保険特別会計 ☐ 単年度のみ

款 3 地域支援事業 ■ H 17 年度～）

項 2 包括的支援事業･任意事業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 5 任意事業費 根拠法令・条例等 介護保険法第１１５条の４５、霧島市地域支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

家族介護慰労金申請件数 件 4 4 3 5 5

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

人 4 4 3 5 5

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

経済的・精神的負担の軽減を図る 家族介護慰労金支給者数 件 4 4 3 5 5

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる 人 5,891 5,600 6,065 5,900 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 300 500 500

千円 0 0 300 500 500

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 300 500 500

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

（目的）重度の要介護高齢者を在宅で介護している家族であり、かつ市民税非課税世帯の方に対し、申請のあった日より過去1年間において介護
保険サービス（年間１週間程度のショートステイを除く。）を利用しなかった場合に、介護対象高齢者１人当たり年額１０万円の慰労金を支給する。高
齢者を介護している家族の精神的、経済的負担の軽減を図るとともに、要介護高齢者の在宅生活の向上と継続を図ることを目的としている。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
重度の要介護高齢者を在宅で介護し
ている家族

要介護4以上で在宅サービスを利用している
方の数

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

受給者より「介護をしている者にとって励みにな
る」との意見を頂いた。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・支給者数　３件
・支給金額　100,000×３件＝300,000円

重度の要介護高齢者を在宅で介護している家族に対し、慰労金を支給し
、その労をねぎらうことにより、高齢者を介護している家族の精神的、経済
的負担の軽減を図り、要介護高齢者の在宅生活の継続を図ることができ
た。



05030432 家族介護慰労事業【介護特会】
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③
在宅介護への意識が高まれば向上する余地はある。

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
要介護高齢者の在宅介護を行っている方に慰労金を支給すること
は、介護者の励みとなり、経済的・精神的負担を軽減するという意
図に合致する。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

家族が在宅での介護意識が高まり、施設入所等による介護保険
給付費の抑制につながるものであることから、市が関与することは
妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
受給者件数は少ないが、在宅介護に対する意識の低下につなが
る可能性がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

常時介護をしている家族の意欲低下につながるため、削減は難し
い。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

業務は年1回の支給に際し、申請者の対する介護の状況の確認
作業及びその結果による事務作業であり、削減の余地がない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

支給対象者は要介護4又は5の認定を受けた市町村民非課税世
帯で、過去1年間介護保険のサービスを受けなかったものを居宅
において同居し、常時介護をしている家族に限られている。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

本事務事業の実施は、介護を行う家族等の負担感の軽減につながることから、さらなる制度周知を行い、在宅介護への意識向上
を図る必要がある。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

制度周知を広く行い、介護している家族の負担を軽減し、在宅介護への意識向上を図ることにより、要介護高齢者の在宅生活の
継続を支援する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



05030432 家族介護慰労事業【介護特会】
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 300 500 500

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

300 500 500

0

0

0

0

300 500 500

計 300 500 500

当初予算 400 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 400 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010105030501 事務事業名 すこやか配食サービス（障がい者分）補助金
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 長寿福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2132

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 社会福祉総務費 根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

配食数 食 13,915 14,500 14,561 14,611 14,611

調理場の数 箇所 3 2 2 2 2

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

配食サービスの登録者数 人 40 45 44 45 45

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

在宅で自立した生活ができる 人 40 45 44 45 45

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,283 1,200 1,295 1,210 1,220

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 6,727 6,300 6,208 6,548 6,600

千円 6,727 6,300 6,208 6,548 6,600

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 6,727 6,300 6,208 6,548 6,600

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成２７年度は、１４，５６１食をのべ４７６人に提供した。 障がい者の方の安否確認や栄養改善に寄与した。

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　霧島市社会福祉協議会に補助金を交付し、社会福祉協議会が行う在宅の障がい者への配食サービスを支援している。
（市の活動）
　社会福祉協議会に補助金を支出するために手続き（交付決定、実績報告、補助金交付）を行う。補助金の額は配食サービスに要する経費のうち
自己負担金（配食サービス活用事業と同じ4段階判定）を除いた額とする。（自己負担段階：1段階210円：2段階240円：3段階340円:4段階610円）
＜社会福祉協議会の事業内容＞
　頻回の安否確認や栄養状態の維持・改善が必要な、単身の障がい者等の申請に基づき、実態調査を実施し、地域ケア会議で配食による支援が
必要との意見が付された者に対して、1日2回を限度として配食を実施し自立した生活を支援する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
在宅で配食サービスを希望する障が
い者

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア 配食サービスを受けた障がい者数（3月末）

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援を含む）が受けられる

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　従前から実施されていた高齢者に対する配食
サービス制度を拡充し、障がい者に対しても同
様のサービスが提供できるよう単独事業として発
足した。
　障害者自立支援法の施行等により、在宅の精
神障がい者の申請が増加している。利用者負担
金が210円から610円まで4段階である。 投

入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果



0103010105030501
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

☐

☐

■

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

■

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

すこやか配食サービス（障がい者分）
補助金

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
食材の調達や調理に困難を感じている障がい者に対して、栄養バ
ランスの取れた食事を安定的に提供し、併せて安否確認をするこ
とは、安心して在宅で自立した暮らしができるという結果に結びつ
く。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

身体的にも経済的にもハンディキャップを持った方への自立支援
の一環として、市内一円で配食サービスを行なっている事業所に
対して市が補助金を交付することは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
本制度については、障がい者をバックアップする各事業所へも周
知されており、また、ほとんどの申請は事業所経由のものである。
サービス内容についての要望等は特に上がってきていないが、他
の事業と比較し内容見直しの検討は行っていきたい。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
この配食サービスがあるおかげで、在宅での生活を維持できてい
る障がい者がほとんどであり、廃止・休止した場合は、他の介護サ
ービスが必要となり、介護需要額がさらに増加するおそれがある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

障がい者デイサービス事業
ホームヘルプサービス事業

 類似の事業はない 上記事業との連携を図ることにより、自立支援の視点にたったサー
ビスが提供できる。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

利用者の負担金額を上げるか、配食数を減らさなければ削減は困
難である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

調査や審査は各総合支所等で行っているが、その他の事務は本
庁での集中管理を行なっており、効率的な事務作業がなされてい
る。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内全域で同じ内容のサービスを受けることができる。
利用者からは所得に応じた負担金を徴収しているが、負担割合の
見直しを検討する必要がある。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成２８年度から１食あたりの委託料単価を見直した。今年度中に、利用者負担金の見直しの検討を行い、改正内容について利
用者への周知を図る。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

障がいのある方が安心して在宅で自立した暮らしができるよう、栄養バランスの取れた食事を安定的に提供し、併せて安否確認を
行うこの事業を、利用者の負担金見直しを図りながら継続して行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010105030501 すこやか配食サービス（障がい者分）補助金
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 6,208 6,548 6,600

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

6,208 6,548 6,600

0 0

0 0

0 0

0 0

6,208 6,548 6,600

計 6,208 6,548 6,600

当初予算 6,300 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 6,300 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030501 事務事業名 手をつなぐ育成会運営支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2122

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 3 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画・障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市手をつなぐ育成会連合会により開催したイベントの回数 回数 9 11 11 11 11

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

知的障がい児（者） 知的障がい児（者）数 人 963 1,020 996 1,080 1,040

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

知的障がい児（者）が保護育成される 会員数 人 157 170 176 180 185

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 406 406 406 406 406

千円 406 406 406 406 406

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 406 406 406 406 406

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　知的障がい児（者）の保護育成のため、その活動団体である「手をつなぐ育成会連合会」に運営費補助を行う。
（市の活動）　手をつなぐ育成会に補助金を支出するための手続きを行う。　
（手をつなぐ育成会の活動）　啓発活動、特別支援教育の支援、研修及び交流会　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　各地区の手をつなぐ育成会へ補助していたが
、合併により育成会も連合となり補助金を１本化
した。
　手をつなぐ育成会の加入者が年々減少傾向
にある。
　手をつなぐ育成会及び社会福祉協議会から、
これ以上補助金を減額しないでほしいとの要望
あり。また、会員が減少傾向にあるため市でも支
援してほしいとの要望あり。　議会からの意見等
は特になし。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　手をつなぐ育成会連合会に、運営補助金406千円を支出した。 　連合会の運営体制強化のための研修視察等が実施され、連合会会員
の資質向上が図られた。



0103010205030501 手をつなぐ育成会運営支援事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

例年通りの補助金確保に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　知的障がい児（者）が保護育成されることは、利用者本位の自立
支援サービス（社会参加支援含む）が受けられることに間接的に
結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　障害者福祉の増進を図るため、知的障がい児（者）の保護育成と
ともに知的障がい児（者）及び保護者の社会参加ができるように活
動している手をつなぐ育成会に対し補助を行っているものであり、
妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　市内に居住する知的障がい児（者）は増える傾向にあるが、手を
つなぐ育成会に加入する保護者は横ばいとなっている。今後、普
及啓発を強化を支援することで加入者増が見込め、活動の更なる
活性化が図られれば、成果の向上が見込める。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　手をつなぐ育成会は、自主財源に乏しい団体であるため、補助
金を廃止・休止すると、団体の存続が危うくなり、障がい児の相談・
支援、知的障がい児（者）福祉増進のための社会啓発等に重大な
影響がある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　平成19年度から補助金を霧島市手をつなぐ育成会に1本化し、
事業費においても平成20年度まで、15％の削減を行っていること
から、これ以上補助金を削減すると運営・活動ができなくなる恐れ
がある。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　運営補助のための必要最低限の事務処理を行っており、削減余
地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　市内に居住する知的障がい児（者）の保護者が、知的障がい児（
者）の保護育成をめざし、自主的に「手をつなぐ育成会」に加入し
ている。その活動に対し補助を行っているもので、公平・公正であ
る。 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

県連合会や他市町の手をつなぐ育成会等とも連携し、効果的な会員の獲得方法について学び、実践するよう、市事務局に働きか
ける。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030501 手をつなぐ育成会運営支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 406 406 406

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

406 406 406

0 0

0 0

0 0

0 0

406 406 406

計 406 406 406

当初予算 406 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 406 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010105030502 事務事業名 家族介護用品支給事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 介護保険Ｇ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2135

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 社会福祉総務費 根拠法令・条例等 霧島市保健福祉事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 第７期高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

給付券支給枚数 枚 432 480 432 432 480

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

給付券の支給登録者 給付券の支給登録者数 人 9 10 9 9 10

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

経済的な負担が軽減される。 ％ 90 90 85 90 90

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

介護・福祉サービスが受けられる。 人 5,891 5,900 6,065 5,900 5,900

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 524 492 386 488 488

千円 524 492 386 488 488

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 524 492 386 488 488

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　在宅高齢者等（要介護状態区分認定において要介護3以上の者又は重度心身障がい者）を現に介護している市県民税非課税世帯の主介護者
に対し、介護用品給付券を支給することにより、在宅介護における家族の身体的、精神的及び経済的負担の軽減を図るとともに、在宅高齢者等の
在宅生活の継続と向上を図る。給付希望者は、申請書を提出し、地域ケア会議で適否の審査を受けた後、適切であると認められた場合に給付開始
となる。
　給付券は、月額6,000円（要介護度４、５）と月額4,000円（要介護度３、重度心身障がい者）とがあり、それぞれに年に４回、３ヶ月分ずつ発行してい
る。ただし、65歳以上の対象者については、介護特別会計から給付券を発行している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア 利用率（利用枚数/支給枚数）

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
介護サービスや介護を支援するサービス、福
祉サービスの利用者数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　旧各市町において事業内容、実施方法等の
ばらつきがあったが、合併の翌年度より統一を
図った。　以前の家族介護用品支給事業は、オ
ムツ等の現物を支給していたが、それぞれのケ
ースに柔軟に対応できるように給付券（金券）形
式にしている。　利用者より、利用要件の緩和を
して欲しいとの意見が寄せられている。 投

入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

券発行枚数　　432枚（432,000円分）
使用実績　　　　362,000円（見込み）

在宅介護における家族の身体的、精神的及び経済的負担の軽減と在宅
生活の継続を維持することができた。



0103010105030502 家族介護用品支給事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

制度の継続により、在宅介護における家族の身体的、精神的、経済的負担の軽減を図り、在宅生活の継続を支援する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
在宅介護をしている家族の身体的、精神的及び経済的な負担を
減らし、在宅高齢者等の在宅生活の継続と向上を図ることは、介
護・福祉サービスが受けられるという意図と結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

家族内で介護を行っている低所得世帯に対して、市として支援を
行うことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
大手を含め市内全域の薬局で購入できるようにしており、対象店
舗も年々増加している。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
低所得世帯に対する支援制度であるため、廃止することによって
在宅介護をおこなっていくことが困難になる世帯が出てくることが
予想される。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

市民税非課税世帯のみを対象として最低限の生活維持を図るも
のであり、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

調査や審査は総合支所等で行っているが、その他の事務は本庁
での集中管理を行っており、現状ではこれ以上の事務の効率化は
難しい。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

審査は、申請受付後の実態調査及び地域ケア会議において公正
になされている。対象者も、市内全域の介護者となっており、最寄
りの薬局で受け取れる体制を構築している。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成27年度同様に、介護者の負担軽減を図り、在宅生活の継続に向けた支援を行う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010105030502 家族介護用品支給事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 24 22 22

0 0

0 0

0 0

24 22 22

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 362 466 466

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

386 488 488

0 0

0 0

0 0

0 0

386 488 488

計 386 488 488

当初予算 492 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 492 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030502 事務事業名 手話通訳者設置事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2123

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 13 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画・障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

回 250 270 303 270 270

回 217 220 151 220 220

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

聴覚障がい者及び言語障がい者 聴覚障がい者及び言語障がい者数 人 660 790 674 690 710

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

相談や各種申請を行えず苦情のあった件数 件 0 0 0 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障害者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 1,505 1,945 1,921 1,963 0

千円 775 972 960 981 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,560 975 962 984 3,928

千円 3,840 3,892 3,843 3,928 3,928

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 3,840 3,892 3,843 3,928 3,928

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

障害者総合支援法の中の地域生活支援事業に基づく任意事
業⇒特になし

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　聴覚障がい者等の４人に１人は、手話によるコミュニケーションを行っており、市役所等に手話通訳者を配置することで聴覚障がい者等のコミュニ
ケーションが容易になる。

　手話通訳者を障がい者福祉担当窓口に配置し、市役所に来庁した聴覚障がい者等に対し、手話によるコミュニケーションを図り、聴覚障がい者等
の相談や各種申請に対する受付等の対応を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア 手話通訳により、国分庁舎で対応した来庁者数(延べ)

イ 手話通訳により、隼人庁舎で対応した来庁者数(延べ)

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
来庁した聴覚障がい者等が相談や各
種申請を容易に行える

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援を含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　旧国分市で市民のニーズに応え、平成13年度
から手話通訳者を窓口に配置(一般財源)。
　平成15年度から国県の補助事業として実施し
、平成18年度から障害者自立支援法が施行さ
れ、同年10月から地域生活支援事業へ移行し
た。また、平成25年度から改正にともない障害
者総合支援法が施行された。
　平成28年４月には障害者差別解消法が施行
され、手話通訳等の合理的配慮は、市の義務と
なった。
　市民から、各総合支所に手話通訳者を配置し
てほしいとの要望がある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成17年度の合併時点においては、国分庁舎のみ1名の手話通訳者を
配置していたが、18年度から隼人庁舎にも1名の手話通訳者を配置した
。(聴覚障がい者等の来庁者に対して、手話通話により対応する)手話通
訳により対応した来庁者は国分は303名、隼人で151名であった。聴覚聴
覚障害者の各種手続きのサポートや、相談等を行い、聴覚障がい者が
必要なサービスを利用し、より暮らしやすくするための支援を行っている。

手話通訳者を設置することで、聴覚障がい者の各種手続きがスムーズに
できる。また、情報共有が容易になったことで支援体制の構築もしやすく
なっている。また、聴覚障がい者が安心して、市役所等に来ていただける
ようになった。



0103010205030502 手話通訳者設置事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善・コスト拡充 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　聴覚障がい者及び言語障がい者が来庁した際に、相談や各種
申請を容易に行えることは、利用者本位の自立支援サービス（社
会参加支援を含む）が受けられることに結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　障害者総合支援法に基づき市町村が実施する地域生活支援事
業の必須事業一つであり、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　各総合支所にも手話通訳者の設置が求められているが、手話通
訳者の絶対数が不足していることや、財源の問題から実現できて
いない。成果向上の余地はかなりある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　聴覚障がい者や言語障がい者のコミュニケーション手段は、手
話か筆記によるものである。国分本庁及び隼人庁舎では手話通
訳者がいるということが聴覚障がい者に定着していることから、廃
止・休止にした場合はかなりの影響がある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　手話通訳での対応を求めて来庁する方は多く、国分、隼人の2
庁舎しか配置されていない現状では削減余地はない。また、賃金
の削減を行うと、手話通訳者がいない日が発生し、手話通訳の必
要な聴覚障がい者のバリアが解消されないことから、やはり削減で
きない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

手話通訳のできる嘱託職員により対応しており、職員の業務は賃
金支払事務の必要最小限の事務で対処していることから、削減の
余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
　聴覚障がい者等にとっては手話が言葉であり、生活する上での
不可欠の手段であるため、手話によるコミュニケーションに頼らざ
るを得ない。国分庁舎・隼人庁舎に来所した聴覚障がい者等は全
員活用いただけることから、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

国分・隼人以外の庁舎に手話通訳者を設置することは財源の関係上困難が伴うため、平成２７年度末に各課に配備されたiPadの
うち、保健福祉部管理分に筆談アプリを導入し、窓口対応における「合理的配慮」に役立てる。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

国分・隼人庁舎の手話通訳者の賃金の確保に努める。また、保健福祉部内での筆談アプリの活用状況を確認した上で、全庁へ
の適用を検討する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030502 手話通訳者設置事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 3,843 3,928 3,928

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

3,843 3,928 3,928

1,921 1,963

960 981

0 0

0 0

962 984 3,928

計 3,843 3,928 3,928

当初予算 3,892 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 地域生活支援事業費 1,921

0 県支出金 地域生活支援事業費 960

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 48 0

予算合計 3,844 0

0

0

0

0

合　計 2,881

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010105030503 事務事業名 障害程度区分認定業務
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉Ｇ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 社会福祉総務費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

姶良・伊佐地区介護保険組合への判定依頼数 人 273 220 247 260 240

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

身体障がい者 身体障害者手帳保有者数 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

知的障がい者 療育手帳保有者数 人 947 1,020 1,011 1,025 1,040

精神障がい者 精神障害者保健福祉手帳保有者数 人 564 570 622 640 660

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

障害福祉サービスの利用 ％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,650 1,054 1,054 1,524 3,000

千円 1,650 1,054 1,054 1,524 3,000

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,650 1,054 1,054 1,524 3,000

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

障害福祉サービス利用にかかる障害支援区分（「障害程度区分」から平成25年度に改称）について、認定調査員等による調査後、パソコンの専用ソ
フトへの入力による機械的な判定の結果を、姶良・伊佐地区介護保険組合に判定を依頼し、確認をしてもらうための事務負担金である。

新規のみでなく更新もあり、年度により判定依頼する障がい者の数が異なることから、委託料に増減がある。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア 判定された数/判定を希望した数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

障害者総合支援法の規定により、障害支援区
分の判定を介護保険組合に行ってもらうために
支払う負担金である。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

判定依頼数　247　件
障害支援区分の判定を経て、区分認定ができたことで、障害福祉サービ
スの受給を希望する方に対し、障害支援区分に合わせた支援の範囲の
中でニーズ応えることができた。



0103010105030503 障害程度区分認定業務
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
負担金の支払事務程度の業務のみであるため、削減できない。

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

必要かつ十分な予算の確保に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
障害福祉サービスを利用するには、訓練等給付を除き障害支援
区分の認定を受ける必要があることから、利用者本位の自立支援
サービス（社会参加支援含む）が受けられるという意図に間接的に
結びつく。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

障害者総合支援法に定められている事務であることから、妥当で
ある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
見込まれる判定件数に対し、１件当たりの単価で見積がなされる
委託契約であること、判定依頼したものについては必ず判定され
ることなどから、向上の余地はほとんどない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
判定を受けられなくなり、結果障害福祉サービスを受けることがで
きなくなるため、障がい者の自立した生活に大きな影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

事務委託先で、判定機関である姶良伊佐介護保険組合による見
積であるため、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

障害介護給付費等の障害福祉サービスの利用を希望する障がい
者全員に必要な事務であるため、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

本事務事業は、障害福祉サービスの利用を希望する障がい者に必要な障害支援区分の判定を、介護保険の判定機関である姶
良伊佐介護保険組合に委託しているものであり、効率的に実施できていることから、新たに取り組むべき課題はない。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010105030503 障害程度区分認定業務
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 1,054 1,524 3,000

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,054 1,524 3,000

0 0

0 0

0 0

0 0

1,054 1,524 3,000

計 1,054 1,524 3,000

当初予算 1,054 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,054 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030503 事務事業名 手話奉仕員及び手話通訳者養成事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 60 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法に基づく任意事業

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画・障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

手話奉仕員養成講座（入門課程，基礎課程）の開催回数 回 40 40 40 40 40

手話通訳者養成講座（基本課程，応用課程，実践課程）の開催回数　 回 62 62 62 62 72

　 　

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

手話に興味のある市民等 人 35 30 23 25 30

手話通訳者を目指している市民等 手話通訳者養成講座に受講申請した人数　 人 14 20 14 15 18

　 　 　

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

人 13 25 7 25 26

手話通訳者養成講座を修了した人数　 人 2 15 10 15 16

　 　 　

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障害者の実人員 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 540 728 708 728 741

千円 278 364 354 364 370

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 484 364 354 364 371

千円 1,302 1,456 1,416 1,456 1,482

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,302 1,456 1,416 1,456 1,482

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　手話奉仕員・手話通訳者を養成するため、市民等を対象に手話奉仕員養成講習会（入門、基礎課程）、手話通訳者養成講習会（基本、応用、実
践課程）を開催する。手話奉仕員（入門課程，基礎課程）の修了条件は、それぞれ29時間，35時間の受講が必要となっている。受講料無料。（テキ
スト代は本人負担）
　養成した手話奉仕員には、ボランティアとして聴覚障がい者等のコミュニケーションの手助けを行ってもらう。このことにより、聴覚障がい者等の社
会参加が促進される。
　手話通訳者の養成講座は平成20年度から実施している。
　・聴覚障がい者等の４人に１人は、手話によるコミュニケーションを行っており、その手段としての手話の必要性はますます高まっている。
　・手話奉仕員養成講座・・・毎週月曜日に開催（２時間の講座）　　　・手話通訳者養成講座・・・毎週火曜日に開催（２時間の講座）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
手話奉仕員養成講座（入門課程，基礎課程）
に受講申請した人数　

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
日常的な会話を手話で行うことができ
るようになる

手話奉仕員養成講座（入門課程，基礎課程）
を修了した人数　

イ
国家資格を取得することができるレベ
ルになる

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援を含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

旧国分市で平成15年度から国県補助の手話奉
仕員養成事業を開始。また団体等からの要望も
あり、平成20年度からは新たに手話通訳者養成
講座も開始した。平成18年度に障害者自立支
援法（現；障害者総合支援法）が施行、地域生
活支援事業へ移行した。手話通訳のできる人は
少ないため、手話通訳者の養成が急務である。
近隣市では手話講習会を行っていないところも
あり、市外の方が聴講生として受講することも多
かったことから、霧島市在住の方だけでなく、他
市町の方も受講できるよう要望があった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

【受講者数】

　手話奉仕員養成講座　 入門課程・・・・14人
　　　　　　　　　　　　　　　　 基礎課程・・・・10人

 　手話通訳者養成講座　基本課程・・・・ 12人
　　　　　　　　　　　　　　　　 応用課程・・・・ 8人　
　　　　　　　　　　　　　　　　 実践課程・・・・ 7人

聴覚障がい者のコミュニケーションを補助するため、手話奉仕員を養成
することができた。

また、手話通訳者になるための講座を受講している市民もおり、少しずつ
ではあるが手話でコミュニケーションが図れる市民が増えつつある。

今回、手話通訳者養成講座（実践講座）を受講した者の中から、２名が全
国手話通訳者統一試験に合格した。



0103010205030503 手話奉仕員及び手話通訳者養成事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 手話通訳者養成講座（県主催）

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧
全市民を対象として受講者を募集しているため公平である。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

受講生の更なる確保のため、隣接市町の工夫等を取材し、取り入れる。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
手話に興味のある市民が、日常的な会話を手話で行うことができ
るようになることや、手話通訳者を目指している市民が国家資格を
取得することができるレベルになることは、利用者（障がい者）本位
の自立支援サービス（社会参加支援を含む）が受けられることに間
接的に結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　障害者総合支援法に基づき市町村が実施する地域生活支援事
業のうち、必須事業一つであるため、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　手話奉仕員養成講座の受講者が減っているため、今後、周知に
努め受講者を増やし、多くの方々に手話通訳者養成講座に進ん
でいただき、一人でも多く手話通訳者の試験に合格してもらえば、
聴覚障がい者等のコミュニケーション支援に寄与できる。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　障害者総合支援法に基づき市町村が実施する地域生活支援事
業のうち、必須事業一つであるため、廃止・休止できない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 県が実施する手話通訳者養成講座があるが、本市において毎年
実施されず、また日中での実施のため、会場までの距離の問題や
仕事をしているなどで受講することができない対象者が発生する
ため連携できない。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　この事業の実施は、手話通訳者や手話通訳士、若しくは聴覚障
がい者の協力により実施しているものであり、事業費の削減はでき
ない。なお、講師の保険料について、値上がりが見込まれる。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

報償費の支払い等が主な業務であり、必要最小限の事務で対処
しているため削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

受講生の募集について検討する必要があるが、平成２８年度受講生の募集は３月中に終了するため、平成２９年度受講生の募集
に際し、市報やＦＭきりしま以外の募集方法も追加し検討する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030503 手話奉仕員及び手話通訳者養成事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 1,344 1,368 1,368

9 0 0

10 0 0

11 34 50 50

34 50 50

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 38 38 64

15 14 14

0 0

0 0

23 24 50

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,416 1,456 1,482

708 728 741

354 364 370

0 0

0 0

354 364 371

計 1,416 1,456 1,482

当初予算 1,456 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 地域生活支援事業費 708

0 県支出金 地域生活支援事業費 354

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,456 0

0

0

0

0

合　計 1,062

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030504 事務事業名 重度心身障害者医療費助成事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2122

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 48 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画・障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

重度心身障害者医療費助成の給付者数（実人数） 人 2,970 2,990 2,993 3,010 3,020

重度心身障害者医療費助成の給付件数（延べ） 件 63,264 65,250 65,028 65,250 65,350

重度心身障害者医療費助成の給付金額 千円 318,426 331,900 320,173 331,900 333,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

重度心身障害者医療登録者数 人 3,650 3,750 3,657 3,700 3,750

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

％ 80 82 82 85 87

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 157,629 160,000 158,574 160,000 160,000

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 160,797 160,000 161,600 160,000 161,500

千円 318,426 320,000 320,174 320,000 321,500

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 318,426 320,000 320,174 320,000 321,500

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

鹿児島県重度心身障害者医療費助成条例・霧島市重度心身
障害者医療費助成条例

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　本事業の受給資格者として登録されている重度の身体障がい者及び知的障がい者が、医療機関等で支払った自己負担分の医療費を６ヶ月以内
に申請することにより、障がい者が支払った自己負担分の医療費（医療保険の自己負担限度額が上限）を重度心身障害者医療費助成金として支
給する。

・申請書提出後の事務の流れ
　申請書のチェック　⇒　データ入力　⇒　支給決定　⇒　医療費助成金支給
・支給日
　１５日までの申請は翌月の５日。１６日以降の申請は翌月の２０日。ただし、支給日が休日の場合は直前の金融機関営業日となる。　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
重度心身障害者医療費助成金受給資
格者として登録されている重度の心身
障がい者

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
経済的負担が軽減され、安心して医療
を受けることができる。

重度心身障害者医療費助成の給付者数/重
度心身障害者医療登録者数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

鹿児島県重度心身障害者医療費助成事業に
基づき、市の条例を制定し医療費助成が始まっ
た。医療費の自己負担額や給付者の増加、医
療の進歩により、助成金額が増えている。腎友
会（人工透析患者の会）から、この事業の継続を
求める要望書が毎年提出されている。窓口での
自己負担のない現物給付方式に変更してほし
いという市民の声がある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　登録されている重度心身障がい者からの医療費助成申請に基づき、総
額320,173千円の医療費助成を行った（15日までの申請は翌月の5
日、16日以降の申請は翌月の20日に支給。ただし、支給日が休日の場
合は、その直前の銀行営業日に支給）。

　登録をされている重度心身障がい者のうち、約８割の方がこの制度を利
用されており、利用された方の医療費については、経済的負担が軽減さ
れた。



0103010205030504 重度心身障害者医療費助成事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善・コスト拡充 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

入力作業の外部委託を実施する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
重度心身障害者医療費助成金受給資格者として登録されている
重度の心身障がい者の経済的負担が軽減され、安心して医療を
受けることができることは、利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられることに間接的に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　重度の障がい者は、医療費の負担が多額になり、他にも日常生
活において経済的負担が大きくなりがちであることから、県が市町
村に補助金を交付し実施している事業であるため、市が実施する
ことは妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　利用にあたっての周知や受給資格者の登録は、各手帳の交付
時や福祉事務所で行う転入手続きの際に実施している。また、ホ
ームページに制度の概要を掲載している。今後、自動償還払に移
行できれば、医療機関を受診した対象者全員が助成を受けられる
が、鹿児島県が市町村に補助金を交付していることなどから、実
現に至っていない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　県の補助制度を活用して県下一斉に行われている制度であるた
め、廃止・休止すると他市町村との均衡を大きく欠くことになる。仮
に廃止・休止した場合、重度の障がい者の経済的負担が大きくな
り、安定した医療を受けられなくなる恐れがあり、影響は大きい。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　医療費の助成額は年々増加している状況にある。県内の全市町
村が、一部負担金の全額を補助している現段階では、事業費の
削減余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　臨時職員を配置し、最低限の人員で事務処理をしているが、県
内他市では既に外部委託を実施しており、実現すれば人件費の
削減が見込める（別途委託料が発生する）。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　県の補助制度を活用して県内の全市町村で実施している事業
であり、県内在住の重度の心身障がい者の誰もが受けられる制度
なので、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

対象者の医療費助成について、「高額療養費」など申請書の内容だけでは判別がつかず、過誤支給につながりがちなケースが多
くあり、特に担当者交代の際に過誤が発生しやすい状況にある。
県内他市では入力作業を外部委託し、職員の負担と臨時職員数を減らすだけでなく、過誤の発生を防いでいる事例もあることか
ら、外部委託について研究し、予算要求する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030504 重度心身障害者医療費助成事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0 1,500

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 320,174 320,000 320,000

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

320,174 320,000 321,500

0 0

158,574 160,000 160,000

0 0

0 0

161,600 160,000 161,500

計 320,174 320,000 321,500

当初予算 320,000 区分 名称 金額

補正予算 0 県支出金 重度心身障害者医療費 158,574

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 174 0

予算合計 320,174 0

0

0

0

0

合　計 158,574

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030505 事務事業名 重度心身障害者福祉手当給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 46 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 霧島市福祉手当支給条例

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画 霧島市障がい者計画・障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市福祉手当の受給者数 人 1,787 1,815 1,759 1,800 1,815

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

在宅の重度障がい者数 人 3,406 3,500 3,657 3,670 3,675

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

％ 52 53 48 49

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 17,510 17,800 17,325 17,800 0

千円 17,510 17,800 17,325 17,800 0

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 17,510 17,800 17,325 17,800 0

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　重度障害によって生じる経済的負担を軽減するため、10月１日時点で、１年以上継続して霧島市に居住し、在宅で生活している重度の心身障が
い者の受給申請者に対して、霧島市福祉手当として１万円を支給する。（特別障害者手当・障害児福祉手当及び経過的福祉手当の受給者を除く）
　対象は、身体障害者手帳の１級及び２級、療育手帳のＡ1及びＡ2、精神保健福祉手帳の１級の者。但し、１０月１日の時点で手帳取得後６ヶ月に
満たない者は、５千円とする。
　また、父母の両方又は一方が不慮の災害等で死亡した義務教育終了前の者にも年１回、１万円を支給する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
霧島市に居住し、在宅で生活している
重度心身障がい者

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
手当の支給により、重度障害によって
生じる経済的負担を軽減する。

霧島市福祉手当の受給者数／在宅の重度
障がい者数　

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　旧国分市（昭和46年度）からの事業を引き継ぎ
、霧島市福祉手当条例を制定。毎年、受給者数
は増えている。
　条例改正を行い、平成21年度から精神障害者
も受給対象とした。　　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

手帳取得後６ヶ月未満（5,000円）　41名
 手帳取得後6ヶ月以上（10,000円）　1,718名
支給人数合計　1,759名　
支給金額合計　17,325千円

　在宅でありながら特別障害者手当の支給対象ではない重度障害者に
対し、市単独で手当を支給することで、わずかではあるが経済的負担が
軽減された。



0103010205030505 重度心身障害者福祉手当給付事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

■

☐

②

☐

■

③

☐

☐

■

④

☐

■

⑤ いきいきチケット事業

☐

■

☐

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 廃止 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局 保健福祉部 越口　哲也

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　霧島市に居住し、在宅で生活している重度心身障がい者に対し
手当の支給することで、重度障害によって生じる経済的負担を軽
減することは、利用者本位の自立支援サービス（社会参加支援含
む）が受けられることに間接的に結びつく。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　特別障害者手当等の支給対象者とならないが、重度の障がいの
ある方に対する、経済的負担軽減を目的とした手当ではあるが、
所得制限等を設けていないため、真に必要な方に支給しているの
かという疑問が残る。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
受給申請については、各種手帳の交付時に説明を行った上で、
市報等による広報も行っている。年々微増しているが各種手帳の
新規取得者による自然増によるものと考えられることから、成果向
上の余地はほとんどない。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　重度の障がい者は「重度障害者医療費助成」で窓口で支払った
分の医療費は申請後に助成されており、この事業の廃止による影
響はほとんどない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 　高齢者や障がい者に対して温泉・バス利用券、はり・きゅう・マッ
サージ券を交付する「いきいきチケット事業」があるが、統合・連携
できない。 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　霧島市単独事業（補助金のない事業）であるため、市の裁量で
負担削減は可能である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

職員は最低限度の書類審査のみを行っており、システム入力は臨
時職員に依頼していることから、人件費削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

特別障害者手当等の支給対象者とならない、重度の障がい者に
対し、「霧島市福祉手当支給条例」を制定の上、該当する者に対
して支給する手当であり、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

経済的負担の軽減という意味では、創設当時からすると相対的に額が低くなっていること、現在は全額医療費助成がなされている
ことなどから、一定の役割を終えたものと考えられる。
廃止の方向で検討する。
なお、財源は「基幹相談支援センター」の運営経費として活用できないか検討する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

廃止する。

【２次評価結果を受けて】
　引き続き、現行制度に取り組みながら、代替策の更なる検討を行う。
　主な経費：扶助費

（１）事務事業の改革
改善方向性

長年継続してきた事業であり、受給者数も増加傾向にある。支給額は年額１万円と定額であり、廃止しても受給者への経済的な影
響は少ないと考えられるが、受給者や受給者家族の心の支えにもなっていることから、これに代わる代替策の更なる検討などを求
め、廃止についてはもう少し時間をかけて判断願いたい。



0103010205030505 重度心身障害者福祉手当給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 17,325 17,800

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

17,325 17,800 0

0 0

0 0

0 0

0 0

17,325 17,800 0

計 17,325 17,800 0

当初予算 17,800 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 475 0

予算合計 17,325 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030506 事務事業名 障害者自立支援給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉Ｇ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2123

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

自立支援給付事業の利用者数 人 1,283 1,400 1,726 1,800 1,850

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

身体障がい者

知的障がい者

精神障がい者

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 905,131 894,775 1,015,775 1,021,318 0

千円 452,565 447,387 578,887 510,659 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 476,905 450,547 439,107 514,159 2,203,800

千円 1,834,601 1,792,709 2,033,769 2,046,136 2,203,800

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,834,601 1,792,709 2,033,769 2,046,136 2,203,800

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

１）訪問系サービス、２）日中活動系サービス、３）居住系サービス及び４）児童のサービスがある。
【例】１）ホームヘルプ、重度訪問介護、短期入所、行動援護など　２）生活介護、療養介護、就労移行支援、就労継続支援など
３）施設入所支援、共同生活援助　　４）児童発達支援、放課後等デイサービスなど

【利用までの流れ】
　相談・申請　⇒　調査（障害支援区分）　⇒　審査・判定　⇒　サービス等利用計画作成（相談支援事業所）　⇒　決定（認定）・通知
　⇒　事業者と利用者の契約　⇒　利用開始
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
障がい者が地域で自立した生活を営
む

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成18年度の障害者自立支援法（現；障害者
総合支援法）により規定されている、障がい者の
日常生活に必要な支援を行う「介護給付」と、自
立した生活に必要な知識・技能を修得できる「
訓練等給付」を実施している。
社会や障がい者自身の意識の変化により、働く
意欲を持った障がい者が増加し、就労継続支
援の利用者数が伸びている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

以下の人数について支給決定し、サービスを支給した。
　居宅介護　　　　　　205人
　重度訪問介護　　　2人
　療養介護　　　　　　48人
　短期入所　　　　　　243人
　生活介護　　　　　　28人
　就労継続支援Ａ型　108人
　就労継続支援Ｂ型　271人　　など

それぞれの障害程度及びライフステージに応じた障害福祉サービスを、
障がい者自らが選択し、利用できることで、障がい者の自立支援が進ん
だ。



0103010205030506 障害者自立支援給付事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

本事務事業としては、これまでも国の通知等を受けて適正な給付費の支給に努めてきており、新たに取り組むべき課題はない。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

基準額は国が定めており、事業者による請求も利用があった分だ
けになるため、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　請求への支払に係る最低限の事務を行っており、人件費の削減
はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

１）ホームヘルプ、重度訪問介護、短期入所、行動援護など　２）生活介護、療養介護、就労移行支援、就労継続支援など
３）施設入所支援、共同生活援助　　４）児童発達支援、放課後等デイサービスなどの利用に対し、必要かつ十分に支給できるだ
けの扶助費を確保する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030506 障害者自立支援給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 1,440 2,720 3,000

0 0

0 0

1,440 2,720 3,000

0 0

13 0 0

14 778 778 800

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 2,031,551 2,042,638 2,200,000

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

2,033,769 2,046,136 2,203,800

1,015,775 1,021,318

578,887 510,659

0 0

0 0

439,107 514,159 2,203,800

計 2,033,769 2,046,136 2,203,800

当初予算 1,792,709 区分 名称 金額

補正予算 243,269 国庫支出金 障害者自立支援給付費 1,015,775

243,269 県支出金 障害者自立支援給付費 578,887

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 2,048 0

予算合計 2,033,930 0

0

0

0

0

合　計 1,594,662

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030507 事務事業名 障がい者コミュニケーション支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉Ｇ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

コミュニケーション支援事業を利用した障がい者 件 85 86 79 85 88

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

身体障害者 身体障害者手帳保有者数 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

スムーズな意思疎通が図られる ％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 122 162 138 221 221

千円 63 81 69 110 110

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 243 179 69 130 130

千円 428 422 276 461 461

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 428 422 276 461 461

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

意思疎通を図ることに支障がある聴覚障がい者等と、相手の方とのコミュニケーションを支援するため、手話通訳者等を派遣する。

【例】
　ＰＴＡ等への参加、官公庁への申請、病院受診など

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア 派遣件数/利用を希望した障がい者数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成18年度に施行された障害者自立支援法（
現；障害者総合支援法）に規定する、地域生活
支援事業のうちの、市町村必須事業の一つであ
る。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

手話通訳者派遣実績　79件 手話通訳者等を派遣することで、意思疎通に困難を抱える障害者とその
他の方のコミュニケーションが促進された。



0103010205030507 障がい者コミュニケーション支援事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
派遣に係る経費支払に関する事務程度であり、削減できない。

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

本事務事業としては、国の通知等に従って事業を実施しているところであり、新たに取り組むべき課題はない。

手話通訳者等の派遣経費（報償費）、手話通訳者等の調整経費（委託料）を適切に確保する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
意思疎通に困難を抱える障がい者のコミュニケーションがスムーズ
にいくことは、利用者本位の自立支援サービス（社会参加支援含
む）が受けられるという意図に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

国が示す地域生活支援事業の中の市町村必須事業であることか
ら、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
該当する障がい者が必要に応じて支援を依頼してくる事業であり
、成果の向上余地はほとんどない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
国が示す地域生活支援事業の中の市町村必須事業であることや
、意思疎通に困難を抱える障がい者のコミュニケーションに重大な
阻害となることから、影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

霧島市地域生活支援事業実施要綱で単価を定めている事業であ
り、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

霧島市地域生活支援事業実施要綱に利用者の要件を定めており
、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030507 障がい者コミュニケーション支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 237 412 412

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 39 49 49

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

276 461 461

138 221 221

69 110 110

0 0

0 0

69 130 130

計 276 461 461

当初予算 422 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 地域生活支援事業費 138

0 県支出金 地域生活支援事業費 69

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 90 0

予算合計 332 0

0

0

0

0

合　計 207

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030508 事務事業名 障がい者移動支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉Ｇ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

移動支援事業を利用した障がい者数 件 416 500 731 740 750

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

身体障がい者 身体障害者手帳保有者数 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

知的障がい者 療育手帳保有者数 人 947 1,020 1,011 1,025 1,040

精神障がい者 精神障害者保険福祉手帳保有者数 人 564 570 622 640 660

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

屋外での移動をスムーズにする ％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,414 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 902 1,050 729 850 900

千円 451 525 364 425 450

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 451 525 365 425 450

千円 1,804 2,100 1,458 1,700 1,800

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,804 2,100 1,458 1,700 1,800

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

地域生活支援事業のうち、市町村が実施すべき必須事業の一つ。
屋外での移動が困難な障がい者に対し、外出する際の支援を行う事業。
利用者負担は原則１割。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
支援を希望する障がい者/支援を実施した件
数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成18年度に施行された障害者自立支援法（
現；障害者総合支援法）に規定する地域支援事
業のうち、市町村必須事業のうちの一つである。
年度により利用件数に増減がある。
障がい児の通学や、障がい者の通勤にこの事
業が活用できないかという市民からの声がある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

利用件数（延べ）　731件
委託料　　2,914千円円

一人では屋外での移動が困難な障がい者の利便性が向上し、社会参加
が図られた。



0103010205030508 障がい者移動支援事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
実績に基づく請求に対する支払事務程度であり、削減できない。

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

本事業は、これまで効果的・効率的に実施していることから、新たに取り組むべき課題はない。

事業実施に必要な予算（委託料）の必要かつ十分な確保に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
屋外での移動が困難な障がい者の移動について支援されること
は、利用者本位の自立支援サービス（社会参加支援含む）が受け
られるという意図に結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

いわゆる障害者総合支援法に定める地域生活支援事業のうち市
町村必須事業であり、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
必要に応じて利用申請されており、成果向上の余地はほとんどな
い。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
いわゆる障害者総合支援法に定める地域生活支援事業のうち市
町村必須事業であり、影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

霧島市地域生活支援事業実施要綱に単価を定めており、事業実
施した実績に応じた請求になるため、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？ 霧島市地域生活支援事業実施要綱に利用できる障がい者の範囲

を定めており、公平・公正である。
 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030508 障がい者移動支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 1,458 1,700 1,800

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,458 1,700 1,800

729 850 900

364 425 450

0 0

0 0

365 425 450

計 1,458 1,700 1,800

当初予算 2,100 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 690 国庫支出金 地域生活支援事業費 729

▲ 690 県支出金 地域生活支援事業費 364

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 49 0

予算合計 1,459 0

0

0

0

0

合　計 1,093

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030509 事務事業名 障がい者更生訓練費給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 45 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 身体障害者福祉法・障害者総合支援法の任意事業

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

更生訓練費を受給した障がい者数 人 0 1 0 1 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

旧法施設等の入所者又は通所者 人 0 1 0 1 1

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

％ 0 100 0 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 72 0 72 35

千円 0 36 0 36 17

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 37 0 37 18

千円 0 145 0 145 70

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 145 0 145 70

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

実績なし

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　障害者更生施設等に入所または、通所して訓練や療養を行っている障がい者に更生訓練費を支給する。
　平成18年4月に障害者自立支援法が施行され、これまでの身体障害者福祉法、知的障害者福祉法などに基づき設置された障害福祉施設は、平
成23年度までに障害者自立支援法に基づく施設（障害程度区分認定により入居等が決定し、障害者自立支援給付等に規定されたサービスを提供
する）に移行した。
　新制度に移行していない施設は、旧法施設として取り扱うものである。
【事務の流れ】
　訓練等を受けた場合、対象者が市に申請・請求を行う

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
　身体障害者更生施設等を利用して
いる障がい者

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
　在宅で生活をするための訓練や就職
に結びつく技術を取得する。

更生訓練費を受給した障がい者数／旧法施
設等の入所又は通所者数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
　利用者本位の自立支援サービス（社
会参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　昭和45年度から、身体障害者福祉法に基づき
更生訓練費として支給していたが、平成18年度
に障害者自立支援法が施行され、同年10月か
ら地域生活支援事業として市町村が実施するこ
とになった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　平成27年度は実績がなかったが、廃止するとニーズが発生した際に支
給できなくなるため、このまま事業を継続したい。



0103010205030509 障がい者更生訓練費給付事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③
　対象者が限定されるため、向上の余地がない。

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・コスト縮小 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

必要な際に適切に支給できるよう、最低限の予算を確保する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
身体障害者更生施設等を利用している障がい者が、在宅で生活
をするための訓練や就職に結びつく技術を取得することは、利用
者本位の自立支援サービス（社会参加支援含む）が受けられるこ
とに結びつく。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の中の市町村が
実施する事業であるため妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の中の市町村が
実施する事業である。廃止すると、対象者が自立して社会生活を
おくるための支援が受けられなくなる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

訓練費は霧島市地域生活支援事業実施要綱等に基づいており、
利用実績により事業費が決まるものであり、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　職員は訓練費支払等が主な業務であり、必要最小限の事務で
対処しているため、削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の中の市町村が
実施する事業であり、それに基づく障がい者が対象のため、公平・
公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

旧法施設で更生訓練を受ける障がい者が発生した場合に、適切に支給できるように、サービス等利用計画を作成する相談支援事
業所等にも制度の周知を図る。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030509 障がい者更生訓練費給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 145 70

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

0 145 70

0 72 35

0 36 17

0 0

0 0

0 37 18

計 0 145 70

当初予算 145 区分 名称 金額

補正予算 0

0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 145 0

予算合計 0 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030510 事務事業名 身体障害者等自動車運転免許取得・改造助成事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 14 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障害者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

自動車改造に係る補助金の額 円 200,000 400,000 100,000 400,000 400,000

自動車免許取得に係る補助金の額 円 100,000 100,000 0 100,000 100,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

重度の身体障がい者 上肢・下肢・体幹機能障害１～２級保有者 人 1,634 1,850 1,543 1,570 1,600

人 6,699 7,000 6,710 6,720 6,730

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

自動車改造に係る補助を受けた人数 人 2 3 1 4 4

自動車免許取得に係る補助を受けた人数 人 1 2 0 1 1

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 150 250 50 250 250

千円 75 125 25 125 125

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 75 125 25 125 125

千円 300 500 100 500 500

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 300 500 100 500 500

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

障害者総合支援法の中の地域生活支援事業に基づく任意事
業⇒特になし

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

・障がい者が社会参加のために自動車改造を必要とする場合、自動車改造に係る経費の一部（限度額：10万円）を助成する。対象者は、身体障害
者手帳の上肢、下肢、体幹機能障害の１級又は２級の者で、自動車の運転免許を有する者。
　対象となる改造部分は、走向装置（ハンドル）、駆動装置（アクセル、ブレーキ等）の一部。
・障がい者が自動車運転免許を取得することにより社会参加が見込まれる場合、自動車運転免許取得に係る経費の一部（限度額：10万円）を助成
する。対象者は、自動車運転免許試験の受験資格を有する者で、身体障害者手帳の１級から４級の者及び療育手帳の交付を受けている者。
【事務の流れ】
利用希望者が申請を行う→利用の決定（市）→事業を実施（利用者）→市に実績報告を提出（利用者）→確定後市に請求（利用者）→支払（市）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ
知的障がい者及び重度、中度の身体
障がい者

身障１～４級保持者及び療育手帳保有者の
人数

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
就労や社会活動に参加できるようにな
る

イ
就労や社会活動に参加できるようにな
る

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
　利用者本位の自立支援サービス（社
会参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　旧国分市において、障がい者のニーズに応え
、自動車改造費及び免許取得費助成事業を開
始（必要経費を一般財源から）。平成15年度か
ら国県の補助事業である社会参加促進事業とし
ての自動車改造費及び免許取得費助成事業と
している。　生活活動範囲が広域化しており、障
がい者の社会参加に自動車は必要不可欠であ
り、自動車改造及び免許取得に係る費用を一
部助成することにより、障がい者の社会参加が
促進される。平成18年度から障害者自立支援
法が施行され、同年10月から地域生活支援事
業へ移行した。　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・障がい者に対し、１件（10万円）の自動車改造費に係る一部助成を行っ
た。

１名の障がい者が自ら運転できる自家用車に改造でき、社会参加の幅が
広がった。



0103010205030510
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
　必要最低限の事務で対処しているため、削減の余地はない。

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

本事務事業は、効果的・効率的に実施していることから、新たに取り組むべき課題はない。

事業執行に必要な予算（補助金）の確保に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

身体障害者等自動車運転免許取得・
改造助成事業

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　重度の身体障がい者等が、自動車改造及び免許取得に係る費
用の一部助成を受けることで、就労や社会活動に参加できるよう
になるため、利用者本位の自立支援サービス（社会参加支援含む
）が受けられることに結びつく。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　障害者総合支援法に基づき市町村が実施する地域生活支援事
業の一つであるため、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
補助による車の改造や免許取得により、障がい者の地域生活の利
便性が上がっているが、対象者への周知は行っており、補助限度
額もあることから、成果が向上する余地はほとんどない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　廃止・休止をすることで、車の改造や免許取得を行うことをあきら
める人が出て、社会参加の機会を失う可能性がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

補助額を削減すると、経済的な負担増が発生し、社会参加の促進
を阻害することに繋がるため、削減の余地がない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の中の市が実施
する事業であり、それに基づく障がい者が対象のため、公平・公正
である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030510
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 100 500 500

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

100 500 500

50 250 250

25 125 125

0 0

0 0

25 125 125

計 100 500 500

当初予算 500 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 地域生活支援事業費 50

0 県支出金 地域生活支援事業費 25

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 500 0

0

0

0

0

合　計 75

事務事業
コード

事　務
事業名

身体障害者等自動車運転免許取得・改造助成
事業

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030512 事務事業名 障害者自立支援医療費給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉Ｇ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2124

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画・第４次障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

更生医療受給者数（延べ） 人 1,998 2,160 1,459 2,330 1,600

育成医療受給者数（延べ） 人 485 530 443 580 460

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

障害の除去・軽減が必要な障がい者

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

障害の軽減

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 64,720 80,556 84,498 83,753 84,998

千円 32,360 40,277 42,474 41,875 42,498

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 25,813 40,594 55,141 42,195 52,818

千円 122,893 161,427 182,113 167,823 180,314

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 122,893 161,427 182,113 167,823 180,314

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

医療費の公費負担制度のひとつで、更生医療・育成医療・精神通院の３種類の他、療養介護医療費分を含む。
○更生医療；すでに治癒した身体障がい者（身体障害者手帳を受けている18歳以上の者）に対して、障害の除去軽減を図るため、日常生活能力、
社会生活能力、職業能力の回復または向上、獲得を目的とした医療。
○育成医療；障害を軽減したり、除去する手術を行うなど、身体に障害のある18歳以下の児童や、放置すれば将来障害を残すと認められる児童に
必要な医療。
○精神通院；精神障がい者の適正な医療の普及のための、医療費の公費負担制度（実施主体は県）
【特徴】
・窓口での負担が１割となる　　・収入基準により負担上限額が定められている

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービスが受
けられる

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成18年の障害者自立支援法（現；障害者総
合支援法）の成立により、従前は身体障害者福
祉法（更生医療）・児童福祉法（育成医療）及び
精神障害者保健福祉法（精神通院医療）であっ
たものが、自立支援医療として一元化された。

市民や議会からの意見は特にない。 投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

更生医療　　1,459件　　136,380千円
育成医療　　443件　　10,194千円

治療や手術が必要な身体障がい者（児）等の医療費が軽減された。
また、継続的な通院治療が必要な精神障がい者の医療費が軽減された
。



0103010205030512 障害者自立支援医療費給付事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

☐

■  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

更生医療・育成医療の、福祉行政報告例に備えた単純入力作業を臨時職員に依頼し、職員の業務負担軽減を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

法定の制度に則り実施する事業であり、市の負担割合も定められ
ているため、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

更生医療・育成医療の年１回の報告（福祉行政報告例）に備えた
単純入力作業を臨時職員に依頼することで、職員の事務負担軽
減が図れる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

更生医療・育成医療及び療養介護医療費の効果的な事業実施ができるよう、十分な予算を確保する。
　主な経費　扶助費

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030512 障害者自立支援医療費給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 173 173 173

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 141 141 141

0 0

0 0

141 141 141

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 181,799 167,509 180,000

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

182,113 167,823 180,314

84,498 83,753 84,998

42,474 41,875 42,498

0 0

0 0

55,141 42,195 52,818

計 182,113 167,823 180,314

当初予算 161,427 区分 名称 金額

補正予算 8,888 国庫支出金 障害者医療費 3,993

8,888 国庫支出金 障害者医療費 17,228

0 国庫支出金 障害者医療費 63,277

0 県支出金 障害者医療費 1,996

0 県支出金 障害者医療費 31,739

0 県支出金 障害者医療費 8,739

0 0

0 0

0 0

流用・充用 11,799 0

予算合計 182,114 0

0

0

0

0

合　計 126,972

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030513 事務事業名 障がい者相談支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

人 7,404 7,500 9,024 9,200 9,500

委託事業者数 ヶ所 4 4 11 12 13

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

障がい者及びその家族 身体障害者手帳保有者数 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

療育手帳保有者数 人 947 1,020 1,011 1,080 1,040

精神障害者保健福祉手帳保有者数 人 564 570 622 580 660

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

相談支援に関する苦情等 件 0 0 2 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 1,392 1,800 1,800 1,800 0

千円 778 975 900 900 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 3,426 3,225 3,173 3,200 3,000

千円 5,596 6,000 5,873 5,900 3,000

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 5,596 6,000 5,873 5,900 3,000

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　地域で生活する障がい者やその家族からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービスの利用支援等を行う。この事業
の実施については、「地域生活支援センターオレンジの里」「生活支援センターよろこび」「地域生活支援センターほっと」「地域活動支援センターあ
けぼの」ほかの計７事業所に業務委託するものである。ただし、「地域生活支援センターオレンジの里」においては、地域活動支援センターⅠ型(専
門職員を配置し、医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化の調整、地域住民ボランティア育成、障害に対する理解促進のための普及啓発等
の事業で、相談支援事業を併せて実施することが要件)として別途の委託契約を行う。
　また、障害福祉サービスの利用に当たっては、一部を除き、相談支援事業所による「サービス等利用計画」の事前作成が義務付けられた。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア 相談支援事業を利用した人数(延べ)

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
障がい者が望むときに相談支援を受け
ることができる

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　以前は県の事業だったが、平成18年度に障害
者自立支援法が施行され、同年10月から地域
生活支援事業として市町村が実施することにな
った事業の一つである。
　市町村の事業となり、地域に密接した相談等
に対応できるようになった。
　平成27年４月利用分から、障害福祉サービス
の利用には「サービス等利用計画」の事前作成
が義務付けられており、相談支援事業所及び相
談支援専門員が不足している。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成18年10月から始まった地域生活支援事業の中の事業で、委託して
いる4事業所が地域で生活している障がい者及びその家族からの電話や
来所等による相談、延べ○○○件以上に応じた。

障がい者や家族からの相談に基づき、関係機関と連携し、当事者のニー
ズに応えるようなサービスや支援を行った。



0103010205030513 障がい者相談支援事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・コスト拡充 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

基幹相談支援センターと、一般相談支援事業所の住み分けを確認、委託料に反映させる。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
相談事業の実施により障がい者の権利擁護とともに、障がい者が
自立した社会生活を営むことができるということは、利用者本位の
自立支援サービス（社会参加支援含む）が受けられるということで
あり、意図に結びつく。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

いわゆる障害者総合支援法に位置づけられる地域生活支援事業
の市町村の必須事業であり、市での実施が妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　地域で生活する障がい者やその家族からの相談対応や助言に
は丁寧に応じてもらっているところであり、来所相談だけでなく電
話相談も対応しており、向上する余地はほとんどない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　地域で生活する障がい者やその家族からの相談対応や、必要
な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービスの利用支援等
が行われなくなり、障がい者の地域での自立した生活が危うくなる
おそれがある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　事業費（委託料）の単価は霧島市地域生活支援事業実施要綱
等に基づいており、利用実績により事業費が決まるため、削減でき
ない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　職員は委託料支払等が主な業務であり、最低限の事務で対処し
ているため削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

いわゆる障害者総合支援法に位置づける地域生活支援事業の市
町村の必須事業であり、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

身体障害と精神障害など、一人で複数の障害を抱えたり、生活困窮や住居の確保困難など、一つの相談支援事業所で対応しき
れない、支援困難な事例が増えていることから、身体・知的・精神の３障害に対応し、様々な相談にワンストップで対応できる「基幹
相談支援センター」の設立を検討する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030513 障がい者相談支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 5,873 5,900 3,000

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

5,873 5,900 3,000

1,800 1,800

900 900

0 0

0 0

3,173 3,200 3,000

計 5,873 5,900 3,000

当初予算 6,000 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 117 国庫支出金 地域生活支援事業費 1,800

▲ 117 県支出金 地域生活支援事業費 900

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 5,883 0

0

0

0

0

合　計 2,700

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030514 事務事業名 障がい者地域活動支援センター事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画 障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

地域活動支援センター事業を利用した人数 人 90 100 196 200 210

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

障がい者 身体障害者手帳保有者 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

療育手帳保有者 人 947 1,020 1,011 1,025 1,040

精神障害者保険福祉手帳保有者 人 564 570 622 640 660

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

地域活動支援センターを利用できる 件 0 0 0 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 4,665 6,030 5,705 5,220 5,220

千円 2,406 3,015 2,852 2,610 2,610

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 20,618 22,905 17,881 19,842 19,842

千円 27,689 31,950 26,438 27,672 27,672

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 27,689 31,950 26,438 27,672 27,672

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　本事業は、障がい者等を通わせ、地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提供及び社会との交流の促進等の便宜を供与する地
域活動支援センターを確保し、障がい者等の地域生活支援の促進を図ることを目的とする。地域活動支援センターにはⅠ型、Ⅱ型、Ⅲ型がある。
(１)　Ⅰ型　専門職員（精神保健福祉士等）を配置し、医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボランティア育成、障
害に対する理解促進を図るための普及啓発等の事業を実施する。なお、相談支援事業を併せて実施する。
(２)　Ⅱ型　　地域において雇用・就労が困難な在宅障害者に対し、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを実施する。
(３)　Ⅲ型　　小規模作業所から移行した事業所で、通所により箱折り・石鹸づくり、農作業等を実施する。
【事務の流れ】　　利用希望者が申請を行う→サービス支給量の決定（市）→サービス提供事業者と契約（本人）
　　　　　　　　　　　実際のサービス利用→利用料の一部負担金を提供事業者に支払（本人）→提供事業者から市に請求

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
地域活動支援センターを利用できないという
苦情数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成18年度に障害者自立支援法（現在はい
わゆる障害者総合支援法）が施行され、同年10
月から地域生活支援事業として市町村が実施
することになった事業の一つである。

　Ｈ27年度の市外部評価委員会から、「広報宣
伝活動を強化し、利用者増を図るべき」「一方で
事業費削減方策を検討すべき」との意見をいた
だいた。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　【委託料等の実績】
　　分類　　　　　利用件数　　　　　　執行額
　Ⅰ型　　　　　2,495件（延べ)　　16,689千円
　Ⅱ型デイ　　1,687件（延べ)　　  6,117千円
　Ⅲ型　　　　　　　８人（在籍者計）　 1,400,000円（定額）

　【補助金交付実績】
　Ⅲ型　　　　　　　　　　　　　　　　 2,200,000円

利用した障がい者の、創作的活動又は生産活動の機会、及び社会との
交流の促進等が図られた。



0103010205030514 障がい者地域活動支援センター事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・コスト拡充 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

「あいご園」のあり方について、一定の方向性を見出す。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局 保健福祉部 越口　哲也

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○ ○

（２）総　評

「あいご園」の事業見直しについては、委託先である市社会福祉協議会との連携・協議を十分に行うこと。

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
地域活動支援センターの利用は、利用者本位の自立支援サービ
ス（社会参加支援含む）そのものであり、意図に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

いわゆる障害者総合支援法に定める地域生活支援事業のひとつ
であり、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
制度について周知し、利用者を増加させることで、成果が向上す
る余地はある程度ある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
いわゆる障害者総合支援法に定める地域生活支援事業のひとつ
であり、廃止・休止はできない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　事業費（委託料等）の単価は霧島市地域生活支援事業実施要
綱等に基づいており、利用実績等により事業費が決まるため、削
減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　職員は委託料支払等が主な業務であり、必要最小限の事務で
対処しているため削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

霧島市地域生活支援事業実施要綱等に基づき利用者が定めら
れており、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

障害福祉サービスの利用について相談に応じる相談支援事業所や、実際に支援を行う各センターに、利用者の掘り起こしを依頼
し、自宅に引きこもりがちな障害のある方の社会参加を促す。
なお、地域活動支援センターⅢ型である「あいご園」については、公共施設マネジメント計画との整合を図るため、民間移譲を視
野に入れて、あり方の検討を行う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030514 障がい者地域活動支援センター事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 31 32 32

0 0

0 0

0 0

31 32 32

13 24,207 25,440 25,440

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 2,200 2,200 2,200

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

26,438 27,672 27,672

5,705 5,220 5,220

2,852 2,610 2,610

0 0

0 0

17,881 19,842 19,842

計 26,438 27,672 27,672

当初予算 31,066 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 4,335 国庫支出金 地域生活支援事業費 5,705

▲ 4,335 県支出金 地域生活支援事業費 2,852

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 270 0

予算合計 26,461 0

0

0

0

0

合　計 8,557

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030515 事務事業名 障がい者日常生活用具給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉Ｇ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2122

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

日常生活用具の給付者 件 947 1,020 984 1,100 1,150

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

身体障がい者 身体障害者手帳保有者 人 6,612 6,630 6,524 6,600 6,650

知的障がい者 療育手帳保有者 人 947 1,020 1,011 1,060 1,100

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

給付希望者への適正な給付割合 ％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 10,446 11,971 13,203 13,996 13,330

千円 5,407 5,985 6,601 6,998 6,665

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 9,553 5,987 6,603 6,999 8,005

千円 25,406 23,943 26,407 27,993 28,000

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 25,406 23,943 26,407 27,993 28,000

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

在宅の重度障がい者が、自立して日常生活を営むことを容易にするために、各種日常生活用具を給付する事業。障害の種類によって、給付できる
用具が異なる。
【例】
　視覚障害　２級以上・・・盲人用腕時計、盲人用体温計、電磁調理器、点字タイプライター（就労者等）など
　聴覚障害　２級以上・・・屋内用信号装置
　直腸機能障害・・・・・・・ストマ装具（消化器系、尿路系）
利用者負担；原則１割（ただし月額上限あり）、申請前の購入は給付の対象とならない

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
自立して日常生活を営むことを容易に
する

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

いわゆる障害者総合支援法に位置づけられて
いる、地域生活支援事業のうちの必須事業の一
つである。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

給付件数　984件
給付総額　26,406千円

給付内容
　ストマ装具　682件
　紙おむつ　206件
　電気式たん吸引器　18件
　ネブライザー　6件
　透析液加温器　6件
　ほか

日常生活用具の交付により、障害者が自立して日常生活を送ることがで
きた。



0103010205030515 障がい者日常生活用具給付事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
日常生活用具の給付により、障がい者が自立した生活を送れるよ
うになることは、利用者本位の自立支援サービス（社会参加支援
含む）が受けられるということそのものであり、意図に結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

いわゆる障害者総合支援法に定める地域生活支援事業の必須事
業であり、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
医療の高度化による中途障がい者の給付期間の延伸や、障がい
者の長寿命化により日常生活用具を受給する人数が増加している
。周知を続けることで、成果の向上する余地はある程度ある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
いわゆる障害者総合支援法に定める地域生活支援事業の必須事
業であり、廃止・休止することはできない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

障害者総合支援法で定める地域生活支援事業の必須事業のに
位置づけられており、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

職員が行うのは支給決定及び支払に係る事務であり、これ以上削
減する余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

霧島市地域生活支援事業実施要綱等に給付を受けられる内容を
定めており、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

在宅での生活に必要な日常生活用具を適正・適切に給付できるよう、関係機関を通じて周知に努め、また十分な予算（扶助費）を
確保する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

在宅での生活に必要な日常生活用具を適正・適切に給付できるよう、関係機関を通じて周知に努め、また十分な予算（扶助費）を
確保する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030515 障がい者日常生活用具給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 26,407 27,993 28,000

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

26,407 27,993 28,000

13,203 13,996 13,330

6,601 6,998 6,665

0 0

0 0

6,603 6,999 8,005

計 26,407 27,993 28,000

当初予算 23,943 区分 名称 金額

補正予算 2,718 国庫支出金 地域生活支援事業費 13,203

2,718 県支出金 地域生活支援事業費 6,601

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 254 0

予算合計 26,407 0

0

0

0

0

合　計 19,804

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030516 事務事業名 障がい者日中一時支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

日中一時支援事業を利用した人数 人 143 150 157 160 165

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

見守りが必要な障がい者の人数（申請者） 人 229 245 249 260 265

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

％ 62 62 64 65 66

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 5,416 7,500 7,361 6,500 7,500

千円 2,793 3,750 3,680 3,250 3,750

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 5,751 3,750 3,682 3,250 3,750

千円 13,960 15,000 14,723 13,000 15,000

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 13,960 15,000 14,723 13,000 15,000

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　障がい者等の日中における活動の場を確保し、一時預かりを行うことで、その家族及び介護者が仕事に出たり、一時的な休息をとることができる。
　この事業の実施については、「オレンジ学園」等の支援体制が整備された事業所に業務委託するものである。
　対象は、障害者手帳を所持している者で、監護者が外出等により監護できなくなり、一時的に見守り等の支援が必要になった者。
　利用料金は、４時間未満が2,000円、８時間未満が3,500円、８時間以上が4,500円、身体障害と知的障害を併せ持つような重症障害の場合
は、3,000円、6,000円、9,000円を加算する。本人の負担額は、前述の算定額の一割とする。
【事業の流れ】
利用希望者が申請を行う→サービス支給量の決定（市）→サービス提供事業者と契約（本人）
実際のサービス利用→利用料の一部負担金を提供事業者に支払（本人）→提供事業者から市に請求

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
　一時的に見守り等の支援が必要な障
がい者

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
　家族及び介護者が仕事に出たり、一
時的な休息をとることができる。

日中一時支援事業を利用した人数／見守り
が必要な障がい者の人数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
　利用者本位の自立支援サービス（社
会参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　以前は居宅生活支援（ショートステイ事業）の
扶助費の部分だったが、平成18年度に障害者
自立支援法（現障害者総合支援法）が施行され
、同年10月から地域生活支援事業として市町村
が実施することになった事業の一つである。
　（自立支援給付における短期入所に該当しな
い部分を補うものである。）　

　厚生労働省から、療育のためではなく保護者
の就業のために必要な場合、当事業を活用す
るように指示があった（Ｈ28.3）

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　地域生活支援事業の中の事業で、委託している事業所が地域で生活
している障がい者の日中における活動の場として、延べ249名の預かり支
援を行った。

　障がい者の日中活動の場が確保され、生活の質の向上が図られた他、
家族及び介護者が用事を済ませたり、一時的な休息をとることができた。



0103010205030516 障がい者日中一時支援事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 放課後等デイサービス

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
一時的に見守り等の支援が必要な障がい者が、日中一時預かり
を利用することで、家族及び介護者が仕事に出たり、一時的な休
息をとることができるため、利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられるという意図に結びつく。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　障害者総合支援法に基づき市町村が実施する地域生活支援事
業の一つであるため妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　見守りが必要な障がい者の監護者には、ひと時も気が休まる暇
がないが、障がい者の保護者や団体等に対して学習会を行ったり
、周知を図ったりすることで、今後さらに利用者が増加するものと
思われる。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　廃止・休止した場合、介護者の就労や行事への参加、また一時
的な休息の機会がなくなり、障がい者や介護者の経済面・生活面
に影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 放課後等デイサービスは、障がい児に対する「療育の場」であるこ
とや、原則18歳以上の障がい者は利用できないため、統合できな
い。 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　事業費（委託料）の単価は霧島市地域生活支援事業実施要綱
等に基づいており、利用実績等により事業費が決まるため、削減
できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　職員は委託料支払等が主な業務であり、必要最小限の事務で
対処しているため、削減できない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の中の市町村が
実施する事業であり、それに基づく障がい者が対象のため、公平・
公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　厚生労働省の通知により、児童のサービスである放課後等デイサービスと本事業の切り分けを求められていることから、保護者
の就労等を理由とする、「療育を必要としない」預かりの場合、この事業を活用する方向で、サービスを提供していく必要があること
から、利用者・利用頻度ともに増加することが予見される。必要な予算（委託料）の確保に努める。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

引き続き、放課後等デイサービスとの切り分けを見極め、当事業の活用を図る。そのために、必要な予算（委託料）の確保に努め
る。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030516 障がい者日中一時支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 14,723 13,000 15,000

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

14,723 13,000 15,000

7,361 6,500 7,500

3,680 3,250 3,750

0 0

0 0

3,682 3,250 3,750

計 14,723 13,000 15,000

当初予算 15,000 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 500 国庫支出金 地域生活支援事業費 7,361

▲ 500 県支出金 地域生活支援事業費 3,680

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 223 0

予算合計 14,723 0

0

0

0

0

合　計 11,041

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030517 事務事業名 障がい者福祉ホーム事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 20 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

福祉ホームの利用者数 人 2 3 2 3 3

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

福祉ホームの利用希望者数 人 2 3 2 3 3

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 336 493 337 493 493

千円 168 246 168 246 246

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 170 249 169 249 249

千円 674 988 674 988 988

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 674 988 674 988 988

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　現に住居を求めている障がい者を対象に、低額な料金で、居室その他の設備を利用させるとともに、日常生活に必要な便宜を提供することにより
、障がい者の地域生活を支援する。地域生活支援事業実施要綱に基づく福祉ホーム事業を実施する事業所（鹿児島市に２か所）に委託し、利用者
は当該事業所と契約してサービスを利用する。
　対象者は、家庭環境、住宅事情等の理由により、居宅において生活することが困難な障がい者（ただし、常時の介護、医療を必要とする状態にあ
る者を除く）。
【事業の流れ】
利用希望者が申請を行う→サービス支給量の決定（市）→サービス提供事業者と契約（本人）
実際のサービス利用→利用料の一部負担金を提供事業者に支払（本人）→提供事業者から市に請求

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
　福祉ホームの入居を必要とする障が
い者

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
　福祉ホームに入居し、自立した地域
生活ができる。

福祉ホームの利用者数／福祉ホームの利用
希望者数　

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
　利用者本位の自立支援サービス（社
会参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　身体障がい者についての福祉ホームは、所在
する市町村が入居者の支援を実施していたが、
平成２０年度から利用者の入居前の市町村が支
援することが義務付けられた。（霧島市に福祉ホ
ームはなく、鹿児島市等にある福祉ホームに霧
島市出身者が入居している）
　平成18年度から障害者自立支援法（現障害者
総合支援法）が施行され、同年10月から地域生
活支援事業に移行した。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　　委託先　利用者　　　執行額
　　　2件　　　2人　　　　673千円

地域で生活するための住居を求めている2人の障がい者に、居室その他
の設備を提供し、障がい者の居住等に係る支援を行い、自立した生活に
寄与できた。



0103010205030517 障がい者福祉ホーム事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③
　希望者全員が入居できているため、向上の余地はない。

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

本事業は、これまで効果的・効率的に実施していることから、新たに取り組むべき課題はない。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
福祉ホームの入居を必要とする障がい者が、福祉ホームに入居し
、自立した地域生活ができることは、利用者本位の自立支援サー
ビス（社会参加支援含む）が受けられるという意図そのものである。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　障害者総合支援法に基づき市町村が実施する地域生活支援事
業の一つであるため妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　　障害者総合支援法に基づき市町村が実施する地域生活支援
事業の一つであるため、廃止・休止できない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　事業費（委託料）の単価は霧島市地域生活支援事業実施要綱
等に基づいており、利用実績等により事業費が決まるため、削減
できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　職員は委託料の支払等が主な業務であり、最小限の事務で対
処しているため削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の中の市町村が
実施する事業であり、それに基づく障がい者が対象のため、公平・
公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

福祉ホームへの入居を希望する障がい者が、希望通り利用できるよう、予算の確保に努める。
・委託料

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030517 障がい者福祉ホーム事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 674 988 988

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

674 988 988

337 493 493

168 246 246

0 0

0 0

169 249 249

計 674 988 988

当初予算 988 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 314 国庫支出金 地域生活支援事業費 337

▲ 314 県支出金 地域生活支援事業費 168

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 674 0

0

0

0

0

合　計 505

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030518 事務事業名 障がい者補装具給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉Ｇ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2124

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補装具の給付件数 件 436 470 356 400 420

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

身体障害者 身体障害者手帳保有者数 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

障がい者の日常生活が容易になる 補装具の適正な給付率 ％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 24,004 24,174 21,000 22,322 22,322

千円 12,002 12,087 10,500 11,161 11,161

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 11,998 12,087 2,659 11,161 11,161

千円 48,004 48,348 34,159 44,644 44,644

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 48,004 48,348 34,159 44,644 44,644

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

補装具を必要とする障がい者に交付でき、日常生活が容易になった。

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

身体の失われた部分や障害のある部分を補い、日常生活を容易にするために必要な用具の給付費を支給する事業。
原則１割負担だが、前年度所得と課税状況により上限がある。対象者：身体障害者手帳を所持している障がい者及び障がい児、難病患者等（政令
に定める難病）で、障害のために失われた身体部位や損なわれた身体機能が補装具により改善される者（児）。
介護保険サービスが受給できる方は、そちらが優先となる。また、事前に購入すると給付対象外となる。
　【給付できる用具の例】（代表的なもの）
　　・視覚障害・・・盲人安全つえ（白杖）、義眼、眼鏡　　　・聴覚障害・・・補聴器　　　・肢体不自由・・・義肢、装具、座位保持装置、車椅子など
　【給付までの流れ】
　　・業者からの見積書・医師意見書等を添えて申請⇒身体障害者更生相談所に判定依頼⇒判定結果により給付決定または却下、通知⇒納品後
本人負担額のみ業者に支払⇒業者から本人負担額を引いた公費負担額で請求⇒業者に支払（内容により判定が不要な場合あり）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成18年度の障害者自立支援法（現：障害者
総合支援法）の施行に伴い、身体障害者福祉
法と児童福祉法に基づく給付制度が一元化さ
れた。
　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

支給件数　　３５６件
支払金額　　３４、１５９千円

主な給付
　車椅子　　２７件
　座位保持装置　　１８件
　補聴器　６８件
　補装具修理　１３３件



0103010205030518 障がい者補装具給付事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦
職員の業務は書類受付けや給付費の支給であり、削減できない。

■

☐  削減できる

⑧
法定の事業であり、公平・公正である。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

事業実施に必要な予算（扶助費）を確保する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
補装具の給付により障がい者の日常生活が容易になることは、利
用者本位の自立支援サービス（社会参加支援含む）が受けられる
ことにつながることから、結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

いわゆる障害者総合支援法において、補装具は市町村が支給す
るとなっていることから、市が行わなければならない事業である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
補装具の給付については、身体障害者手帳取得時に配付する「
手帳のしおり」に記載し説明していることや、必要な際は主治医や
病院の医療相談員などから案内がなされていることなどから、制度
の周知は図られており、向上する余地はほとんどない。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
いわゆる障害者総合支援法において市町村が交付すると定めら
れていることから、休止・廃止できない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

本人負担額の算出根拠や市の負担割合等、いわゆる障害者総合
支援法や施行令で定められており、市の負担は削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

本事務事業としては、更生相談所等と密に連絡を取り合い、効果的・効率的に実施していることから、新たに取り組むべき課題は
ありません。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030518 障がい者補装具給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 34,159 44,644 44,644

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

34,159 44,644 44,644

21,000 22,322 22,322

10,500 11,161 11,161

0 0

0 0

2,659 11,161 11,161

計 34,159 44,644 44,644

当初予算 48,348 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 6,348 国庫支出金 障害者自立支援給付費 21,000

▲ 6,348 県支出金 障害者自立支援給付費 10,500

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 4,654 0

予算合計 37,346 0

0

0

0

0

合　計 31,500

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030519 事務事業名 障害者自立支援協議会運営事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 22 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 霧島市障害者自立支援協議会設置要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画・第４次障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

障害者自立支援協議会の開催 回 1 2 0 2 2

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

障がい者 身体障害者手帳保有者 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

療育手帳取得者 人 946 980 1,011 1,025 1,040

精神障害者保険福祉手帳保有者 人 575 590 622 640 660

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

地域生活支援事業を活用してもらう 利用件数 件 18,000 18,648 18,500 18,600

実績額 千円 80,000 71,544 82,000 83,000

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 44 154 0 144 144

千円 44 154 0 144 144

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 44 154 0 144 144

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

年に２回、障害者自立支援協議会を開催。
【委員構成】
　障害者支援施設代表、保護者等代表、医師会代表、行政機関代表、学識経験者等15名
【会議内容】
　各専門部会の実績報告、施策の方向性の検討

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

いわゆる障害者総合支援法に規定される「協議
会」を指す。法改正により、当事者や家族の協
議会参加が明確になされている。障がい者の自
立した生活を支えるサービス提供事業者や、当
事者・保護者による自主的なサークルなどによる
サービス提供のあり方、直面する課題への共通
理解や打開策などの協議が必要とされている。
市民・議会からの意見は特にない。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

協議会が実施できなかった 実施をしていないため、成果なし



0103010205030519 障害者自立支援協議会運営事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

地域課題を解決する場として機能させる。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？ 協議会の協議内容そのものが、地域生活支援事業の利用の向上
にあることから、意図に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？ 法で設置を求められた協議会であり、市が行うのは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 予定通り会議を開催し、更に具体的な協議議題を提供し、検討を
加えていただき、市への提言をまとめていただければ、利用しや
すい制度へ改正することができる。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？ 障がい者の地域生活を支える事業のありかたについて協議する場
がなくなり、影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 委員の出会報酬、出席旅費など、最低限の事業費で積算しており

、これ以上の事業費削減はできない。
 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

基幹相談支援事業所を立ち上げ、そこへの事務委託内容の一部
として協議会運営事業を包含することで、事業費を削減できる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？ 障がい者全体の福祉について協議していただく場であり、公平・

公正である。
 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

まず、予定通り会議を開催する。
また、当協議会の下部に組織している各専門部会の協議の結果導かれた、霧島市における「地域の課題」を提出、協議していた
だく。
併せて、基幹相談支援センターのあり方について協議していただく。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030519 障害者自立支援協議会運営事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 108 108

9 0 33 33

10 0 0

11 0 3 3

0 3 3

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

0 144 144

0 0

0 0

0 0

0 0

0 144 144

計 0 144 144

当初予算 154 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 154 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030520 事務事業名 障害者体育館管理事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 62 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 霧島市障害者福祉施設の設置及び管理に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障害者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

施設数 ヶ所 1 1 1 1 1

利用件数 団体 275 280 280 290 295

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

身体障害者 身体障害者手帳保有者 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

知的障害者 療育手帳保有者 人 947 1,020 1,011 1,025 1,040

精神障害者 精神障害者保健福祉手帳保有者 人 564 570 622 640 660

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

体育館でレク等ができる ％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,460

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 176 0 0

千円 395 289 1,003 231 231

千円 395 289 1,179 231 231

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 395 289 1,179 231 231

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

【施設の概要】
　１）所在地　霧島市国分中央三丁目43番3号
　２）建築年度　昭和61年度
　３）開館時間　平日は午前9時から午後9時まで　土曜日は午前9時から午後5時まで
　４）休館日　　日曜、祝日、12月29日から翌１月3日
【利用料金等】
　無料
　※障がい者の健康増進、レクリエーション等を行うことにより、障害者の社会参加の促進と福祉の向上を図ることを設置目的としているため

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
実際に利用できた障がい者等/利用を希望
する障がい者等

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催
決定と、同年の鹿児島国体開催・全国障害者ス
ポーツ大会開催決定により、障がい者のスポー
ツやレクリエーション参加への機会増大が求め
られている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

障がい者スポーツ愛好団体、障害福祉サービス事業所、スペシャルオリ
ンピックス団体など、年間280件の利用があった。

障がい者がスポーツ・レクリエーションの機会に触れることができた。



0103010205030520 障害者体育館管理事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？ 障がい者がスポーツ・レクリエーションの機会に恵まれ、健康の維
持・増進に役立つことは、利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられるという意図に間接的に結びついてい
る。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？ 障がい者のスポーツ・レクリエーション参加には、一般の方の中に

入りにくいという心理的ハードルがあるだけでなく、危険予防の側
面からも専用の施設を確保することが望ましいことから、妥当であ
る。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 障害者福祉サービス事業所に周知することにより、施設利用者の
親睦等の機会にも利用が見込まれることから、新設の事業所当に
周知することで、成果の向上が見込める。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？ 市内には障害者・障害者団体が優先的に、かつ無料で利用でき
るスポーツ施設が他にないため、事業の廃止・休止は多大な影響
がある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 管理に必要な需用費（電気代・修繕料）など、最低限の経費で事

業実施しており、削減できない
 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

予約・申請受付けは既に事務補佐員等で行っていて、職員の負
担はほとんどない。
また、現場には人員を配置しておらず、実務上併設する働く女性
の家の職員が管理しており、当課の人件費は発生していないこと
から、削減できない。 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

利用を希望する障がい者には、開館時間内で貸し出しを行ってお
り、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

新設の障害者（児）支援施設に周知し、成果の向上を図る。
また、適切に建物を維持する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

新設の障害者（児）支援施設に周知し、成果の向上を図る。
また、適切に建物を維持する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030520 障害者体育館管理事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 1,172 224 224

0 0

0 0

0 0

0 0

206 154 154

966 70 70

0 0

0 0

0 0

12 7 7 7

0 0

0 0

0 0

7 7 7

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,179 231 231

0 0

0 0

0 0

176 0

1,003 231 231

計 1,179 231 231

当初予算 289 区分 名称 金額

補正予算 1,030 その他 雑入 176

1,030 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,319 0

0

0

0

0

合　計 176

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第4号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030521 事務事業名 障害程度区分認定業務
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2122

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 18 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画・障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

一次判定を行った件数 件 273 220 247 220 230

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

障害福祉サービスの利用希望者 身体障害者手帳保有者 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

療育手帳保有者 人 947 1,020 1,011 1,080 1,040

精神障害者保健福祉手帳保有者 人 564 570 622 580 660

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

人 1,144 1,260 1,478 1,690 1,900

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 849 747 704 971 1,052

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 925 747 1,235 973 1,052

千円 1,774 1,494 1,939 1,944 2,104

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,774 1,494 1,939 1,944 2,104

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　障害支援区分認定業務は、一次判定業務と二次判定業務があり、一次判定を当課で実施し、二次判定業務は姶良・伊佐地区介護保険組合で
実施（予算：一部事務組合負担金）した後、障害支援区分を決定する。
　この事務事業は、障がい者の障害程度の区分判定を行うために１）申請のあった障がい者の居宅または施設を訪問、２）調査員による一次判定を
実施、３）医師意見書を添付し、介護保険組合に二次判定を依頼という流れである。（二次判定分は、同一名称の別事業として取り扱う。）
　一次判定業務の流れ
　①障がい者からの申請　　②調査の日程調整　　③訪問による聞き取り調査　　④医師の意見書の要求　⑤調査結果をコンピュータ入力　　⑥入
力データにより一次判定　　　⑦二次判定の依頼
（平成26年度から、「障害支援区分」に名称変更）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
障害程度に合った福祉サービスが受
けられる。

障害程度区分認定を受けた障がい者数（累
計）

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
　利用者本位の自立支援サービス（社
会参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成18年４月から障害者自立支援法が施行さ
れ、これまでの障害の種類や自宅か施設といっ
た区分から、機能や目的別によるサービスの区
分になった。
　同法の施行により、障がい者のサービス体系
が新たになり、入所施設等においては、旧法適
用から新法へ移行するための認定作業が終了
した。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　申請のあった障がい者を訪問し、調査員の聞取り調査により、247人に
一次判定を行い、医師意見書を付けて介護保険組合に二次判定を依頼
した。

　二次判定の結果を受け、障害程度区分に応じた福祉サービスが提供
できるようになった。



0103010205030521 障害程度区分認定業務
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧
法に基づく制度で、国の基準で実施しており、公平・公正である。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

障害福祉サービスの利用を希望する障がい者の判定がスムーズにいくよう、予算の確保を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　障害福祉サービスの利用希望者が、障害程度に合った福祉サ
ービスを受けるための事業であり、利用者本位の自立支援サービ
ス（社会参加支援含む）が受けられるという意図に結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

障害者総合支援法に基づく施策で、市町村またはその委託先事
業者が実施しなければならない事業であり、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
障害程度区分認定のための訪問調査では、知的及び精神障がい
者の場合は困難な場合があるため、専門知識を有する調査員が
行っている。
　また、判定においては、全国統一の判定ソフトを使用し、データ
入力により一次判定している。
　これらのため、向上の余地はほとんどない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
障害者総合支援法に基づく施策で、市町村またはその委託先事
業者がこの事業を実施しなければ、当事者が障害福祉サービスを
受けることができなくなるため、廃止・休止はできない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　調査員は日額雇用であり、必要なときだけの勤務であるため、こ
れ以上削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　職員以外でも高齢者介護保険事業と連携した調査員の活用や
専門的知識を持った在宅の調査員（臨時職員）による調査を実施
している。
　平成27年度は職員が行っている事務作業を再点検し、認定調
査員や臨時職員でできる部分は依頼して、職員の負担軽減を図
った。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

これまで、障害支援区分認定業務と障害福祉サービス給付事業のそれぞれを一人の担当が行っていたため、この二つの業務を
切り分け、別々の職員で行い、相互チェックをするとともに、業務の平準化を図る。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030521 障害程度区分認定業務
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 752 621 700

8 0 0

9 6 21 21

10 0 0

11 137 133 133

79 80 80

58 53 53

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 1,044 1,169 1,250

94 99 100

0 0

950 1,070 1,150

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,939 1,944 2,104

704 971 1,052

0 0

0 0

0 0

1,235 973 1,052

計 1,939 1,944 2,104

当初予算 1,494 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 障害程度区分認定等事業費 704

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 505 0

予算合計 1,999 0

0

0

0

0

合　計 704

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030522 事務事業名 心身障害者扶養共済事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉Ｇ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2122

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ ― 不明）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

制度への加入者数 人 27 27 26 26 26

制度の受給者数 人 55 55 53 53 53

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

身体障害者

知的障害者

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

地域で自立して生活できる

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 77 82 75 77 0

千円 0 0 0 0 0

千円 695 891 772 862 0

千円 161 196 18 107 1,046

千円 933 1,169 865 1,046 1,046

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 933 1,169 865 1,046 1,046

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

扶養共済事業が維持された。

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

霧島市心身障害者扶養共済制度掛金の一部負担に関する条
例

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

心身障害者の保護者の相互扶助の精神に基づき、保護者が生存中に掛金を納付することにより、保護者が亡くなった場合などに、障がい者に終身
年金を支給する、任意加入の制度。

【加入できる範囲】
１）知的障がい児（者）　　２）身体障害者手帳１級～３級を持つ障がい児（者）　　３）精神又は身体に永続的な障害のある児（者）で、その障害の程
度が１）又は２）と同程度と認められる方

【掛金額】　加入時の保護者の年齢により異なる

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

全国的な制度ではあるが、経済環境の変動によ
る運用利回りの低下、障がい者の平均寿命の延
伸による年金給付期間の長期化等により、財政
が悪化し、厚生労働省の検討委員会において
検討がなされ、平成20年４月１日から制度改正
が行われている。
本市内においては、新規加入者がほとんどない
現状である。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

加入者から掛金を受け入れ、市の負担金と合わせて県に支払った。

新規加入者　　０人
加入者の死亡　1人
受給者の死亡　2人



0103010205030522 心身障害者扶養共済事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥
国で定められた負担額であり、市の負担額は削減できない。

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

本事業はこれまで効果的に・効率的に事業を実施していることから、新たに取り組むべき課題はない。

事業を維持できるだけの予算を確保する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

年度当初の掛金の請求、毎月の県への負担金の支払等、必要最
低限の事務作業のみであり、人件費の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030522 心身障害者扶養共済事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 62 77 77

62 77 77

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 803 969 969

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

865 1,046 1,046

0 0

75 77

0 0

772 862

18 107 1,046

計 865 1,046 1,046

当初予算 1,169 区分 名称 金額

補正予算 0 県支出金 心身障害者扶養共済事務費 75

0 その他 心身障害者扶養共済保険料 772

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,169 0

0

0

0

0

合　計 847

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030523 事務事業名 身体障害者協会運営支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2122

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 40 年代～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画・障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市身体障害者協会連合会により開催したイベントの回数 回 13 13 13 13 13

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

霧島市身体障害者協会連合会会員 身体障害者協会の会員数　 人 2,284 2,300 2,284 2,400 2,410

　 　

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

身体障がい者の親睦が深まる 身体障害者協会の会員数 人 2,284 2,300 2,284 2,400 2,410

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,414 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,668 1,668 1,668 1,668 1,668

千円 1,668 1,668 1,668 1,668 1,668

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,668 1,668 1,668 1,668 1,668

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　身体障がい者の親睦と自立更生を目的とした活動の場を提供する、身体障害者協会に補助を行うもの。
　また、障害者社会参加促進事業の一環として、身体障害者協会が実施するスポーツ大会や、研修活動についても補助を行う。
　（市の活動）　身体障害者協会に補助金交付の手続きを行う。　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　各地区の身体障害者協会へ補助していたが、
合併により協会も連合体となったこともあり、補
助金を１本化した。
　また、身体障害者スポーツ大会については、
国分・隼人・福山の３地区の身体障害者協会へ
補助していたが、平成19年度から霧島市身体障
害者協会連合会への補助金として１本化した。
　協会の加入者が年々高齢化している。
　身障協への補助金が年々減っているので、運
営が厳しくなってきている。（霧島市身体障害者
協会連合会長）　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

霧島市身体障害者協会連合会に1,668千円の運営補助金を支給した。　 　補助金を含む運営経費で、スポーツ交流や研修会等が実施され、身体
障がい者の親睦と自立更生が図られた。



0103010205030523 身体障害者協会運営支援事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

身体障害者協会の運営に必要な補助金の確保に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　霧島市身体障害者協会連合会会員の親睦が深まり、各種情報
交換がなされることは、利用者本位の自立支援サービス（社会参
加支援含む）が受けられることにつながり、意図に結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　尊厳をもって積極的に社会参加をを目指す市内の身体障がい
者を支援している身体障害者協会の活動に対し、補助を行ってい
るものであり、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　市内に居住する身体障がい者が自主的に身体障害者協会に加
入し、尊厳をもって積極的に社会参加ができるように協会の活動
に参加している。現在、新たに身体障がい者手帳を取得された方
に対し、会員募集のチラシを配布している。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
補助金の削減により協会の活動が少なくなることで、市内の身体
障がい者に対する社会参加などの支援が縮小する。のちには身
体障害者協会がなくなる可能性がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　平成19年度から補助金を霧島市身体障害者協会連合会に1本
化し、補助額においても平成20年度まで、15％の削減を行ったと
ころである。これ以上補助金を削減すると運営・活動ができなくな
る。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　身体障がい者が尊厳をもって積極的に社会参加ができるように、
身体障害者協会の活動に対し補助を行っているものであり、補助
金交付事務の必要最小限の事務で対処しているため削減余地が
ない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　市内の身体障がい者が社会参加できるように支援している身体
障害者協会の活動に対し、補助を行っているものであり、公平・公
正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

この事業は、合併当初に数年かけて補助額を漸減させていること、職員の事務負担は補助金交付事務程度であることなどから、
新たに取り組むべき課題はない。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030523 身体障害者協会運営支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 1,668 1,668 1,668

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,668 1,668 1,668

0 0

0 0

0 0

0 0

1,668 1,668 1,668

計 1,668 1,668 1,668

当初予算 1,668 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,668 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030524 事務事業名 点字・声の広報発行事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 16 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法に基づく任意事業

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

音声広報等の発行回数 回 46 46 46 46 46

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

　視覚障がい者 人 444 460 423 450 465

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

広報きりしまの音声テープ・点字図書発行率 ％ 100 100 100 100 100

　　　　〃 人 65 65 65 65 65

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 133 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 81 106 102 213 175

千円 41 53 51 106 87

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 147 53 52 107 88

千円 269 212 205 426 350

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 269 212 205 426 350

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　市報「きりしま」ほか各種広報誌等を、視覚障がい者のために、点字や音声広報へ再編集して情報の提供を行う。
　霧島市ボランティア「さざなみ」「なんてん」による音声広報及び点字広報の発行を支援するもので、ボランティア団体の行う点字や音声広報の発
行に係る経費を支出するものである。（平成21年度に点字プリンター購入）　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
身体障害手帳の保持者のうち視覚障がい者
数

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
　視覚障がい者が市報等の情報を点
字・音声等で得ることができる。

イ
点字や音声広報を利用している視覚障がい
者数

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
　利用者本位の自立支援サービス（社
会参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　旧国分市において、視覚障がい者のニーズに
応え、ボランティア「さざなみ」による音声広報テ
ープを発行。国県の補助事業である社会参加
促進事業として平成16年度から点字・声の広報
発行事業としている。　視覚障がい者等の情報
の分野に関しては厳しいものがあるが、音声広
報等の情報を得ることにより、情報のバリアフリ
ーにつながる。平成18年度から障害者自立支
援法が施行され、同年10月から地域生活支援
事業へ移行した。　利用している障がい者から、
更に、色々な情報誌の発行をしてほしいとの要
望もある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　・広報きりしまの音声テープ及び点字図書の発行（年 24回）
　・広報きりしまの音声テープを、FMきりしま土曜早朝に放送
　・広報きりしま及び議会だより、暮らしの便利帳を、点字翻訳し発行

視覚障がい者・聴覚障がい者に対して、市の行政情報を提供することが
できた。



0103010205030524 点字・声の広報発行事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善・コスト拡充 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
視覚障がい者等が、市報等の情報を点字・音声等で得ることがで
きることは、情報のバリアフリーにつながり、利用者本位の自立支
援サービス（社会参加支援含む）が受けられるという意図に結びつ
く。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　障害者総合支援法に基づき市町村が実施する地域生活支援事
業の一つであるため妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
この事業を利用していない、又はご存じない視覚障がい者に対し
、障がい者団体等を通じて利用を呼びかけていくことで、成果の向
上が見込める。
　また、アナログ録音のカセットテープから、デジタル録音のＣＤに
変更することで、更に便利な聞き方・使い方に変更できる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　廃止・休止した場合は市の広報等の情報を得られない障がい者
が出てくる恐れがある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

事業費は、消耗品と点字プリンターの保守料であり、最低限の経
費であるので削減はできない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　消耗品の購入と点字プリンター保守契約のみの事務であり削減
の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の中の市町村が
実施する事業であり、それに基づく障がい者が対象のため、公平・
公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

音訳方式をカセットテープからデジタル録音に変更するための備品を購入し、ボランティア団体に習熟してもらった上で、年度途
中からデジタル方式（ＣＤ）に変更する。
なお、聴取用の機材は日常生活用具給付事業を利用し、原則１割で購入できることも、習熟期間に広報を行い、スムーズに切替
ができるようにする。
点訳は、議会だよりの印刷を県身体障害者協会又はアイテップのどちらかに委託し、スムーズな発行につなげる。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

市報や議会だよりだけでなく、「市民便利帳」や「ぐんぐんの樹」など、市発行の情報誌も点字印刷できるよう、現状よりも多くの委託
料の確保に努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030524 点字・声の広報発行事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 43 48 50

43 48 50

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 162 278 300

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 100

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

205 426 350

102 213 175

51 106 87

0 0

0 0

52 107 88

計 205 426 350

当初予算 210 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 地域生活支援事業費 102

0 県支出金 地域生活支援事業費 51

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 210 0

0

0

0

0

合　計 153

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030525 事務事業名 特別障害者手当等給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ Ｓ 61 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

特別障害者手当受給者数（延べ） 人 1,306 1,320 1,448 1,500 1,520

障害児福祉手当受給者数（延べ） 人 722 750 745 750 780

経過的福祉手当受給者数（延べ） 人 36 36 37 24 24

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

在宅の重度障がい者

在宅の重度障がい児

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

経済的負担を軽減する

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 33,354 36,516 37,263 39,158 39,750

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 11,462 12,172 12,600 13,226 13,423

千円 44,816 48,688 49,863 52,384 53,173

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 44,816 48,688 49,863 52,384 53,173

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

【特別障害者手当】
　20歳以上で、国民年金の１級程度の障害が重複するなど、著しく重度の障害の状態にあるため、日常生活で常時特別の介護を必要とする者
【障害児福祉手当】
　20歳未満で、重度の障害の状態にある者で、日常生活で常時の介護を必要とする者
【経過的福祉手当】
　重度の障害者で、日常生活で常時の介護を必要とする者であり、障害基礎年金を受けることができない者
これらの者に対し、国が定める手当額を３か月に１回支払う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

在宅の重度障害者を対象としているが、制度創
設時と比べ、福祉制度が大きく様変わりしており
、法や施行令で予定してない入所形態の状況
が発生している。

市民や議会などからの意見はない。
投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

各手当の支給実績額

特別障害者手当　38,405千円
障害児福祉手当　10,746千円
経過的福祉手当　　　533千円

在宅の重度障がい者の経済的負担が軽減され、希望する障害福祉サー
ビス受給の一助となった。



0103010205030525 特別障害者手当等給付事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

☐

■  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

職員が行うべき作業・臨時職員にさせるべき作業を精査し、職員の事務負担の軽減を図る。

予算の十分な確保に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 国が定める手当金額を定例的に支払うものであり、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

支給決定や支払事務以外で、細かな事務作業があるため、事務
補佐員に業務を依頼することで、職員の業務負担を減らし、人件
費削減につなげることができる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030525 特別障害者手当等給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 173 173 173

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 5 0 0

0 0

0 0

0 0

5 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 49,685 52,211 53,000

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

49,863 52,384 53,173

37,263 39,158 39,750

0 0

0 0

0 0

12,600 13,226 13,423

計 49,863 52,384 53,173

当初予算 46,378 区分 名称 金額

補正予算 3,451 国庫支出金 特別障害者手当 37,263

3,451 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 36 0

予算合計 49,865 0

0

0

0

0

合　計 37,263

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030527 事務事業名 訪問入浴サービス事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 24 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の任意事業

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

訪問入浴の実施回数 回 0 72 0 72 72

　 　

　 　

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

自宅での入浴が困難な人 人 16 16 0 12 12

　 　 　

　 　 　

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

入浴できた人 人 0 1 0 1 1

　 　 　

　 　 　

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障害者の実人員 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 405 0 405 405

千円 0 202 0 202 202

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 203 0 203 203

千円 0 810 0 810 810

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 810 0 810 810

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

実績なし

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　訪問入浴サービスとは、重度の身体障害などで、自宅の浴槽で入浴が困難な障がい者に対し、訪問入浴車で自宅を訪問し、広い居間等に浴槽
を設置した上で、入浴等の介助を行うサービスである。
【事務の流れ】
地域生活支援事業利用申請書提出→利用決定→決定通知書をサービス提供事業者に提出→
実際のサービス利用→利用料の一部負担金を提供事業者に支払（本人）→提供事業者から市に請求

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
重度の身体障害（体幹機能障害１級な
ど）

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
入浴困難な障がい者を自宅で入浴で
きるようにする

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援を含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　自宅での入浴が困難な障がい者に対し、訪問
入浴のサービスを実施してほしいという要望があ
り、平成2４年度に事業を創設したが、入院となり
その後も利用者はない。

　利用者がないことから、当初予算額を逓減さ
せてきており、そのことについて議員からの質問
がなされた。　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　平成27年度の実績がなかったため、今後、相談支援事業所等等を通じ
さらに周知しながら、利用者発掘に取り組む。



0103010205030527 訪問入浴サービス事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

周知をしながら、最低限の予算の確保に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　重度の身体障がい者（体幹機能障害１級など）が、施設ではなく
自宅で入浴できるように支援をすることは、利用者本位の自立支
援サービス（社会参加支援を含む）が受けられるという事業の意図
そのものである。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　障害者総合支援法に基づき市町村が実施する地域生活支援事
業の一つであるため、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
実績がないため、周知し、利用を広めることで、成果の向上が見込
める。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　重度の障がい者が、自宅で尊厳をもって生活することが困難に
なり、その結果施設への入所を余儀なくされるケースが想定される
ため、大きな影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　事業費（委託料）の単価は霧島市地域生活支援事業実施要綱
等に基づいており、利用実績により事業費が決まる（利用のなかっ
たＨ２７年度は執行なし）ため、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　職員は委託料の委託料の支払業務であり、必要最低限の事務
で対処しているため、削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の中の市町村が
実施する事業であり、それに基づく障がい者が対象のため、公平・
公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

入浴介助が必要な重度の障がい者のご家庭で、自宅の浴槽で入浴できない場合、現在のところ通所サービス等を利用した際に
入浴をすることが多く、また浴槽と温水、介助者３名程度の重さに耐えられ、車を近くまで入れられるリビングがあることが少ないと
いう現状である。ただし、今後このような条件を満足した利用希望者が出てくる可能性があるため、相談支援事業所等を通じて、周
知をしていく。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030527 訪問入浴サービス事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 810 810

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

0 810 810

0 405 405

0 202 202

0 0

0 0

0 203 203

計 0 810 810

当初予算 810 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 607

▲ 607

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 72 0

予算合計 131 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030528 事務事業名 障がい者相談員設置事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2123

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ 不明）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 身体障害者福祉法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

障がい者相談員に寄せられる相談の数 件 653 660 506 660 665

知的障がい者相談員に寄せられる相談の数 件 154 160 131 160 165

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

身体障害者数 身体障害者手帳保持者 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

知的障害者数 療育手帳保持者 人 963 1,020 1,011 1,025 1,040

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

身近に相談を受けられる 件 0 0 0 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 552 552 532 552 552

千円 552 552 532 552 552

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 552 552 532 552 552

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

障がい者相談員は、身体に障害のある方、知的に障害のある方の更生援護の相談に応じ、就業指導、生活改善の指導などを行ってもらうため、市
が委嘱する。

身体障がい者相談員：　　16名
知的障がい者相談員：　　4名

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
相談が受けられなかったとして寄せられた苦
情の数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

日常的に些細なことを相談できる存在として、大
変身近な相談員である。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

身体障害者相談員16名、知的障害者相談員4名を委嘱し、地域で生活
する障がい者の方からの相談に対応していただいた。

報償費　492,000円（2,050円×12ヶ月×20名）

地域で生活する障がい者の方の不安が取り除かれ、また必要に応じて専
門機関が紹介された。



0103010205030528 障がい者相談員設置事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

この事業は、効果的・効率的に実施していることから、新たに取り組むべき課題はない。

相談員の報償費を適切に確保する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
地域で生活する障がい者の日常の悩みや、制度利用上の疑問点
が解消されることは、利用者本位の自立支援サービスが受けられ
るという意図に間接的に結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

障がい者の日常的な悩みを解決する相談員として、法に定められ
ている制度であり、市が実施することが妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
小額の報償費で活動していただいており、これ以上成果が向上す
る余地はほとんどない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
身近な地域で相談できる環境がなくなり、障がい者の地域生活に
影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

非常に小額の報償費で業務に当たっていただいており、これ以上
の削減は困難である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

職員の作業は、相談員の委嘱と委託料の支払程度の最低限の事
務であり、削減することはできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

身体障害者・知的障害者の全ての方が相談することが可能であり
、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030528 障がい者相談員設置事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 492 492 492

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 40 60 60

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

532 552 552

0 0

0 0

0 0

0 0

532 552 552

計 532 552 552

当初予算 552 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 552 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030531 事務事業名 障害者虐待防止対策支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2124

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 24 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

障害者虐待に関する通報 回 4 5 11 15 20

障害者虐待の認定件数 件 0 0 1 1 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

身体障がい者 身体障害者手帳保有者数 人 6,612 6,630 6,524 6,650 6,700

知的障がい者 療育手帳保有者数 人 947 1,020 1,011 1,025 1,040

精神障がい者 精神障害者保険福祉手帳保有者数 人 564 570 622 640 660

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

虐待にあわないようにする 回 0 0 9% 6% 5%

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 526 0 526 526

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 527 0 527 527

千円 0 1,053 0 1,053 1,053

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 1,053 0 1,053 1,053

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対する支援等に関する
法律

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行うため、地域における関係機関等の協力体制の整備や支援体制の
強化を図ることを目的に、平成24年10月1日から、「障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対する支援等に関する法律（いわゆる「障害者虐待防止
法）」が施行された。
　これらに対応するため、長寿・障害福祉課内に相談窓口（霧島市障害者虐待防止センター）を設置し、相談支援事業所等と連携し、家庭訪問を実
施したり、万一虐待が発生した際には一時保護するための居室を確保するなどしている。
＜事業の手順＞
虐待を見た人、受けた人等から窓口へ通報、届け出　⇒　通報や届け出の内容を検討　⇒　事実確認　⇒　必要な措置（保護、立入調査等）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
障害者虐待の認定件数/障害者虐待に関す
る通報

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　虐待によって障がい者の権利や尊厳がおび
やかされることを防ぎ、障がい者の安定した生活
や社会参加を助けるために、平成２４年１０月１
日からいわゆる障害者虐待防止法が施行され
た。

　市民や議会からの意見は特にない。 投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

虐待通報
　身体的虐待・・・３件
　経済的虐待・・・５件
　その他・・・・・・・３件

　身体的虐待事例
　　１件は、施設に立ち入り、再発防止に向けた取り組みを促した
　　２件は、引き続きフォロー中。
　経済的虐待事例
　　１件は、虐待と判断し、緊急非難につなげることができた。
　　３件は、取り下げ。
　　１件は、引き続きフォロー中。
　その他
　　２件は、施設に立ち入り、再発防止に向けた取り組みを促した。
　　１件は引き続きフォロー中。



0103010205030531 障害者虐待防止対策支援事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

関係機関との連携の維持・強化に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
障がい者の権利や尊厳がおびやかされる虐待を防ぐことによって
、障がい者が地域で自分らしく生活できることから、間接的に結び
ついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　障がい者の虐待防止は法により地方自治体に果たすべき責務
が課せられているため、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
センターの業務等について定期的に周知するほか、具体的にど
のようなことが虐待に当たるのかを啓発することによって、市民の
障がい者虐待に対する認知度が高まり、成果が向上する見込があ
る。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
法により地方自治体の責務が定められた事業であり、廃止・休止
することはできない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

通報への対応は昼夜を問わないこととされていること、また身体的
虐待への対応等は一刻を争うことなどから、事業費の削減はでき
ない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

今後、本市または広域で基幹相談支援センターが設立された場
合、業務の一部又は全部を委託することが可能となる。
ただし一方で、これまで発生してこなかった委託料が発生するほ
か、立ち入り調査等は委託できないことから、慎重な検討が必要で
ある。 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

高齢化や不慮の事故、病気などで誰もが障がいを得る可能性が
ある中、障がい者の虐待防止は全市民への課題であり、公平・公
正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

本事務事業は、これまで関係機関（県及び障害者事業所）と連携して早急な対応に努めてきた。今後も早急な対応ができるように
関係機関との連携強化に努めたい。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030531 障害者虐待防止対策支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 363 363

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 690 690

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

0 1,053 1,053

0 526 526

0 0

0 0

0 0

0 527 527

計 0 1,053 1,053

当初予算 1,053 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,053 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030532 事務事業名 成年後見制度利用支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉Ｇ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2124

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 24 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 民法・任意後見契約に関する法律・後見登記に関する法律他

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障がい者計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市長が申立人で法定後見制度の利用を相談した者の数 人 1 1 3 2 3

市長が申立人となって、法定後見制度の審判を開始した者 人 0 1 2 2 3

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

知的障がい者 療育手帳保有者数 人 947 1,020 1,011 1,025 1,040

精神障がい者 精神障害者保健福祉手帳保有者数 人 564 570 622 640 660

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

安心して地域で暮らせるようになる 市長申し出による成年後見制度の利用開始 人 0 1 2 2 3

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 597 54 561 561

千円 0 298 27 280 280

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 300 56 283 283

千円 0 1,195 137 1,124 1,124

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 1,195 137 1,124 1,124

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

障害福祉サービスを利用する上で、その障害の特性などから成年後見制度を利用することがその方のためになると認められる方のうち、利用に要
する費用の補助を受けなければ制度の利用が困難であると認められる方に対し、費用の一部を助成する。
【利用の流れ】
　利用について本人及び関係者等から相談⇒本人または申立人（配偶者・2親等内の親族等）の調査により、市長が申立すべきと判断⇒手続き開
始
※成年後見制度
　精神上の障害（認知症、知的障害、精神障害）等により自分で判断することが困難な方のために、代わりに契約等の法律行為をしたり、本人の行
為に同意を与えたり、又は本人のした行為を取り消したりして、本人の利益を守る人を定める制度。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

自分で十分な判断をすることができない障がい
者について、本人や保護者が高齢化することに
より、財産管理や各種契約上のトラブルに見舞
われることを未然に防ぐため、この制度を活用し
たいという声が、相談支援事業所等から届いて
いる。

議会からの質問等はない。
投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

市長を申立人とする成年後見制度の利用について、平成23年度1件、平
成24年度１件、平成27年度3件申立あり。

うち、２件の市長申立による法定後見の審判を開始した。

市長申立てを３件行い、２件は成年後見人が決定した。1件は審議中の
ため、今後、裁判所から照会等あるため、事業所との連携が必要。



0103010205030532 成年後見制度利用支援事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 成年後見制度利用支援事業（高齢者）

☐

☐

■

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧
受益者は資力のない方に限られており、公平・公正である。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・コスト拡充 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

成年後見制度の周知に努め、資力のない制度利用希望者に対し、適切に事業執行ができるよう努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
障がいの特性により自ら十分な判断ができない障がいのある方に
とって、代わりに成年後見人等が適切な障害福祉サービス利用に
関する契約を行うことにより、間接的に基本事業の意図に結びつく
。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

成年後見制度の申立人の不在や、資力不足で制度を利用できな
い方のための制度であり、妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
障がい者の高齢化、またその保護者の高齢化により、潜在的にこ
の制度の利用が望まれる方は相当数存在するものと考えられるが
、事業実施に当たってはマンパワーや周知が不足している。
社会福祉協議会に設置予定の成年後見センターに業務委託する
ことにより、成果の向上が見込める。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
成年後見制度を利用できるのは資力のある方に限られることにな
り、廃止・休止すると影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 高齢者と障がい者とでは、補助事業が異なるが、それぞれで「成
年後見センター」へ事業委託することで、連携できる。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

今後成年後見制度の利用についての啓発が進むにつれ、利用の
相談が増加することが予測され、また、今後委託料の増加が見込
まれるため、事業費は削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

むしろ人材を投入し実施すべき事業であり、相談体制の強化やや
り方の工夫により取組を強化すべき事業である。
また、非常にセンシティブな個人情報の取扱となることから、臨時
職員の対応も困難である。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

今年度社会福祉協議会に設置予定の「成年後見センター」に、障がい者分も委託するため、９月補正等により予算を確保する必
要がある。

なお、平成27年度末に１件市長申立てを実施しており、今後、鑑定や裁判所への同行が必要。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030532 成年後見制度利用支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 137 572 572

9 22 22

0 0

128 550 550

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 552 552

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

137 1,124 1,124

54 561 561

27 280 280

0 0

0 0

56 283 283

計 137 1,124 1,124

当初予算 1,195 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 地域生活支援事業費 54

0 県支出金 地域生活支援事業費 27

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 288 0

予算合計 907 0

0

0

0

0

合　計 81

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030533 事務事業名 補聴器助成事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2123

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 25 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 霧島市軽度・中等度難聴児補聴器助成事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

軽度・中等度補聴器助成実施人数 人 1 4 1 4 4

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

人 1 4 1 4 4

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

補聴器を交付する ％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 35 0 17 344 344

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 36 0 18 345 345

千円 71 0 35 689 689

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 71 0 35 689 689

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児に対して、補聴器の購入費用の一部を助成することにより、補聴器の装用による日
常生活における音声・言語機能や意思伝達の能力、コミュニケーション能力等の向上や、聴力レベルの低下の予防を図り、併せて保護者の経済的
負担を軽減し、軽度・中等度難聴児を支援することを目的とする。

　助成対象者は18歳未満の軽度・中等度難聴児であり、助成額は補聴器基準額の2/3とする。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
身体障害者手帳の交付対象とならな
い軽度・中等度の難聴児

軽度・中等度難聴児のうち、助成申請をした
数

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
補聴器購入費助成を受けた軽度・中等度難
聴児/補聴器購入費助成を申請した軽度・中
等度難聴児

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成25年度に鹿児島県軽度・中等度難聴児補
聴器助成事業実施要綱が施行され、霧島市で
も霧島市軽度・中等度難聴児補聴器助成事業
実施要綱を制定し、事業開始した。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　交付件数　　１件
　執行額　　　35,266　円

　教育環境や生活環境を考慮し、軽度・中等度難聴児１名に対し、両耳
装用補聴器交付助成を行い、当該児のコミュニケーション能力等の向上
に寄与できた。また高額な補聴器購入にかかる保護者負担を軽減するこ
とができた。



0103010205030533 補聴器助成事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 補装具給付事業

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

制度周知のためのチラシ等を作成し、市内の幼稚園・保育所等や小・中学校等に配付、啓発を依頼する。

現状どおりの予算を確保する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児に補
聴器購入費助成をすることで、コミュニケーション能力、意思伝達
能力等の向上が見込まれ、利用者本位の自立支援サービス（社
会参加支援含む）が受けられるという意図に結びつく。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

児の健全な発育や学びを阻害する、「聞こえない・聞こえが悪い」
ことを早期に防止・解決するため、補聴器の購入費用について助
成を行うことは、行政の責務である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
実施3年目であり、申請自体はまだ少ないが、潜在的な需要はあ
ると思われるため、普及啓発に努めることで、向上の余地はある程
度ある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
補聴器は高額であることから、事業を廃止してしまうと、保護者の
経済的な負担が大きくなり、購入を見送る家庭も発生することが考
えられる。購入・装用しないことにより、当該児のコミュニケーション
能力、意思伝達能等の向上を阻害してしまう恐れがある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 類似性はあるが、当事業の対象者は補装具給付事業の対象外と
なる18歳未満の児童・生徒であるため、連携・統合できない。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

県の要綱により、県補助を受けるための市の負担割合が定められ
ているため、購入者の負担分を増やし、助成金額を削減すること
はできない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

助成金の支出事務が主な業務であり、必要最小限の事務で対処
しているため削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

「霧島市軽度・中等度難聴児補聴器助成事業実施要綱」を定め、
その規定に基づく対象者に補助しており、公平、公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0103010205030533 補聴器助成事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 35 689 689

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

35 689 689

0 0

17 344 344

0 0

0 0

18 345 345

計 35 689 689

当初予算 690 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 472 県支出金 補聴器助成事業費 17

▲ 472 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 182 0

予算合計 36 0

0

0

0

0

合　計 17

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010205030534 事務事業名 障害児通所給付事業
担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

05 政策名 05 たすけあい支えあうまちづくり 担当課長 西田　正志

### 施策名 03 地域における福祉の推進 グループ 障害福祉グループ

### 基本事業名 05 障がい者の地域生活移行や就労支援等のサービス 内線番号 2121

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 24 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 障がい者福祉費 根拠法令・条例等 障害者総合支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市障害者計画・霧島市障害福祉計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

児童発達支援利用延べ人数 回 3,199 3,600 3,345 3,500 3,650

放課後等デイサービス利用延べ人数 回 3,164 3,200 4,890 5,000 5,200

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

療育が必要な児童 療育手帳所有者 人 947 1,020 1,011 1,025 1,040

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

通所サービスが提供される 通所サービスが利用できなかった者 人 0 0 0 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

サービスを受けている障がい者の実人数 人 1,373 1,410 1,295 1,350 1,400

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 151,411 183,248 196,114 210,000 210,000

千円 75,705 91,624 98,057 105,000 105,000

千円 0 0 0 0 0

千円 13,640 14,592 11,279 9,734 0

千円 85,154 107,109 119,434 129,789 126,037

千円 325,910 396,573 424,884 454,523 441,037

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 325,910 396,573 424,884 454,523 441,037

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

平成24年4月から、児童デイサービスが、児童福祉法での障害児通所支援に切り替わった。知的・身体障害児や、発達に課題を抱える、原則として
18歳未満の児童（以下「児童」という。）に対する早期の療育実施で、発達上の課題の早期解決を図ることを目的とする。
　未就学児：児童発達支援（日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等）
　就学児：放課後等デイサービス（授業終了後や休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流促進、その他の支援）
【利用方法】
　①指定特定相談支援事業所とサービス等利用計画作成の契約　②長寿・障害福祉課で障害児通所給付の申請　③「児童発達支援」「放課後等
デイサービス」事業所と契約　④契約事業所で療育開始　　※利用の際必要なもの：身体障害者手帳、療育手帳（手帳がない場合）市こども発達サ
ポートセンターの情報提供書　ｏｒ　病院等で発行された意見書等

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
利用者本位の自立支援サービス（社会
参加支援含む）が受けられる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成24年4月の法改正で、利用者及び児童発
達支援事業所が大幅に増え、支出が格段に増
加した。
　一方で、１歳６ヶ月健診・３歳児健診での保健
師のスクリーニングや、就学時健診等で発達課
題を指摘される児が増加する傾向にあり、児童
発達支援事業所の数は増えているものの、理学
療法士・作業療法士などの専門職がいる事業
所や、自閉症スペクトラムに特化した事業所で
の訓練を希望する保護者の意向には必ずしも
添えていない。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

申請のあった障がい児等に対して受給者証を交付し、障がい児通所サ
ービスの提供を行った。

　児童発達支援　　　　　   延べ　3,345回　127,286千円
　放課後等デイサービス　延べ　4,890回　250,675千円

　障がい児等の集団生活への適応訓練や生活能力の向上のために必
要な訓練、社会との交流の促進などが図られた。



0103010205030534 障害児通所給付事業
保健福祉部

長寿・障害福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 日中一時支援事業

☐

■

☐

⑥

☐

■

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善・コスト拡充 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

　一定の役割を終えたと考えられる「国分ひまわり園」の事業を廃止・休止し、経費削減につなげる。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
発達に課題を抱える児童が早期に療育を受けられることは、利用
者本位の自立支援サービスが受けられることそのものであり、結び
ついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

障がい者のための自立支援給付事業の中のひとつのサービスで
あり、市が実施することが妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
サービスを提供している事業所に、理学療法士・作業療法士・言
語聴覚士などの専門職を配置しているところはわずかであることか
ら、それらの配置が進むことで早期療育の成果向上が見込まれる
。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
法に定められた、市が提供すべきサービスのひとつであり、廃止・
休止することはできない。また、発達に課題を抱える児童とその保
護者への影響は計り知れない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 日常生活支援事業のメニューの一つに、日中一時支援事業があ
るが、療育の場ではなく「預かりの場」となっているため、統合・連
携はできない。 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

国によりサービス単価が設定されているため、削減の余地はない。
なお、発達に課題を抱える児は増加傾向にあることから、今後も事
業費の増加が予想される。
一方で市が運営している「国分ひまわり園」が一定の役割を終えた
ことから、委託を休止・廃止すれば、事業費削減につながる。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

通所による療育を希望する児童が増加の一途をたどり、申請書の
入力やサービス受給者証の発行など、職員が残業して対応してい
る状況である。
平成２７年度は、文書整理等を臨時職員に依頼し、職員の事務量
を減らしたので、取り組みを進める。 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

早期の療育で発達等の課題が克服され、他の児童・生徒とともに
社会人として生活できる可能性があること、また課題が増悪しない
ことで将来的な医療費の削減につながる可能性があり、公平・公
正である。 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　利用費助成の事務量軽減のため、現在の歳出節の「補助金」から「扶助費」に切替を行い、国保連から請求で支払ができるよう
にする。

　併せて、児童の療育のためでなく、保護者の就労のための利用であることが明らかな場合、日中一時支援事業の利用を勧奨す
るなど、事業の切り分けを行う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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担当部 保健福祉部

担当課 長寿・障害福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 1,003 1,528 1,528

0 0

0 0

1,003 1,528 1,528

0 0

13 10,613 13,486

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 21,040 19,509 439,509

20 392,228 420,000

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

424,884 454,523 441,037

196,114 210,000 210,000

98,057 105,000 105,000

0 0

11,279 9,734

119,434 129,789 126,037

計 424,884 454,523 441,037

当初予算 396,573 区分 名称 金額

補正予算 35,563 国庫支出金 障害児通所給付費 196,114

35,563 県支出金 障害児通所給付費 98,057

0 その他 雑入 11,279

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 4,181 0

予算合計 427,955 0

0

0

0

0

合　計 305,450

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む


	H27 00-02-01-障がい者福祉総務管理事務事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 00-02-01-老人福祉総務管理事務事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-02-在宅福祉アドバイザー事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-02-高齢者元気度アップ地域包括ケア推進モデル事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-02-高齢者元気度アップ・ポイント事業(介護保険ボランティア・ポイント制度)【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-02-認知症高齢者見守りネットワーク事業【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-老人憩の家運営事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-シルバー人材センター運営支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-老人福祉作業所維持管理事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-すこやか支えあい事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-緊急通報装置整備事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-高齢者介護予防プラン作成事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-高齢者実態把握事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-高齢者福祉手当支給事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-生活支援ハウス運営事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-生活支援型ホームヘルプサービス事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-日常生活用具給付事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-老人クラブ連合会運営支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-老人福祉施設入所等事務
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-長寿祝金支給事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-市民後見推進事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-いきいきチケット支給事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-家庭内事故等対応体制整備事業（介護特会）
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-介護給付費等費用適正化事業【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-成年後見人制度利用支援事業【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-住宅改修支援事業【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-安心な住まい（シルバーハウジング）【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-地域包括ケアライフサポートワーカー養成研修事業【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-地域のひろば推進事業【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-認知症施策総合推進事業【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-介護予防事業所サービス向上事業【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-介護相談員養成派遣事業【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-04-家族介護慰労事業【介護特会】
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-すこやか配食サービス（障がい者分）補助金
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-手をつなぐ育成会運営支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-家族介護用品支給事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-手話通訳者設置事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障害程度区分認定業務
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-手話奉仕員及び手話通訳者養成事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-重度心身障害者医療費助成事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-重度心身障害者福祉手当給付事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障害者自立支援給付事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障がい者コミュニケーション支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障がい者移動支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障がい者更生訓練費給付事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-身体障害者等自動車運転免許取得・改造助成事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障害者自立支援医療費給付事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障がい者相談支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障がい者地域活動支援センター事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障がい者日常生活用具給付事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障がい者日中一時支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障がい者福祉ホーム事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障がい者補装具給付事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障害者自立支援協議会運営事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障害者体育館管理事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障害程度区分認定業務
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-心身障害者扶養共済事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-身体障害者協会運営支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-点字・声の広報発行事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-特別障害者手当等給付事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-訪問入浴サービス事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障がい者相談員設置事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障害者虐待防止対策支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-成年後見制度利用支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-補聴器助成事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 05-03-05-障害児通所給付事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート


